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第一部【企業情報】

第1【企業の概況】

1【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 2021年12月 2022年12月 2023年12月 2024年12月 2025年12月

売上高 (百万円) 782,723 898,022 941,790 988,981 945,268

コア営業利益 (百万円) 122,482 119,566 127,974 138,463 108,884

税引前当期利益 (百万円) 121,977 115,708 132,308 134,537 105,386

親会社の所有者に帰属する

当期利益
(百万円) 72,745 67,608 86,053 81,842 65,212

親会社の所有者に帰属する

当期包括利益
(百万円) 97,670 98,094 120,371 119,743 72,582

親会社の所有者に帰属する

持分
(百万円) 557,639 618,883 695,719 773,062 794,705

資産合計 (百万円) 987,655 1,049,218 1,133,627 1,239,973 1,223,176

1株当たり親会社所有者

帰属持分
(円) 311.68 347.72 392.91 439.46 456.75

基本的1株当たり当期利益 (円) 40.59 37.87 48.47 46.41 37.30

希薄化後1株当たり当期

利益
(円) 40.56 37.86 － － －

親会社所有者帰属持分比率 (％) 56.5 59.0 61.4 62.3 65.0

親会社所有者帰属持分当期

利益率
(％) 13.8 11.5 13.1 11.1 8.3

株価収益率 (倍) 41.0 44.6 35.1 28.1 24.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 105,253 92,216 162,415 137,099 131,470

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △79,837 △7,145 △67,527 △73,838 △58,712

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △45,180 △61,652 △67,007 △66,794 △83,865

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 187,547 217,153 253,770 261,054 253,092

従業員数
(名)

16,308 16,206 16,223 16,464 16,542

（外、平均臨時雇用者数） (1,786) (1,775) (1,724) (1,617) (1,541)

（注）1．従業員数は、就業人員数を記載しております。

2．当社は、2025年1月1日を効力発生日として、普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っております。第

62期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、1株当たり親会社所有者帰属持分、基本的1株当たり当期

利益、希薄化後1株当たり当期利益を算定しております。なお、第65期期末時点の株価は、当該株式分割によ

る権利落ち後の株価となっているため、権利落ち後の分割割合を加味して第65期の株価収益率を計算してお

ります。

3．国際財務報告基準（以下「IFRS」という。）に基づいて連結財務諸表を作成しております。

4．第64期、第65期及び第66期の希薄化後1株当たり当期利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

5．コア営業利益は当社グループの経常的な事業業績を測る指標として有用な情報であり、売上総利益から販売

費及び一般管理費を控除して算出しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 2021年12月 2022年12月 2023年12月 2024年12月 2025年12月

売上高 (百万円) 382,210 344,281 348,740 369,638 369,227

経常利益 (百万円) 81,353 67,915 143,374 143,962 112,110

当期純利益 (百万円) 59,625 6,876 119,405 118,520 99,206

資本金 (百万円) 15,993 15,993 15,993 15,993 15,993

発行済株式総数 (株) 620,834,319 620,834,319 620,834,319 620,834,319 1,862,502,957

純資産額 (百万円) 333,849 301,907 384,676 463,483 516,243

総資産額 (百万円) 474,130 414,114 493,120 568,175 618,132

1株当たり純資産額 (円) 186.48 169.63 217.25 263.48 296.70

1株当たり配当額 (円) 36 38 40 44 18

（うち1株当たり中間配当額） (円) (18) (19) (20) (22) (9)

1株当たり当期純利益 (円) 33.27 3.85 67.26 67.20 56.75

潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
(円) 33.25 3.85 － － －

自己資本比率 (％) 70.3 72.9 78.0 81.6 83.5

自己資本利益率 (％) 18.5 2.2 34.8 27.9 20.3

株価収益率 (倍) 50.1 438.6 25.3 19.4 15.8

配当性向 (％) 36.1 328.9 19.8 21.8 31.7

従業員数
(名)

1,465 1,433 1,457 1,404 1,429

（外、平均臨時雇用者数） (345) (364) (385) (404) (409)

株主総利回り (％) 102.9 105.1 106.5 83.1 59.2

（比較指標：配当込みTOPIX） (％) (112.7) (110.0) (141.1) (169.9) (213.2)

最高株価 (円) 5,208 5,323 5,958 5,408 1,365

最低株価 (円) 4,122 3,901 4,623 1,296 881

（注）1．従業員数は、就業人員数を記載しております。

2．当社は、2025年1月1日を効力発生日として、普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っております。第

62期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、1株当たり純資産額、1株当たり当期純利益、潜在株式調

整後1株当たり当期純利益を算定しております。なお、発行済株式総数、1株当たり配当額、配当性向につき

ましては、当該株式分割前の内容を記載しております。また、第65期期末時点の株価は、当該株式分割によ

る権利落ち後の株価となっているため、権利落ち後の分割割合を加味して第65期の株価収益率を計算してお

ります。

3．最高株価及び最低株価は、2022年4月3日以前は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであり、2022年4

月4日以降は東京証券取引所（プライム市場）におけるものであります。

4．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第63期の期首から適用してお

り、第63期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。

5．第64期、第65期及び第66期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。
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2【沿革】

年月 事項

1961年 2月 高原慶一朗が大成化工㈱を設立　建材の製造、販売を開始

1963年 8月 衛生紙綿（生理用ナプキン）の製造、販売を開始

1974年 3月 衛生紙綿の製造をチャーム工業㈱へ営業譲渡

1974年 9月 株式額面変更のため、岡田産業㈱を存続会社として、大成化工㈱を吸収合併し、ユニ・チャーム㈱に社

名変更

1976年 8月 東京証券取引所市場第二部に上場

1981年 8月 幼児用紙おむつの販売を開始

1984年10月 台湾-大中華圏に嬌聯股份有限公司（旧商号嬌聯工業股份有限公司）を設立

1985年 3月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定

1987年 7月 Uni.Charm (Thailand) Co., Ltd.を設立

1993年 6月 ユニ・チャーム東日本㈱を設立

1993年11月 Uni.Charm Mölnlycke B.V.を設立

1995年12月 上海尤妮佳有限公司を設立

1997年 6月 PT UNI-CHARM INDONESIA Tbk（設立時社名PT Uni-Charm Indonesia）を設立

1998年10月 ペットケア事業をユニ・タイセイ㈱へ営業譲渡

1999年 2月 ユニ・タイセイ㈱がユニ・ハートス㈱に社名変更

1999年 5月 ユニ・チャーム中日本㈱を設立

1999年10月 中日本生産部をユニ・チャーム中日本㈱へ営業譲渡

2001年11月 尤妮佳生活用品（中国）有限公司を設立

2002年 1月 チャーム工業㈱を存続会社として、ユニ・チャーム東日本㈱とユニ・チャーム中日本㈱を吸収合併し、

ユニ・チャームプロダクツ㈱に社名変更

2002年 2月 尤妮佳生活用品服務（上海）有限公司を設立

2002年10月 ユニ・ハートス㈱がユニ・チャームペットケア㈱に社名変更

2004年10月 ユニ・チャームペットケア㈱東京証券取引所市場第二部に上場

2005年 9月 ユニ・チャームペットケア㈱東京証券取引所市場第一部上場銘柄に指定

2005年12月 Unicharm Gulf Hygienic Industries Co. Ltd.を買収

2006年 2月 LG Unicharm Co., Ltd.（旧商号Uni-Charm Co., Ltd.）にてLG生活健康との韓国における合弁事業を開

始

2008年 7月 Unicharm India Private Ltd.（設立時社名Unicharm India Hygienic Private Ltd.）を設立

2008年 9月 APPP Parent Pty Ltd.の全株式を取得しUnicharm Australasia Holding Pty Ltd.に社名変更

2009年 1月 尤妮佳生活用品（中国）有限公司を存続会社として、上海尤妮佳有限公司、尤妮佳生活用品（中国）有

限公司、尤妮佳生活用品服務（上海）有限公司の3社を合併

2010年 9月 ユニ・チャームペットケア㈱を吸収合併

2011年 9月 尤妮佳（中国）投資有限公司を設立

2011年 9月 Diana Unicharm Joint Stock Company（設立時社名Diana Joint Stock Company）の株式の95％を取得

2011年12月 The Hartz Mountain Corporationの株式の51％を取得

2012年 7月 尤妮佳生活用品（江蘇）有限公司を設立

2013年 4月 Myanmar Care Products Ltd.の株式の88％を保有するCFA International Paper Products Pte. Ltd.の

全株式を取得

2013年 8月 Myanmar Care Products Ltd.の株式の10％を追加取得し、MYCARE Unicharm Co.,Ltd.に社名変更

2018年 9月

2019年12月

2020年11月

2022年 4月

DSG (Cayman) Ltd.の全株式を取得

PT UNI-CHARM INDONESIA Tbk インドネシア証券取引所メインボード市場に上場

MYCARE Unicharm Co.,Ltd.がUnicharm Myanmar Company Limited に社名変更

東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第一部からプライム市場に移行
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3【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社50社及び関連会社8社で構成されており、ウェルネスケア関連商品、フェミニンケ

ア関連商品、ベビーケア関連商品、ペットケア関連商品等の製造・販売を主な事業としております。

当社グループの事業に係る位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。

なお、次の事業区分は「第5　経理の状況　1　連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　連結財務諸表に対する注記」

に掲げるセグメントの区分と同一であります。

 

事業区分 主な事業の内容 主要な会社  

パーソナルケア ウェルネスケア関連商品 当社  

 フェミニンケア関連商品 ユニ・チャームプロダクツ㈱  

 ベビーケア関連商品 ユニ・チャーム国光ノンウーヴン㈱  

  コスモテック㈱  

  ユニ・チャームメンリッケ㈱  

  嬌聯股份有限公司  

  Uni.Charm (Thailand) Co., Ltd.  

  Uni.Charm Mölnlycke B.V.  

  LG Unicharm Co., Ltd.  

  尤妮佳生活用品（中国）有限公司  

  PT UNI-CHARM INDONESIA Tbk  

  
Unicharm Gulf Hygienic Industries Co.

Ltd.
 

  Unicharm India Private Ltd.  

  Unicharm Australasia Holding Pty Ltd.  

  Diana Unicharm Joint Stock Company  

  
DSG International (Thailand) Public

Co., Ltd.
 

  その他　29社 計　45社

ペットケア ペットケア関連商品 当社  

  ユニ・チャームプロダクツ㈱  

  ユニ・チャーム国光ノンウーヴン㈱  

  コスモテック㈱  

  ペパーレット㈱  

  The Hartz Mountain Corporation  

  その他　 12社 計　18社

その他  ユニ・チャーム国光ノンウーヴン㈱  

  コスモテック㈱  

  
Unicharm Gulf Hygienic Industries Co.

Ltd.
 

  その他　 4社 計　 7社

（注）各事業区分の会社数は、複数の事業を営んでいる場合にはそれぞれに含めて記載しております。
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主要な事業の系統図は次のとおりです。
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4【関係会社の状況】

    2025年12月31日現在

名称 住所
資本金又は出資金
（百万円）

主要な事業
の内容
（注）1

議決権の所
有又は被所
有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

ユニ・チャームプロダクツ

㈱

（注）2

愛媛県四国中央市 200
パーソナル

ケア
100.0

グループ会社に製品

を販売している。

役員の兼務2名

金銭貸借関係　有

嬌聯股份有限公司

（注）2
台湾-大中華圏

千台湾ドル

588,800

パーソナル

ケア
52.6

グループ会社に製品

を販売している。

役員の兼務1名

Uni.Charm（Thailand）

Co., Ltd.

（注）2

タイ王国
千タイバーツ

718,843

パーソナル

ケア
100.0

グループ会社に製品

を販売している。

LG Unicharm Co., Ltd．

（注）2
大韓民国

百万韓国ウォン

30,000

パーソナル

ケア
51.0

グループ会社に製品

を販売している。

尤妮佳生活用品（中国）

有限公司

（注）2、3

中華人民共和国
千米ドル

117,127

パーソナル

ケア

75.0

（75.0）

グループ会社に製品

を販売している。

PT UNI-CHARM INDONESIA

Tbk

（注）2

インドネシア共和国

百万インドネシア

ルピア

415,657

パーソナル

ケア
59.2

グループ会社に製品

を販売している。

Unicharm Gulf Hygienic

Industries Co. Ltd.

（注）2

サウジアラビア王国

千サウジアラビア

リヤル

506,667

パーソナル

ケア
75.0

グループ会社に製品

を販売している。

役員の兼務1名

Unicharm India Private

Ltd.

（注）2

インド共和国
百万インドルピー

45,642

パーソナル

ケア
100.0 役員の兼務1名

Unicharm Australasia

Holding Pty Ltd.

（注）2

オーストラリア連邦
千豪ドル

60,000

パーソナル

ケア
100.0 資金援助　有

Unicharm Middle East &

North Africa Hygienic

Industries Company

S.A.E.

（注）2

エジプト・アラブ

共和国

千エジプトポンド

1,025,000

パーソナル

ケア
95.0

グループ会社に製品

を販売している。

役員の兼務1名

資金援助　有

The Hartz Mountain

Corporation

（注）2

アメリカ合衆国
千米ドル

197,398
ペットケア 51.0

グループ会社に製品

を販売している。

尤妮佳（中国）投資

有限公司

（注）2

中華人民共和国
千米ドル

280,346

パーソナル

ケア
100.0  

UNICHARM DO BRASIL

INDÚSTRIA E COMÉRCIO DE

PRODUTOS DE HIGIENE

LTDA.

（注）2

ブラジル連邦共和国
千ブラジルレアル

873,783

パーソナル

ケア
80.1  
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名称 住所
資本金又は出資金
（百万円）

主要な事業
の内容
（注）1

議決権の所
有又は被所
有割合
（％）

関係内容

DSG International

（Thailand）Public Co.,

Ltd.

（注）2、3

タイ王国
千タイバーツ

1,260,000

パーソナル

ケア

99.3

（99.3）

グループ会社に製品

を販売している。

Uni-Charm Corporation

Sdn. Bhd.

（注）2

マレーシア

千マレーシアリン

ギット

132,230

パーソナル

ケア
100.0

グループ会社に製品

を販売している。

Diana Unicharm Joint

Stock Company

（注）2

ベトナム社会主義共

和国

千ベトナムドン

360,000,000

パーソナル

ケア
95.0

グループ会社に製品

を販売している。

役員の兼務1名

その他　34社 － － － － －

（持分法適用関連会社）      

㈱ユービーエス 東京都港区 30
シェアード

サービス
20.0  

江蘇吉家寵物用品有限公司

（注）3
中華人民共和国

千中国元

19,630
ペットケア

45.3

（45.3）
 

その他6社 － － － － －

（注）1．主要な事業の内容欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

2．特定子会社であります。

3．議決権の所有又は被所有割合欄の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。

4．上記子会社は、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％以下である

ため、主要な損益情報等の記載を省略しております。

5．その他の関係会社は1社であります。
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5【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 2025年12月31日現在

セグメントの名称 従業員数（名）

パーソナルケア
15,361

(1,311)

ペットケア
565

(93)

その他
478

(98)

全社（共通）
138

(39)

合計
16,542

(1,541)

（注）1．従業員数は就業人員です。

2．従業員数の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員です。

3．従業員数の（外書）は、契約、パートを含めております。

 

(2）提出会社の状況

   2025年12月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

1,429
40.7 14.7 8,754

(409)

 

セグメントの名称 従業員数（名）

パーソナルケア
1,191

(361)

ペットケア
100

(9)

その他
－

(－)

全社（共通）
138

(39)

合計
1,429

(409)

（注）1．従業員数は、就業人員です。

2．従業員数の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員です。

3．従業員数の（外書）は、契約、パートを含めております。

 

(3）労働組合の状況

当社及び一部の連結子会社には、労働組合が組織されております。労使関係について、特記すべき事項はござい

ません。
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（4）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金差異

①提出会社

前事業年度

管理職に占める女性労働者

の割合（％）（注）1

男性労働者の育児休業取
得率（％）（注）2、3

労働者の男女の賃金の差異（％）（注）1、4

全労働者 正規労働者
パート・有

期労働者

正規労働者

管理職

(幹部社員)

正規労働者

一般社員

18.6 104.7 65.0 74.9 66.2 89.0 86.8

 

当事業年度

管理職に占める女性労働者

の割合（％）（注）1

男性労働者の育児休業取
得率（％）（注）2、3

労働者の男女の賃金の差異（％）（注）1、4

全労働者 正規労働者
パート・有

期労働者

正規労働者

管理職

(幹部社員)

正規労働者

一般社員

19.5 102.7 65.5 76.6 52.6 87.4 88.9

（注）1．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であります。

出向者を出向先の社員として集計しております。

2．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成3年法律第76号）の規定

に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成3年

労働省令25号）第71条の6第1号における育児休業等の取得割合を算出したものであります。

出向者は出向元の社員として集計しております。

3．「育児休業取得者数÷配偶者が出産した社員数×100」の算式で算出しております。なお、過年度に配偶者が

出産した男性労働者が、当事業年度に育児休業等を取得することがあるため、取得率が100％を超えることが

あります。

4．賃金差の要因は、正規労働者と非正規労働者で異なります。正規労働者の場合、女性社員比率や女性管理職

比率の低さ、女性社員の勤続年数の短さなどが影響していますが、管理職（幹部社員）・一般社員それぞれ

の男女賃金差は、全労働者と比較すると20％ほど縮小する傾向にあります。（正規労働者の基本給における

男女差異は82.6％）一方、非正規労働者では、定年再雇用後の給与水準が高い男性社員が多いこと、勤続年

数の短い女性社員が多いこと、パートタイム労働者の多くを女性が占めており、賃金水準が低いことなどが

賃金差の要因となっています。なお、正規・非正規労働者の区別なく、給与規程や評価制度において男女で

差異は設けていません。

5．今後の対応策として、下記の施策による格差縮小の効果を定期的に検証し、中長期的な改善目標の提示を検

討してまいります。

①報酬体系の透明化:成果に直結しない属人的な諸手当を整理し、業績貢献に応じた配分により公平な体系へ

と移行しました。

②キャリア継続支援:出産・育児がハンデとならない評価・昇格制度の運用に加え、育児負担の偏在を是正す

るため、男性の育休取得を推進します。

③パイプライン構築:執行役員と女性幹部候補によるメンタリングプログラム「エンパワーメント制度」や、

社長と女性管理職及びその候補者とのランチ会、先輩女性によるメンター制度「Room＋」制度を拡充し、

次世代リーダーの育成を加速させます。
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②連結子会社

前事業年度

名称

管理職に占める女性

労働者の割合

（％）（注）1

男性労働者の育児
休業取得率

（％）（注）2、4

労働者の男女の賃金の差異

（％）（注）1

全労働者 全労働者 正規労働者
パート・有期

労働者

ユニ・チャームプロダクツ㈱ 3.3 110.3 86.3 87.6 71.9

ユニ・チャーム国光ノンウーヴン㈱ － 100.0 89.3 89.9 69.9

ユニ・チャームメンリッケ㈱ 51.4 － 98.0 100.1 85.8

コスモテック㈱ 5.0 75.0 78.4 85.1 65.3

ペパーレット㈱ 7.7 50.0 77.4 78.8 77.3

 
 

当事業年度

名称

管理職に占める女性

労働者の割合

（％）（注）1

男性労働者の育児
休業取得率

（％）（注）2、4

労働者の男女の賃金の差異

（％）（注）1

全労働者 全労働者 正規労働者
パート・有期

労働者

ユニ・チャームプロダクツ㈱ 4.9 93.8 85.3 87.3 77.3

ユニ・チャーム国光ノンウーヴン㈱ － 83.3 87.4 88.7 52.3

ユニ・チャームメンリッケ㈱ 51.5 75.0 96.3 98.5 81.1

コスモテック㈱ 4.5 28.6 78.4 85.5 59.3

ペパーレット㈱ － 50.0 77.9 76.5 85.8

（注）1．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であります。

出向者を出向先の社員として集計しております。

2．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成3年法律第76号）の規定

に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成3年

労働省令25号）第71条の6第1号における育児休業等の取得割合を算出したものであります。

出向者は出向元の社員として集計しております。

3．その他の連結子会社については、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64

号）及び「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成3年法律第76

号）の規定による公表義務の対象ではないため、記載を省略しております。

4．「育児休業取得者数÷配偶者が出産した社員数×100」の算式で算出しております。なお、過年度に配偶者が

出産した男性労働者が、当事業年度に育児休業等を取得することがあるため、取得率が100％を超えることが

あります。
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第2【事業の状況】

1【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）会社の経営の基本方針

当社グループは「市場と顧客に対し、常に第一級の商品とサービスを創造し、日本及び海外市場に広く提供する

ことによって、人類の豊かな生活の実現に寄与する」ことを経営理念として掲げ、ステークホルダー（お客様、株

主の皆様、お取引先様、社員、社会）に対し、常に新しい価値創造に努め社会的責任を果たすことを目指した企業

活動を基本方針としております。

 

(2）目標とする経営指標

当社グループは、継続的な「売上高」「利益」の成長と「ROE」の向上により、持続的な成長の土台形成やグ

ローバル競争に勝ち抜くことができる資本効率の高い経営体質の構築を目指しております。

 

(3）中長期的な会社の経営戦略

当社グループは、2026年より開始する第13次中期経営計画において、2030年のROE17％達成に向け、事業成長に

加え、資本政策の再構築（Rebirth）の両輪で推進してまいります。その内容は、2026年2月12日に公表した「第13

次中期経営計画（FY2026～FY2030）」に記載しております。

当該説明資料は、次のURLからご覧いただけます。

（当社ウェブサイト）

https://www.unicharm.co.jp/ja/ir/library/chukei.html

 

(4）会社の対処すべき課題

当社グループを取り巻く経営環境は、参入国・地域ごとに景況感に差が見られ、予測困難な状況が続いていま

す。海外においては、アジア地域で経済の不確実性が依然として残存していることに加え、COVID-19の影響を経

て、特にベビーケア関連商品において、消費者の間で手頃な価格の商品への需要が高まりつつあります。また、e

コマースにおける新興チャネルが急成長するなど、市場環境は目まぐるしく変化しています。

国内においては、ウェルネスケア関連商品やペットケア関連商品への引き合いは強いものの、景気の先行き不透

明感に加え、競争が激しい販売環境のなか、為替や原油価格に起因する輸入原材料価格の上昇が懸念されるととも

に、パーソナルケア業界においては、ベビーケアやフェミニンケア関連商品の対象人口減少が今後も見込まれてお

ります。

こうした課題を背景に、当社グループは経営理念に則り、常に新しい市場創造及び価値創造に努め、日本製需要

の最大化、アジアでの急速な高齢化への対応、感染症予防関連や顧客インサイトに応える商品ラインアップの拡大

をスピーディーに進めてまいります。海外ではリスク管理を強化しながら積極的なエリア展開と成長市場における

カテゴリーリーダーとしての地位を確立し、国内では市場の活性化による業界総資産の拡大により、「共生社会」

の実現を目指します。

今後もより一層の企業変革に努め、全ての事業において、絶え間ない商品革新による価値向上に一層注力すると

ともに、原価低減と経営資源の効率的活用をさらに強力に推進してまいります。

一方、非財務面においても、環境（E）社会（S）ガバナンス（G）を中長期的かつ持続的な企業価値向上のため

の重要な基盤と位置付け、環境への配慮やガバナンス体制の強化等の施策推進を継続してまいります。また、企業

経営の健全性と透明性をより高めるために、子会社の内部統制体制について、業務プロセスの適正性を検証する手

続きの改善を推し進め、ガバナンスの強化を図ってまいります。

 

EDINET提出書類

ユニ・チャーム株式会社(E00678)

有価証券報告書

 12/167



2【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取り組みは、次のとおりです。

なお、文中の将来に関する記述は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。

 

(1）サステナビリティ経営

①ガバナンス

当社グループでは、ステークホルダーに期待されるサステナビリティに関する取り組みを円滑に推進するべく、

以下のような体制を構築しています。まず、社長執行役員を委員長としたグループ横断の推進組織「ESG委員会」

を四半期に1度、年4回開催し、サステナビリティ全般及びガバナンスに関する方針及び活動内容について審議・決

定し、その進捗状況をモニタリングしています。ESG委員会には、取締役や執行役員といった経営層に加えて、営

業部門や開発部門、マーケティング部門、コーポレート部門、国内外の連結子会社の責任者が出席することで、決

定したサステナビリティ関連の諸活動を迅速に実行できる体制を構築しています。なお、ESG委員会での審議・決

定内容については、ESG担当執行役員より年1回以上取締役会に報告しています。

 

＞＞サステナビリティ推進体制図
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＞＞ESG委員会における主な取り組みテーマと分類

ISO26000

中核主題
組織統治、人権、労働慣行、環境、公正な事業慣行、消費者課題、コミュニティ参画および開発

 主な取り組みテーマ

E

・気候変動： 温室効果ガス、エネルギー使用管理、気候変動リスク

・水資源：水使用、水使用量削減

・汚染と資源：廃棄物、資源使用、リサイクル

・サプライチェーン：サプライヤー方針、環境問題、持続可能な森林資源・持続可能なパーム油調達

・生物多様性

・環境配慮型商品の開発

S

・労働基準：児童労働の禁止、強制労働の禁止、差別禁止、結社の自由、団体交渉権、最低賃金、ハラ

スメントの防止

・健康、安全

・人権：デュー・ディリジェンス、子どもの権利、児童労働の禁止、地域雇用、苦情処理

・社会：コミュニティ投資、社会貢献活動

・顧客に対する責任：責任ある広告とマーケティング、顧客満足

・サプライチェーン：児童労働の禁止、強制労働の禁止、差別禁止、結社の自由、団体交渉権、最低賃

金、健康安全、デュー・ディリジェンス、能力開発

・商品品質、商品安全

G

・腐敗防止：贈収賄、インサイダー取引、内部通報制度、教育、リスク評価

・コーポレート・ガバナンス

・全社的なリスクマネジメント：環境、社会、コーポレート・ガバナンス

・コンプライアンス

・税の透明性

 

②戦略

＞＞中長期ESG目標「Kyo-sei Life Vision 2030」

当社グループはコーポレート・ミッションに「『共生社会』の実現に寄与する」を掲げ、事業活動によって自然

環境問題や社会課題の解決に貢献することを目指しています。具体的には、2020年10月に中長期ESG目標「Kyo-sei

Life Vision 2030 ～ For a Diverse, Inclusive, and Sustainable World ～」（以下、「Kyo-sei Life Vision

2030」）を公表しました。この「Kyo-sei Life Vision 2030」の策定では、当社が想い描く『2030年のありたい

姿』を具体化し、この将来像と現状のギャップを埋めるために、社内外のステークホルダーから寄せられた意見を

整理・分析して重要課題を抽出し、当社の事業展開との親和性などを踏まえて、「私たちの健康を守る・支える」

「社会の健康を守る・支える」「地球の健康を守る・支える」「ユニ・チャーム プリンシプル」の4分野にそれぞ

れ5つ、合計20の重要取り組みテーマ・指標・目標を設定しました。

まず、「私たちの健康を守る・支える」では、すべての人が「自分らしさ」を実感し、日々の暮らしを楽しむこ

とができる社会の実現に貢献する商品・サービスの展開をテーマに設定しています。次に、「社会の健康を守る・

支える」では、提供する商品・サービスを通じて、お客様の安全・安心・満足度の向上と、社会課題の解決や持続

可能性への貢献の両立を目標としました。そして、「地球の健康を守る・支える」では、衛生的で便利な商品・

サービスの提供と、地球環境をよりよくする活動への貢献を目指しています。加えて、「ユニ・チャーム プリン

シプル」では、すべてのステークホルダーから信頼を得られるような公正で透明性の高い企業運営を目標としてい

ます。

このように、社員一人ひとりが日々の事業活動を通じて「Kyo-sei Life Vision 2030」を着実に実行すること

は、自然環境問題や社会課題の解決や地域社会への貢献そのものであり、継続的な事業成長につながると考えてい

ます。
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＞＞「Kyo-sei Life Vision 2030」重要取り組みテーマ

 

 

＞＞2050年・「共生社会」の実現に必要なアプローチ

「Kyo-sei Life Vision 2030」の立案に際しては、2050年に「共生社会」が実現されると仮定して、「理想の将
来像」を具体化し、この将来像と現状のギャップを埋めるために必要なアプローチを整理しました。
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＞＞Kyo-sei Life Vision 2030策定プロセス

 

③リスク管理

当社グループでは、中長期ESG目標「Kyo-sei Life Vision 2030」の着実な推進にあたって、取締役会の下に設

置されている「ESG委員会」（委員長・社長執行役員）が全体の管理・監督を行っています。日々の業務と密接に

関連する重要取り組みテーマの運用は、関連部門が主体的に推進し、あらかじめ設定した管理項目・KPIに照らし

てゲート管理を行い、PDCAサイクルを回しています。重要取り組みテーマの進捗状況の把握はESG本部が担い、四

半期に1度、年4回開催しているESG委員会に報告します。ESG委員会での報告内容、討議事項については、ESG担当

執行役員より年1回以上取締役会に報告しています。

また、「Kyo-sei Life Vision 2030」の重要取り組みテーマは、各部門の目標に落とし込み、部門から個人の目

標や、週単位の行動計画に紐づけるといったきめ細かい活動を行っています。
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④指標及び目標

＞＞「Kyo-sei Life Vision 2030」重要取り組みテーマ・指標・目標・実績一覧

重要取り組みテーマ 指 標

実績 中長期目標

2022年度 2023年度
2024年

度

目標

値

目標

年

私たちの健康を守る・支える
全ての人が「自分らしさ」を実感し、日々の暮らしを楽しむことができる社会の実現に貢献する商品・サービス

の展開を目指します。

 

健康寿命延伸／QOL向

上

どのようなときも、誰もが“自分ら

しさ”を実感して暮らすことのでき

る社会の実現に貢献する商品・サー

ビスの展開比率。

100％

継続

100％

継続

100％

継続
100％ 2030年

性別や性的指向等に

より活躍が制限され

ない社会への貢献

世界中全ての人が、性別や性的指向

等によって制限を受けることなく活

躍できる社会の実現に貢献する商

品・サービスの展開比率。

100％

継続

100％

継続

100％

継続
100％ 2030年

ペットとの共生

ペットが、家族はもちろん、地域に

暮らす人々から歓迎される社会の実

現に貢献する商品・サービスの展開

比率。

100％

継続

100％

継続

100％

継続
100％ 2030年

育児生活の向上

赤ちゃんと家族が、すこやかに、か

つ、ほがらかに暮らすことのできる

社会の実現に貢献する商品・サービ

スの展開比率。

100％

継続

100％

継続

100％

継続
100％ 2030年

衛生環境の向上

一人ひとりの努力で、予防可能な感

染症（接触感染、飛沫感染）を抑制

する活動に貢献する商品・サービス

の展開比率。

100％

継続

100％

継続

100％

継続
100％ 2030年

社会の健康を守る・支える
提供する商品・サービスを通じて、お客様の安全・安心・満足の向上と、社会課題の解決や持続可能性への貢献

の両立を目指します。

 

「NOLA ＆ DOLA」を

実現するイノベー

ション

さまざまな負担からの解放を促し、

生きる楽しさを満足することに貢献

する商品・サービスの展開比率。

100％

継続

100％

継続

100％

継続
100％ 2030年

持続可能なライフス

タイルの実践

持続可能性に貢献する社内基準

「SDGs Theme Guideline」に適合し

た商品・サービスの展開比率。

10.5％ 5.9％ 15.4％ 50％ 2030年

持続可能性に考慮し

たバリューチェーン

の構築

環境・社会・人権の観点を踏まえ、

地域経済に貢献する『地産地消』で

調達した原材料を用いた商品・サー

ビスの展開比率。

開発

継続中

開発

継続中

開発

継続中

倍増

（202

0年

比）

2030年

顧客満足度の向上

消費者から支持を獲得している（＝

No.1シェア）商品・サービスの比

率。

24.0％ 23.6％ 23.1％ 50％ 2030年

安心な商品の供給

品質に関する新たな安全性の社内基

準を設定し、認証を付与した商品の

比率。

100％

継続

100％

継続

100％

継続
100％ 2030年
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重要取り組みテーマ 指 標
実績 中長期目標

2022年 2023年 2024年 目標値 目標年

地球の健康を守る・支える
衛生的で便利な商品・サービスの提供と、地球環境をより良くする活動への貢献の両立を目指します。

 

環境配慮型商品の開

発

今までにないユニ・チャームらしい

考え方で「3R＋2R」を実践する商

品・サービスの展開件数。

2件 2件 5件
10件

以上
2030年

気候変動対応
事業展開に用いる全ての電力に占め

る再生可能電力の比率。
11.0％ 22.8％ 25.8％ 100％ 2030年

 

リサイクルモデルの

拡大

紙おむつリサイクル設備の導入件

数。
1件 1件 1件

10件

以上
2030年

商品のリサイクル推

進

資源を循環利用した不織布素材商品

のマテリアル・リサイクルの実施。

開発

継続中

開発

継続中

開発

継続中

商業

利用

開始

2030年

プラスチック使用量

の削減

プラスチックに占めるバージン石化

由来プラスチックの比率。

開発

継続中

開発

継続中

開発

継続中

半減

（202

0年

比）

2030年

ユニ・チャーム プリンシプル

全てのステークホルダーから信頼を得られるような公正で透明性の高い企業運営を目指します。

 

持続可能性を念頭に

おいた経営

外部評価機関による評価レベルの維

持・向上の推進。
－ － －

最高

レベ

ル

2026

年か

ら

毎年

バリューチェーンにおける重大な人

権違反の発生件数。

１件

（是正

済）

１件

（是正

済）

発生

ゼロ

発生

ゼロ
毎年

適切なコーポレー

ト・ガバナンスの実

践

重大なコンプライアンス違反件数。
発生

ゼロ

発生

ゼロ

発生

ゼロ

発生

ゼロ
毎年

ダイバーシティマネ

ジメントの推進

女性社員に様々な機会を提供するこ

とによる管理職における女性社員比

率。

23.2％ 24.7％ 25.5％
30％

以上
2030年

優れた人材の育成・

能力開発

社員意識調査の「仕事を通じた成長

実感」における肯定的な回答の比

率。

89.2％ 88.7％ 90.1％
80％

以上
2030年

職場の健康と労働安

全システムの構築

心身ともに社員が健康で安心して働

くことができる職場環境整備による

心身の不良を原因とした休職者の削

減比率。

7名

（日本）

9名

（日本）

13名

（日

本）

半減

（202

0年

比）

2030年

2025年度の実績は2026年6月発行予定の当社「統合レポート 2026」をご参照ください。

 

＞＞「Kyo-sei Life Vision 2035」

2025年度をもって「Kyo-sei Life Vision 2030」取り組みが5年経過したことを踏まえ、グループ全体でESGの取

り組みをさらに加速するべく、2025年10月に「環境目標2030」と統合し「Kyo-sei Life Vision 2035」へとリ

ニューアルしました。「Kyo-sei Life Vision 2035」では、これまでにステークホルダーの皆様からお寄せいただ

いた、ご意見やアドバイスをもとに、重要取り組みテーマ見直しと目標の定量化を図り、より「実行性」と「実効

性」の高い中長期ESG目標を策定しました。詳細につきましては下記の当社ホームページをご参照ください。

https://www.unicharm.co.jp/ja/csr-eco/kyoseilifevision.html

 

(2）気候変動対応

文中の将来に関する事項は、提出日時点において当社グループが判断したものです。

①ガバナンス
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当社グループでは、気候変動に関するリスクと機会の評価やCO₂排出量削減目標の設定と施策等に関する責任は

社長執行役員が担っています。また、社長執行役員が委員長を務め、社内の取締役及び全執行役員が委員を務める

ESG委員会を四半期に1度、年4回開催し、気候変動関連を含む自然環境活動全般（当社グループ中長期環境目標

「環境目標2030」及び中長期ESG目標「Kyo-sei Life Vision 2030」の進捗状況も含む）及び社会課題への対応や

ガバナンス上の重点について報告・審議を行っています。開催にあたっては、全社の自然環境関連問題対応部門で

あるESG本部で各拠点の自然環境データや活動状況の情報を毎月収集・確認し、ESG担当執行役員と協議の上で、

ESG委員会の議題を選定しています。

ESG委員会の活動状況は、ESG担当執行役員より年1回以上取締役会に報告し、取締役会の監督を受けています。

ESG委員会や取締役会では、「環境目標2030」「Kyo-sei Life Vision 2030」の進捗状況に応じてチェックや指

導、活動の指示を行います。加えて、目標を達成するために投資回収年数や投資判断を適宜検討して必要な施策を

実行し、目標達成を目指しています。具体的な計画については、TCFD※1の提言に基づき2021年から「環境目標

2030」「Kyo-sei Life Vision 2030」をベースに情報公開を行っています。

また、取締役や執行役員が先頭に立ちESG戦略・目標の完遂にリーダーシップを発揮すべく、2020年より取締役

（監査等委員である取締役を除く）および執行役員の業績連動報酬を決定する評価指標にESG項目を導入しまし

た。さらに、2023年より人事評価指標へのESG項目導入を全社員に拡大しました。

 

※1　TCFD：Task Force on Climate-related Financial Disclosures／気候関連財務情報開示タスクフォース

 
＞＞TCFD各項目の概要と取り組み状況

TCFDの開示推奨項目 当社の取り組み状況

ガバナンス
気候変動に関連するリスクおよ
び機会に関わる組織のガバナン
ス

・社長執行役員が委員長を務めるESG委員会を四半期に一度、年4回開催し、審議・決
定事項については取締役会に年1回以上報告

・2020年度より役員の業績連動報酬を決定する評価指標にESG項目を導入

戦略
気候変動に関連するリスクおよ
び機会が組織の事業・戦略・財
務計画に及ぼすインパクト

・TCFD提言に基づき、2030年における財務影響について、1.5℃および4℃という2つ
の状況に応じたシナリオ分析を実施

・「環境目標2030」「Kyo-sei Life Vision 2030」において、Scope別の削減目標、

再生可能電力への切り替え目標を設定し、実績を開示
・「GHG排出量可視化プロジェクト」を通じて、GHG排出量削減ロードマップの策定お
よび、原材料のGHG排出量可視化を推進

リスク管理
気候変動に関連するリスクの識
別・評価・管理方法

・気候変動に関連するリスク・機会については、「事業等のリスク」に位置づけてお
り、ESG委員会で内容を討議し、必要に応じて適切な対応を実施

指標と目標
気候変動に関連するリスクおよ
び機会を評価・管理する際に使
用する指標と目標

・2018年5月にSBTiから2.0℃目標の認定を受けたが、CO₂をはじめとする温室効果ガ
スのさらなる削減推進のため1.5℃目標を設定し、2024年10月にSBTiから認定を取
得

・「2050ビジョン」において、2050年に3つのゼロ（廃プラスチック“0”、CO₂排出
“0”、自然森林破壊“0”）社会の実現を掲げ、その実現に向けて「環境目標
2030」および「Kyo-sei Life Vision 2030」で具体的な目標を設定し、進捗を開

示

 

②戦略

当社グループは1年ごとの状況（短期）、経営計画に合わせた状況（3～5年の中期）、国際的な見通し（SDGsや

パリ協定などのように10年、20などの長期）のそれぞれに応じてリスクや機会を捉えています。また、ERM※2の考

え方を踏まえ、全社的なリスクを抽出し、その中のひとつとして気候変動のリスクに取り組んでいます。抽出した

リスクや機会に対応するために、財務計画とも連動して対応していきます。

 

＞＞シナリオ・プランニング

産業革命前と比較して2100年までに世界の平均気温が1.5℃および4℃上昇することを想定した2つの状況を用い

て、シナリオ分析を実施しました。なお、推定される物理的影響を計算するためのベースとして、 RCPシナリオ※3

を使用しています。

当社は、2015年のパリ協定で合意された2℃目標に科学的アプローチで参加するために、 2018年にSBTi※4より

2030年までの削減目標について承認を受けましたが、2021年のCOP26でより厳しい1.5℃目標への移行が求められた

ことを受け、2024年10月に1.5℃目標の認定を取得しました。

グループ全体の環境重点目標である「環境目標2030」と「Kyo-sei Life Vision 2030」において2030年目標を設

定し、マーケティング部門と開発部門においては商品開発戦略の中に環境配慮を掲げ、生産部門においては省エネ

活動や再生可能電力の導入など短期・長期それぞれの視点で計画を戦略に落とし込み、実行しています。

 

※2　ERM：Enterprise Risk Management／統合型リスク管理
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※3　RCP（Representative Concentration Pathways／代表濃度経路）シナリオは、代表濃度経路を複数用意と

もに、その濃度経路を実現する多様な社会経済シナリオを策定できる。海面が上昇する沿岸地域でのプラ

ントの運用に関連するリスク、サイクロンなどによって引き起こされるサプライチェーンの混乱に関連す

る運用リスク、熱波による赤道地域のGDP低下のリスク、陸上生態系の変化による森林資源の生育や、農作

物等の収穫の遅れのための原材料コスト上昇の影響などが含まれる。

※4　SBTi：Science Based Targets initiative／科学的根拠に基づく目標

 

③リスク管理

当社グループは、ERMの考え方を踏まえ、全社的なリスクを抽出し、その中のひとつとして気候変動のリスクに

も取り組んでいます。グループ全体での気候関連のリスク評価は、ESG本部が行っています。まず、TCFDの推奨に

基づいて、重大度、範囲、移行リスク（カーボンプライシング、エネルギー価格など）を含む気候変動の影響のシ

ミュレーションを行い、IPCC※5気候変動レポートやIEA※6のWorld Energy Outlook 2023などの情報を使用して、

2050年までの複数の定性的なシナリオを構築します（1.5℃目標シナリオと4℃目標シナリオ）。

これらのシナリオと、サイトレベルのリスク評価の一部として計算された被害の推定値は、グループ各社の被害

の合計値を推定するために使用します。評価の結果はESG委員会及び取締役会に報告され、それに応じて事業戦略

及び事業計画の策定にリンクされます。取締役及び全執行役員が参加するESG委員会が上記のシナリオに影響を与

えると判断した場合は、対応担当部門を設定し、ESG本部を事務局として計画を立案します。次回のESG委員会で承

認後、担当部門が計画を実施します。さらに、担当部門はESG委員会で計画の進捗状況を報告します。

 

※5　IPCC：Intergovernmental Panel on Climate Change／気候変動に関する政府間パネル

※6　IEA：International Energy Agency／国際エネルギー機関

 

④指標及び目標

当社グループは気候変動緩和策の具体的な対応計画立案のため、国際的イニシアチブであるSBTiに2017年5月よ

り賛同しています。2045年までのシミュレーションを行い、SBTiと協議の上、2℃目標に整合した計画として、

2018年6月に日本で17番目の認定を受けました。このため具体的なCO₂排出量削減の長期目標はScope1※7及び

Scope2※8のそれぞれについて設定しています。また、COP26を受け、1.5℃目標への修正を申請し、2024年10月に

SBTiより認定されました。

さらに、CO₂をはじめとする温室効果ガス削減推進の世界的な機運の高まりを踏まえ、2024年10月に1.5℃目標

の認定を取得しました。具体的なCO₂排出量削減の長期目標はScope1（自社の工場・オフィス・車両等による直接

排出）、Scope2（自社の工場・オフィス等での間接排出）およびScope3※9（サプライチェーン上の間接排出）のそ

れぞれについて設定しています。

また、当社グループは「2050ビジョン」と「環境目標2030」で、気候変動に関する中長期のビジョンと目標を定

めています。気候変動対応に関する目標としては、ライフサイクルにおけるCO₂の排出量の割合が高い「原材料調

達時CO₂排出量削減（Scope3 Category1※9）」「製造時CO₂ 排出量削減（Scope1、Scope2）」「使用済み商品廃

棄処理時CO₂排出量削減（Scope3 Category12※9）」を設定しています。Scope1及びScope2については、各拠点の

活動推進者と年4回省エネ・再エネに関する会議を行い、年間計画と進捗を確認しています。Scope3の大部分を占

める「原材料調達時CO₂排出量削減（Scope3 Category1）」については、商品機能とCO₂排出量の観点から、設計

時に商品ごとのLCA※10によるCO₂排出量を計算し、商品開発者とESG本部で協議して対策を検討します。

 

※7　Scope1：自社の工場・オフィス・車両などからの直接排出

※8　Scope2：電力など自社で消費したエネルギーを起源とする間接排出

※9　Scope3：Scope1、2以外の間接排出（事業活動に関連する他社の排出）。企業活動を分類した15個の

Categoryから構成される。Category1は購入した商品・サービス、Category12は販売した製品の廃棄

※10　LCA：Life Cycle Assessment／製品の原材料調達から、生産、流通、使用、廃棄に至るまでのライフサイ

クルにおける投入資源、環境負荷、及びそれらによる地球や生態系への潜在的な環境影響を定量的に評価

する手法

 

EDINET提出書類

ユニ・チャーム株式会社(E00678)

有価証券報告書

 20/167



＞＞当社グループにおけるScope1、2、3の全体像

 

＞＞環境目標2030「気候変動対応」

実施項目 基準年
2022年度
実績

2023年度
実績

2024年度
目標

2024年度
実績

2025年度
目標

2030年
目標

2050
ビジョン

原材料調達時

CO₂

排出量削減

Scope3

Category1

原単位 2016年

▲12.6％

（日本）
+5.9％ ▲5.9％ +4.1％ +0.6％ ▲17％

CO₂排出

“0”社会

の実現

製造時CO₂

排出量削減

Scope1、

Scope2

▲35.2％ ▲55.4％ ▲57.8％ ▲59.8％ ▲62.2％ ▲34％

使用済み商品

廃棄処理時CO₂

排出量削減

Scope3

Category12

▲11.6％

（日本）
▲35.8％ ▲37.0％ ▲38.0％ ▲39.9％ ▲26％

 

＞＞Kyo-sei Life Vision 2030「地球の健康を守る・支える」

指標 2022年度実績 2023年度実績 2024年度実績 2030年度目標

事業展開に用いる全ての電力に占める

再生可能電力の比率
11.0％ 22.8％ 25.8％ 100％
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＞＞当社グループにおけるScope別、カテゴリー別CO₂排出量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千ton）

Scope カテゴリー 2022年度 2023年度 2024年度 備考

Scope1 直接排出 31.6 29.2 30.1  

Scope2
エネルギー起源の

間接排出
454.5 376.9 354.6  

Scope3　※1

1　購入 3,830.6 3,756.1 3,877.7  

2　資本財 85.2 99.0 121.2  

3　その他燃料 59.3 51.1 49.5  

4　上流輸送 320.7 225.5 206.7 ※2

5　事業廃棄物 40.1 28.7 26.2  

6　従業員の出張 2.1 2.0 2.1  

7　従業員の通勤 12.7 12.8 13.2  

8　上流のリース資産 － － － ※3

9　下流物流 79.9 81.0 63.2 ※2

10 販売した製品の加工 － － － ※3

11 製品の使用 － － － ※3

12 販売した製品の廃棄 2,151.8 1,875.7 1,903.4  

13 下流のリース資産 － － － ※3

14 フランチャイズ － － － ※3

15 投資 39.6 34.7 21.3  

Scope3合計 6,622.0 6,166.5 6,284.5  

合計 7,108.1 6,572.6 6,669.2  

2025年度の実績は2026年5月発行予定の当社「サステナビリティレポート 2026」をご参照ください。

※1　Scope3に関しては、LCIデータベース AIST-IDEA Ver3.4 国立研究開発法人産業技術総合研究所安全科学研究部

門 IDEAラボ、IPCC2021 with LULUCF AR6に基づく算定を行っています。また、2023年度以前の数値も上記DBに

基づき再算定を行うとともに、活動量の算定方法の見直しも行いました。

※2　海外分はScope3-1、3-2、3-3、3-5、3-6、3-7、3-12、3-15は活動量から算出しましたが、その他のカテゴリー

は売上比による推計値としています。

※3　対象となる業務はありません。

 

(3）生物多様性保全

文中の将来に関する事項は、提出日時点において当社グループが判断したものです。

①ガバナンス

当社グループは年4回、社長執行役員を委員長としたESG委員会で生物多様性に関する重点課題の計画と進捗を共

有・報告しています。具体的な計画については、TCFDやTNFDのフレームワークに準拠して整理を行い、「環境目標

2030」や「Kyo-sei Life Vision 2030」に沿って報告を行っています。

 

②戦略

当社グループは事業活動によって生物多様性を毀損させた場合、バリューチェーン全体に甚大な被害を及ぼすと

考え、持続可能性に配慮した資源の利用を推進しています。特に原材料に用いるパルプや紙、パーム油などは、

「森林由来の原材料調達ガイドライン」を定め、適切な管理がなされた森林からのみ資材を調達し、違法伐採材の

排除や地域住民ならびに関係する労働者の権利保護などに努めることで「生物多様性の主流化」に貢献していま

す。

2020年5月に公表した「環境目標2030」では、「森林破壊に加担しない（調達対応）」をテーマに、生物多様性

の保全に貢献すべく、「2050ビジョン」として「購入する木材について自然森林破壊“0”社会の実現」を掲げて

います。このビジョンに向けて、パルプやパーム油のトレーサビリティの確保と原産地確認の完了および認証材へ

の100%切り替え、使用済み紙パンツ（紙おむつ）のリサイクル推進を2030年目標に設定しました。

 

③リスク管理

パルプの原料は、計画的に植林・伐採した北米産スラッシュパイン（松）ですが、地球温暖化による渇水や過度

の乾燥などが原因の森林火災などが発生して松の栽培が困難となった場合、原材料の需給バランスが崩れ、安定調

達が困難になり、購買価格が上昇するなどのリスクがあります。パーム油は、持続可能性に配慮した、RSPO※1など

の認証油の需要が高まり、調達コストが上昇するリスクがありますが、一方で持続可能性に配慮しなかった場合

は、卸店・小売業などの流通各社からの取り扱い停止や消費者の買い控えなどが発生するリスクがあります。ま

た、生物多様性を害する問題を発生させた場合は、原状回復のために多額の支出が発生するリスクがあります。持
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続可能性に配慮した認証材を積極的に活用することによって、原材料の安定調達やコスト抑制が期待できます。さ

らに、卸店・小売業との協働による生物多様性に配慮した商品の提供により、消費者理解が得られ、売上拡大が期

待できます。また、成長が早く東南アジアでも計画的に植林・伐採が可能な広葉樹を原材料としたパルプを利活用

することにより、当社が事業を展開しているアジアでの原材料の安定確保や輸送コストの低減などが期待できま

す。このような取り組みは「地産地消」による地域経済の活性化などにもつながると考えています。

 

※1　RSPO：Roundtable on Sustainable Palm Oil／持続可能なパーム油のための円卓会議

 

 

④指標及び目標

＞＞持続可能な森林由来原材料（パルプ）の調達

当社は、持続可能な森林由来原材料の調達を推進しています。商品の吸収体で使用されているパルプの多くは、

北米および南米原産のFM（Forest Management／森林管理）認証林の針葉樹から作られています。また、生物多様

性に著しい影響を与えるHCVFやHCSFから伐採された原材料は使用しないようにサプライヤーに要請しており、2016

年度からは対象範囲を海外のローカルサプライヤーにも広げて持続可能な原材料の調達を進めています。2024年度

の森林由来原材料（パルプ）の原産地トレーサビリティ比率は、グループ全体で99.3％でした。

 

＞＞認証パルプ（PEFC※1・CoC認証※2）の拡大

グループ全体で、PEFCのCoC認証の取得を推進しており、2024年度は中国の上海工場とベトナムのバクニン工場

が新たに認証を取得しました。2024年12月末時点で、対象30工場中18工場が認証を取得し、PEFC・CoC認証工場数

比率は60.0%、パルプのPEFC認証材調達比率は70.3％でした。

PEFC・CoC認証を取得した工場で生産した商品のうち、日本の『ムーニー 低刺激であんしん』『ムーニーマン

低刺激であんしん』『ムーニー』『ムーニーマン』『ムーニーオヤスミマン』、韓国の『MamyPoko』、マレーシア

の『MamyPoko Pants』と『PETPET Pants』、台湾-大中華圏の『MamyPoko 極上のCare Pants』などのベビー用紙お

むつ、日本の『ソフィ はだおもい』などの生理用品の商品パッケージにPEFC認証ラベルを掲載しています。ま

た、ソーシャルメディアやWebサイトを通じて、適切に管理された森林から作られたパルプ・紙を使用した商品で

あることを紹介し、消費者に向けて当社の取り組みの周知や浸透を図っています。

 

※1　PEFC（Programme for the Endorsement of Forest Certification)とは、世界各国の森林認証制度を相互

承認していく認証プログラムです

※2　CoC（Chain of Custody）認証とは、認証林から産出された森林由来資源を適切に加工・流通する拠点とし

て認証するものです

 

＞＞持続可能なパーム油の調達

当社は、2017年度にRSPOへ加盟し、持続可能な認証パーム油の調達を進めています。日本で生産しているペット

フードで使用しているパーム油については、不二製油グループのRSPO認証油を使用しており、不二製油グループで

はパーム油の供給元の搾油工場・農園までのトレーサビリティの向上を進めています。

2024年度のマスバランス方式※1によるRSPO認証油の調達量（日本）は194.6tonで、原産地トレーサビリティ比率

は99.4%でした。今後も品質・調達ルートを確認しながら持続可能な調達活動を続け、当社が購入するすべての

パーム油をRSPO認証油に切り替えていきます。

 

※1　認証農園で生産された認証油が流通過程で他の非認証油と混合される認証モデル。物理的には非認証油を

含んでいますが、購入した認証農園と認証油の数量は保証されます
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＞＞環境目標2030「森林破壊に加担しない（調達対応）」

実施項目
2022年度
実績

2023年度
実績

2024年度
目標

2024年度
実績

2025年度
目標

2030年
目標

2050
ビジョン

パルプ、パーム油の
原産地（国・地域）
トレーサビリティ確
認

森林由来原材料※

2
97.1％ 99.2％ 100％ 99.3％ 100％

完了

購入する木材
について自然
森林破壊
“0”社会の
実現

パーム油（日本） 62.8％ 58.5％ 95％ 99.4％ 100％

認証パルプ（PEFC・
CoC認証）の拡大

認証工場数比率※

3
48.4％ 58.6％ 72％ 60.0％ 75％

100％

認証材調達比率 72.3％ 65.3％ 73％ 70.3％ 75％

認証パーム油

（RSPO）の拡大※4

（日本）
－ 62.8％ 58.5％ 95％ 99.4％ 100％ 100％

紙パンツ（紙おむ
つ）リサイクル推進

－ 2※5 2 2 2 2
10以上の
自治体で展開

※2　第三者認証材に加え、原産地（国・地域）トレーサビリティ確認ができた森林由来原材料（パルプ）の比

率

※3　当社工場におけるPEFC・CoC認証取得工場数の比率

※4　認証パーム油は、マスバランス方式によるRSPO認証油

※5　2022年度より鹿児島県志布志市と大崎町の2つの自治体でリサイクル設備を運用（使用済み紙パンツの回収

に関する実証実験は、2020年度に東京都東大和市、2021年度に東京都町田市で実施）

 

＞＞Kyo-sei Life Vision 2030「地球の健康を守る・支える」

指標 2022年度実績 2023年度実績 2024年度実績 2030年目標

今までにないユニ・チャームらしい考え方で
「3R+2R」を実践する商品・サービスの展開
件数。

2件 2件 5件 10件以上

紙パンツ（紙おむつ）リサイクル設備の導入
件数。

1件 1件 1件 10件以上

2025年度の実績は2026年5月発行予定の当社「サステナビリティレポート 2026」をご参照ください。

 

(4）水資源

文中の将来に関する事項は、提出日時点において当社グループが判断したものです。

①ガバナンス

当社グループは年4回、社長執行役員を委員長としたESG委員会で、水資源に関する重点課題について計画と進捗

を共有し、取締役会で承認を得た上で、目標達成に向けたPDCAサイクルを回しています。また、水使用量（取水

量）については毎月、排水量については年に2回以上ESG本部がデータの収集とモニタリングを実施しています。

 

②戦略

当社グループは、製造工程における水の直接利用量は少量ですが、原材料のサプライヤーはパルプ・紙等を製造

する工程において多くの水を必要としています。そのため、限りある水資源を有効に活用する必要があると考え、

水の保全については、「ユニ・チャームグループ環境基本方針」に沿って、事業活動全体の水リスク調査とその対

応、生産拠点の水使用量（取水量）削減、水の循環利用や浄化を行っています。

 

③リスク管理

当社グループは、紙パンツ（紙おむつ）や生理用品を中心に、ウェットティッシュなどの衛生用品やペットフー

ドを製造・販売しています。当社の製造工程における水の直接利用は少量ですが、森林由来資源（パルプ・紙等）

を原材料に用いているため、調達先である上流サプライヤーは多くの水を使用しています。水資源枯渇を遠因とす

る森林由来原材料の供給の不安定化により操業停止を余儀なくされるリスクや、ウェットティッシュやペットフー

ドの製造工程で使用する水供給の逼迫による商品販売停止のリスク、水使用料の値上げによる原価上昇や安定供給

が困難になるなどのリスクがあります。このため、すべてのサプライヤーに対して「ユニ・チャームグループ サ

スティナブル調達ガイドライン」への理解と協力を求め、推進しています。

また、世界資源研究所（WRI）のツールであるアキダクト（Aqueduct Overall Water Risk Map）を使用して中長

期的な水リスクアセスメントを行い、特にリスクの高い河川流域で操業するサプライヤーに対して、水資源管理を

徹底しリスクの低減に努めるよう要請しています。当社グループ全40工場のうち、アキダクトで2024年度の水スト

レスのスコアが「極めて高い」または「高い」14工場を特定しています。水ストレスのスコアが高い地域において

も、水使用量（取水量）を毎年前年度比で1%削減することを目標に設定し、削減に取り組んでいます。また、気候

変動などの将来シナリオに基づいて、2050年の水ストレスのスコアが「極めて高い」 7工場を特定しており、今後

水リスクへの対応の必要性を認識しています。
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④指標と目標

当社グループは、主に設備の冷却や機械のメンテナンスに伴う洗浄、一部の不織布の製造工程、ペットフードの

製造工程において水を使用しています。水使用量（取水量）を毎年前年度比で1％削減することを目標に設定し、

工程の見直しや節水機器の導入、一部の拠点では雨水を活用した植栽への散水などの取り組みを行っています。

2024年度の水使用量（取水量）は、総量では4,846千m3で2023年度より0.5％増加しました。なお、売上高原単位で

の水使用量は0.005千m3／百万円で2023年度とほぼ同等でした。

 

＞＞使用量（取水量）※1

※1　原単位の分母には連結売上高を使用しています。

 

2025年度の実績は2026年5月発行予定の当社「サステナビリティレポート 2026」をご参照ください。

 

(5）人的資本

文中の将来に関する事項は、提出日時点において当社グループが判断したものです。

①ガバナンス

当社グループの人材育成は、社長執行役員を最高責任者として、グローバル人事総務本部が中心となり、「BOP-

Ship※1を体現できる『共振人材』を世界中で育成する」ことを基本戦略としています。人材育成計画は、取締役や

執行役員ら経営層への定期的な報告により承認を得ており、実施状況や効果等に関する報告も定期的に行っていま

す。また、各種の人材育成に関する戦略や人事施策は、関連部門の人事担当者及びグループ関係会社の人事部門等

が連動し、グループ全体に展開しています。

 

※1　BOP-Ship（ビーオーピーシップ）：当社グループ社員が体現すべき規範

Best Practiceship（ベストプラクティスシップ）：ベストプラクティスを集め、今までのこだわりを捨

て、常にアップデートし、そのときの最高のものをスピード重視で取り入れていくこと

Ownership（オーナーシップ）：何事も“自分事”として捉え、主体的に考え行動し、困難を突破していく

こと

Partnership（パートナーシップ）：利他の心で常に仲間と協働を重んじること

 

②戦略

当社グループ社員一人ひとりの「三つの豊かさ」を追求することを、人材育成の基本方針としています。「三つ

の豊かさ」とは、「志」「経済」「心と体」を指し、それぞれにバランスよく施策を運用することが肝要と考えて

います。

「志の豊かさ」では、高く広い視座を持ち、仕事を通じて社会全体に貢献することを目指します。当社では「私

のキャリアビジョン＆キャリアプラン」という独自のフォーマットを用いて、社員一人ひとりが主体的に自身の

キャリア開発の計画を策定します。具体的には、まずは自身の価値観や大切にしたい事柄などを棚卸しし、これに

基づいて10年後、3年後の「ありたい姿」をライフビジョンとキャリアビジョンに描きます。その後、そのビジョ

ンを実現するためのキャリアプランを立案します。「私のキャリアビジョン&キャリアプラン」の内容は、2021年

度より運用している人材育成プラットフォーム「KYOSHIN」に反映されます。当社では、一人ひとりの自己実現を

支援すべく、各種教育メニューの充実を図り、社員の成長を支援しています。
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「経済の豊かさ」においては、常に業界トップクラスの報酬制度を構築・運用し、さらには中長期的なインセン

ティブが働くよう、譲渡制限付株式報酬制度を導入するなど、社員とのエンゲージメントの醸成・強化に努めてい

ます。

「心と体の豊かさ」においては、年1回の健康診断をはじめとした社員の健康維持・増進のためのさまざまな施

策に加えて、メンタルヘルス対策に関する研修や、ストレスチェックによるモニタリングを通じて、社員が心身と

もに健康で安心して働くことができる職場環境の整備に努めています。

以上のような取り組みを通じて、それぞれの強みを最大限に発揮できる働きがいのある職場にすることによっ

て、多様な人材一人ひとりを業績達成と企業価値向上へとつなげるべく、人的資本への投資を強化しています。

 

＞＞ユニ・チャーム独自の経営手法「共振の経営」

当社グループは「共振の経営」と名付けた独自の経営手法を展開しています。具体的には「社員一人ひとりが革

新の震源となり、個々の振動がより大きく会社全体で共鳴・変化しあい、それぞれのビジョンを実現できる企業経

営の実践及び企業文化を創造すること」です。「共振の経営」の実践により、経営陣は現場の生の情報や本音に鮮

度良く多頻度で触れることができ、現場の社員は経営陣との対話を通じて経営者の視点、視座、時間軸を学ぶこと

ができるなど、それぞれに理解が進みます。こうして社員と経営陣が目的や目標をしっかりと共有することによっ

て、厳しくも心地よい一体感が醸成されます。このような、日々の工夫や知恵が現場と経営の間を行ったり来たり

する「振り子」のような共振を目指しています。

＞＞人材育成プラットフォーム「KYOSHIN」

人材育成の成否は、上司による現場での適切な指導によって決まります。そして適切な指導には、部下に関する

情報の可視化が欠かせません。上司による指導力と人材情報の可視化をグループ全体で高めるべく、2020年度から

タレントマネジメントを中心とする人材育成プラットフォーム「KYOSHIN」の導入を開始し、2024年末時点で日本

を含む17の現地法人で運用しています。「KYOSHIN」には、プロファイル、業績目標・評価、キャリアプラン&キャ

リアビジョン、eラーニングの機能等が備わっています。一例として業績目標・評価の運用状況をご紹介します。

まず、「KYOSHIN」上のフォーマットに半期ごとに目標を入力し、上司が面談で内容を確認した後に承認します。

その後、四半期ごとの面談で進捗確認とフィードバックを行います。このように「KYOSHIN」を活用することで、

上司と部下のコミュニケーションの頻度と質を高め、人材育成力を強化しています。

 

③リスク管理

＞＞OODA-Loop（ウーダループ）メソッド

当社グループは、2003年度よりPDCAサイクルを主体的に回し、目標完遂を目指して自発的に考え、行動する

「SAPS経営モデル」を運用し、社員の能力向上と組織力向上に活用してきました。しかしながら、環境変化が常態

化した今日において、より機敏に変化に対応するモデルへの修正が必要となりました。

このような課題認識に基づき、2019年に「SAPS経営モデル」から「OODA-Loopメソッド」へと、アップグレード

を図りました。

「OODA-Loop」とは、「現状観察（Observation）」によって変化を素早く察知し、適切な「状況判断

（Orientation）」と「意思決定（Decision）」を行い、「行動（Action）」に移すという一連の流れを、ループ

を描くように繰り返しながら「やり方自体」を常に見直し、抜本的な変革を続ける仕組みです。この「OODA-

Loop」を回すことによって、素早く環境変化に適応した状況判断と意思決定に基づく行動を自律的に行える人材を

育成しています。
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④指標及び目標

＞＞ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

当社グループは、「ユニ・チャームグループ行動憲章」に則り、多様な人材が国籍・人種・宗教・性別・性的指

向・年齢・家系・障がいの有無などの違いを認め、互いに尊重し合うことで、個性や能力を最大限に発揮し、活躍

できる企業を目指しています。

1．女性の活躍推進

当社は、性別に関係なく、どのようなライフステージにおいても常に活躍できる職場環境と人事制度の整備

を進めています。また、若手社員の交流会などを通じて女性活躍推進に向けた取り組みを強化しています。

女性社員のネットワークづくりの支援策としては、2021年度より女性メンター制度「Room L+（ルームエルプ

ラス）」を開始し、メンタリングや座談会を通じてキャリアやライフの悩みの払拭・解消を支援しています。

産休や育休からの復帰を控えた社員を対象とした「産休育休Room L+」も設置し、職種に合わせた情報交換の場

を提供することで、復職後の安心感を醸成しています。2024年度には他社とのコラボレーションやメンターへ

のインタビュー会などを実施し、メンティー同士のつながりはもちろん、先輩や他社社員との交流機会を創出

することで、参加者の視野を広げる支援をしました。

また、2022年度より女性の部門長・役員候補者への個別支援として「エンパワーメント制度」を導入し、育

成責任者（直属の上司）ではない執行役員との1対1での面談を実施するなど、情報交換会を通じて、役員候補

者の育成を推進しています。2024年度は、13名の女性リーダーが参加し、先述した1対1の面談の他に、参加し

ているメンター、メンティーが一堂に会する交流会・懇親会、女性社外取締役による講話、成果共有会などを

実施しました。

 

＞＞Kyo-sei Life Vision 2030「ユニ・チャーム プリンシプル」

指標 2022年度実績 2023年度実績 2024年度実績 2030年目標

女性社員にさまざまな機会を提供する

ことによる管理職における女性社員比

率

23.2％ 24.7％ 25.5％ 30％以上

 

＞＞女性活躍推進関連実績

 2022年度実績 2023年度実績 2024年度実績 2025年目標

女性社員比率 35.8％ 36.4％ 36.8％ －

女性管理職比率 23.2％ 24.7％ 25.5％ －

女性執行役員比率 3.4％ 3.6％ 3.4％ 6.0％

日本女性役員数 2名 2名 2名 3名

海外女性役員数 12名 10名 10名 －

2025年度の実績は2026年5月発行予定の当社「サステナビリティレポート 2026」をご参照ください。

 

2．多様な国籍の社員の採用と管理職登用

当社グループの現地法人は、さまざまな国・地域で事業を展開しており、経営幹部・管理職ともに現地で採

用した社員を中心としています。また、日本においても国籍・人種を問わない人材採用と幹部登用を進めてい
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ます。グループ全体でグローバルな人材交流を実施し、国籍・人種を問わず活躍できる体制づくりと、企業文

化の醸成に努めています。

 

＞＞Kyo-sei Life Vision 2030「ユニ・チャーム プリンシプル」

 2022年度実績 2023年度実績 2024年度実績 2030年目標

海外現地法人の経営幹部（本部長以

上）に占める現地社員の比率
52.2％ 52.3％ 58.7％ 80％

2025年度の実績は2026年5月発行予定の当社「サステナビリティレポート 2026」をご参照ください。

 

3．経験者採用と管理職登用

当社グループでは、多様な経験やスキル、専門知識を有する経験者採用を進めています。経験者採用で入社

した社員は、能力発揮や適性などを見極めつつ、積極的に管理職への登用を推進しています。また、家庭の事

情等を理由に当社を一度退職した社員の再雇用も進めています。

 

4．障がい者雇用の促進

障がいの有無にかかわらず、意欲ある人材を積極的に雇用し、一人ひとりが能力を発揮し、成長意欲を充足

できる職場を目指しています。具体的には、それぞれの能力と意欲に合わせた適切な目標設定を行い、週単位

で適切な指導・アドバイスをすることで成功体験が得られるように促し、チームで達成感を味わう組織風土づ

くりを推進しています。2023年には、本社オフィスでマッサージルームを新設し、視覚障がいがあり国家資格

を持つ専属のあん摩マッサージ指圧師を採用しました。2024年度には、障がいのある社員が新たなコミュニ

ティを通じて部門を越えて人脈をつくることや、メンバー同士で情報を共有し合いお互いに働きやすい環境を

つくることを目的に、社内ネットワーク「Room C（ルームシー）」を発足させました。昼休みの時間を活用し

て、定期的に情報交換や交流ができる機会を設けています。

職場環境においては、スロープや手すりの設置、動線上の障害物の撤去による移動の安全確保、メールや

チャットを用いた業務指示の配慮など、障がいの特性に応じて、一人ひとりが能力を発揮できる適切な労働環

境の提供に努めています。

また、ユニ・チャーム株式会社の水戸サテライトオフィスでは、障がいのある社員がスキャン業務や請求書

処理等に従事しています。

 

5．年齢を問わず活躍できる職場

50代社員を対象に、これまでのキャリアを棚卸しし、Will（やりたいこと）・Can（できること）・Must（や

らなければならないこと）を明確にした上で、異なる部門に応募することができる「Re-Create（リクリエイ

ト）制度」を導入しています。また、定年を迎えても、次世代の社員へ技術やノウハウを伝承できるよう、能

力を活かして働き続けられる環境を整え、継続勤務を希望したベテラン社員をプロフェッショナル社員として

引き続き雇用しています。

これまでの経験・スキル・知識、新たに身につけたスキル・知識等を活かせる職務役割に応じて処遇を決定

し、職務内容と処遇の一致を図っています。なお、プロフェッショナル社員の処遇決定においては、発揮し得

る能力の市場での評価を参照しています。また、この雇用による若年層の採用への影響はありません。

 

6．性的指向への配慮

社員一人ひとりの性的指向や性自認を含む多様な性を尊重し、自分らしい環境で能力を発揮できる職場環境

を整備しています。2022年に「ハラスメント防止規程」を見直し、SOGI※1・ハラスメントの禁止規程を追加し

ました。加えて、性的マイノリティへの理解を深めるためにeラーニングや階層別研修での啓発を進めていま

す。

2023年11月にダイバーシティ&インクルージョン教育の一環として、ユニ・チャーム株式会社の全社員を対象

に「アンコンシャスバイアス勉強会」を実施しました。まず、アンコンシャスバイアスとは何かについて事例

で示し、併せて好ましい対処策などについて動画で学び、続けて自分の職場での対応策などを課やグループ内

で討議しました。2024年度は、さらに理解を深め実践へとつなげるべく、応用編を実施しました。また、性的

マイノリティも異性婚と同様の福利厚生を受けられるように「同性パートナーシップ制度」を導入しました。

このように、定期的に継続教育を行い、啓発することによって、一人ひとりが互いを尊重し認め合い、多様

性を活かす職場風土の醸成に努めています。

 

※1　SOGI：Sexual Orientation and Gender Identity／性的指向・性自認

 

＞＞社員意識調査の実施

当社グループは「仕事を通じて社員が育ち、社員の成長によって業容が拡大する」といった好循環を目指してお

り、社員の仕事に関する意識や満足度等を確認すべく、グループ全社で「社員意識調査」を毎年実施しています。
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日本以外の国・地域で活動する社員も回答できるよう、調査項目を8つの言語に翻訳しています。毎年調査を行う

ことで、社員の活性化や、組織改革に活かすことはもちろん、さまざまな人事・経営施策を検討する際の参考にし

ています。回答の一例として、2024年度の「仕事を通じた成長実感」における肯定的な回答率は90.1％でした。

 

＞＞Kyo-sei Life Vision 2030「ユニ・チャーム プリンシプル」

指標 2022年度実績 2023年度実績 2024年度実績 2030年目標

「社員意識調査」の「仕事を通じた成

長実感における肯定的な回答」の比率
89.2％ 88.7％ 90.1％ 80％以上

2025年度の実績は2026年5月発行予定の当社「サステナビリティレポート 2026」をご参照ください。

 

＞＞リスキリング

仕事も環境も激しく変化するVUCA時代において新たな価値を創出するには、これまで以上に最新情報を学び続け

ることが重要です。

当社では、ITのリテラシーを高めDX人材を増強することを目的に、「ITパスポート」の取得を奨励し、資格取得

者にはスキル手当を支給しています。2024年度は、350名を超える社員が「ITパスポート」を取得しました。

また、社員がテキスト生成AIサービス「UniChat」を業務で効果的に活用できるよう、2024年度はメールマガジ

ン形式の学習コンテンツ「UniChat活用Navi」を22回配信しました。加えて、生成AI勉強会も並行して開催した結

果、ユニ・チャーム株式会社社員の生成AIの利用率は、77％まで高まっています。

さらには、社員一人ひとりに成長機会を提供するために、時間や場所に縛られず自分のペースで受講できるオン

ライン学習プラットフォーム「LinkedIn Learning」を日本および12の現地法人で導入しています。

今後も社員が継続的に学習し、スキル習得等の意欲を維持できるよう定期的な情報発信を行います。

 

＞＞社員の能力開発にあてられた時間/費用

 2022年度実績 2023年度実績 2024年度実績

社員の能力開発研修にあてられた総研

修時間
49,824時間 50,503時間 68,067時間

社員の能力開発研修にあてられた総研

修費用
8,400万円 7,531万円 10,109万円

一人当たり研修日数 4.4日 3.5日 4.8日

一人当たり研修時間 35時間 28時間 38時間

一人当たり研修費用 58,618円 42,119円 56,349円

2025年度の実績は2026年5月発行予定の当社「サステナビリティレポート 2026」をご参照ください。
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3【事業等のリスク】

当社グループは、経営の基本方針（1　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等（1）会社の経営の基本方針をご

参照下さい）としております企業活動の遂行・達成に影響を及ぼす様々なリスクを適切に把握し、その未然防止及び

発生時の影響最小化と再発防止を、経営における重要な課題と位置付けております。その上で、当社全体のリスクマ

ネジメント体制を構築し、「企業価値に影響を与えうる不確実性（事象）」をリスクと定義し、戦略リスク、重要な

オペレーショナルリスク、オペレーショナルリスクの3つに区分し、管理しています。

区分 定義 管理方法

戦略リスク

経営戦略、事業計画その他のユニ・チャーム株

式会社の取締役会が決定する事項又はその実行

に影響を与えるリスク

取締役会における決議の際に、リスク委員会の

審議結果を踏まえ、リスクを考慮したうえで意

思決定を行います。また、決定後の状況につい

ては、定期的に取締役会への報告又は全取締役

による討議を実施し、取締役会がモニタリング

します。

重要なオペレー

ショナルリスク

顕在化した場合に当社グループの事業遂行やレ

ピュテーションを著しく阻害するおそれがある

リスク

リスク委員会が深刻度（影響度×発生可能性）

及び対応準備度を取りまとめます。経営監査部

のCSA（Control Self-Assessment）、業務監査

結果を対応準備度として考慮します。深刻度の

変化、対応準備の方針に問題はないか等の観点

で定期的に検証の上、1年に1回以上取締役会へ

報告を行い、取締役会がモニタリングします。

オペレーショナル

リスク

日常の事業活動において定められた方針、規

程、ガイドライン、業務プロセスを遵守するこ

と等により、許容できる範囲内に防止・軽減で

きるリスク

担当執行役員が責任をもってリスク管理を行

い、リスクを踏まえた経営資源の配分や経営判

断を実行します。

 

（1）リスクマネジメント体制

当社グループでは、下記図の通りリスクマネジメント体制を構築しています。ユニ・チャーム株式会社の取締

役会の監督の下、代表取締役社長執行役員は、ユニ・チャームグループのリスク管理に関する基本的な方針を決

定します。また、効果的かつ効率的なリスク管理が行われるようにするため、ユニ・チャーム株式会社の執行役

員に必要な権限、責任ならびに経営資源を割り当てるとともに、リスク委員会は当社グループ全体のリスク情報

を取りまとめ、取締役会へ定期的な報告を行います。また、独立した内部監査部門を設置し、これらを監督する

体制としています。
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（2）戦略リスク及び重要なオペレーショナルリスクの状況

戦略リスク及び重要なオペレーショナルリスクは、1年に1回以上見直し、取締役会へ報告を行います。当連結

会計年度において特定した戦略リスク、重要なオペレーショナルリスク、並びにこれらの対応策は以下のとおり

です。

 

＜リスクの評価方法＞

・影響度：人的リソース、有形・無形資産、レピュテーション、および財務状況への波及を総合的に勘案し、3

段階で評価しています。 財務的影響については、税引前利益に対する比率を定量的な判定基準としており、同利

益の「5.0％以上」を「3：深刻な影響」、「0.1％以上5.0％未満」を「2：一定程度の影響」、「0.1％未満」を

「1：軽微な影響」と定義しています。

・発生可能性：発生頻度を3段階（3：顕在化している、2：3年以内に顕在化する可能性がある、1：顕在化可能

性が低い）で評価しています。

 

①戦略リスク

項目 消費者の変化

リスク事象・影響

消費者の価値観や購買行動の急速な変化、およびマクロ経済環境の変動に対し、当社グルー

プの製品・サービスが適時適切に対応できない場合、市場における競争優位性の喪失、ブラ

ンド価値の毀損を招き、売上収益および市場シェアが低下する恐れがあります。

要因

・デジタル技術の進化やSNSの普及に伴う情報収集・購買プロセスの多様化および消費トレン

ドの短サイクル化。

・世界的な景気後退やインフレ圧力による、生活必需品への支出抑制および低価格品への需要

シフト。

評価 影響度 3 発生可能性 3

対応策

・生成AI等のデジタル技術を積極的に活用し、膨大な消費者データからインサイトをリアル

タイムに抽出・分析する体制を構築しています。

・変化の激しいトレンドを即座に製品化するための開発・生産リードタイムの短縮を推進して

います。また、地域ごとの市場環境の変化に応じた柔軟なブランド・価格ポートフォリオの見

直しを実行しています。

 

項目 流通チャネルの変化

リスク事象・影響

オンライン販売チャネルの急拡大に伴う流通構造の激変に対し、販売戦略やサプライチェー

ンの再構築が遅れた場合、新たな成長機会を逸失するとともに、既存チャネルにおけるプレ

ゼンス低下を招き、売上収益および市場シェアが低下する恐れがあります。

要因
eコマース（以後EC）市場の拡大、およびSNSやライブコマース等、デジタルチャネルを通じ

た販売手法の多様化に伴う消費者の購買行動の変化。

評価 影響度 3 発生可能性 3

対応策

・主要なECプラットフォーマーとの戦略的パートナーシップを強化するとともに、既存の小

売店とも連携し、リアルとデジタルを融合させた施策を推進することで、顧客接点を最大化

しています。

・自社ECやSNSを通じた直接販売チャネル（D2C）を強化し、顧客との直接的な対話を通じて

独自データを蓄積しています。得られた知見はマーケティング施策の最適化だけでなく、既

存流通向けの営業提案にも還元しています。

・国・地域ごとに異なるECの浸透度や主要プレイヤーの動向を踏まえ、専任部門および現地

法人が最適なチャネルミックスを策定しています。
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項目 競争環境の変化

リスク事象・影響

市場における競争環境の激化（既存の枠組みを超えた新規参入や、サプライチェーンにおける

役割の変化に伴う競争環境の変化を含む）への対応遅れにより、価格競争による収益性の低下

や市場シェアの縮小を招く恐れがあります。

要因

・グローバル大手メーカーによるM&Aを通じた巨大化や、新興国メーカーの台頭による価格競争

の激化。

・既存カテゴリーにおける競合他社の革新的な新製品投入。

・デジタルプラットフォーマーやプライベートブランドなど、従来の業界の枠組みを超えたプ

レイヤーの参入による競争ルールの変化。

・技術革新による既存製品カテゴリーのコモディティ化。

評価 影響度 3 発生可能性 3

対応策

・価格競争に陥らないよう、独自の特許技術やサステナビリティ対応など絶対的な品質優位性

を確保することでシェア維持・拡大を図っています。

・事業ポートフォリオの定期的かつ厳格な見直しを行っています。成長性と資本効率の観点か

ら、経営資源を「高付加価値分野」および「高成長エリア」へ重点配分し、競争優位性が維持

できない事業については撤退や縮小も含めた構造改革を断行します。

 

項目 投資判断

リスク事象・影響

事業変革や非連続な成長を実現するための投資判断において、環境変化の予測を見誤った場

合、あるいは投資後の統合プロセスや事業立ち上げが計画通りに進捗しなかった場合、投資

回収期間の長期化や減損損失の計上により、財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす恐れ

があります。

要因
地政学リスクの顕在化やマクロ経済環境（金利・為替・資材価格等）・法規制の急激な変更

などによる投資回収プランの乖離。

評価 影響度 2 発生可能性 1

対応策

・特定の国・地域への過度な依存を避けるため、地政学リスクや法規制の動向を常時監視

し、サプライチェーンや投資配分の分散を図っています。

・投資案件の実行可否判断においては、資本コストを上回るリターンが見込めるかを審査し

ています。また、リスクアペタイトに基づき、取締役会・リスク委員会においてリスク・リ

ターンのバランスを評価しています。

 

②重要なオペレーショナルリスク

重要なオペレーショナルリスクは、影響度、発生可能性、対応準備度の観点で評価を行い、評価結果に応じて

優先順位付けをして対応しています。

項目 サイバーセキュリティ

リスク事象・影響

サイバー攻撃によるデータの漏えいやシステムの停止・誤作動が、損害賠償責任の負担、復

旧・対応費用の発生、オペレーションの混乱・停止に伴う逸失利益、中長期的な信用失墜をも

たらす恐れがあります。

評価 影響度 3 発生可能性 2

対応策

国内外のグループ各社において、EDR（Endpoint Detection and Response）およびSOC

（Security Operation Center）を組み合わせたセキュリティ体制を統一展開し、サイバー攻撃

の早期検知と能動的な対応力の強化を図っています。また、IT資産管理やインシデント対応体

制の継続的な整備・拡充に努めています。
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項目 自然災害・大規模な事故

リスク事象・影響

地震、台風、洪水等の自然災害や、大規模な事故の発生により、当社グループの生産拠点やサ

プライチェーンが被災した場合、長期間の操業停止や供給網の寸断が発生し、復旧費用の発生

やオペレーションの混乱・停止に伴う逸失利益等、経営に大きな影響を及ぼす恐れがありま

す。

評価 影響度 3 発生可能性 1

対応策

国内外のグループ各社においてBCP（事業継続計画）を策定し、定期的な訓練や教育啓蒙活動を

通じて、有事の際の対応実効性の向上を図っています。グローバルでの防火基準を設定し、グ

ローバルの各拠点において基準適合状況のチェックと継続的な改善を行っています。

サプライチェーンのレジリエンス（強靭性）強化を重要課題と捉え、主要サプライヤーとの連

携訓練や安否確認システムの整備等、迅速な情報共有と供給継続に向けた協力体制の構築に努

めています。

 

項目 重大な品質不良

リスク事象・影響
製品不良・設計不備により、死亡事故や重大な健康被害が発生し、損害賠償、刑事罰、ブラン

ド毀損、売上低下をもたらす恐れがあります。

評価 影響度 3 発生可能性 1

対応策

当社グループ全体での品質水準を一定に保つための仕組みを構築しています。

さらに不適合や苦情の発生状況を定期的に分析し、重大な品質事故が発生した場合、迅速な是

正措置の実施と再発防止策の策定が行えるように、マネジメントシステム自体の更新を継続的

に実施します。万一の事態に備え、迅速な情報開示と誠実な対応を行うための緊急時レスポン

ス体制を整備し、透明性の高い社内の情報連携の仕組みを構築しています。

 

項目 気候変動

リスク事象・影響

炭素税の導入、ならびに税率の引き上げ、エネルギー価格の大幅な変動による操業コストの上

昇と、原材料価格の高騰による調達コスト上昇を招く恐れがあります。また、温室効果ガス排

出量削減を考慮しない商品開発は、中長期的な信用失墜を招く恐れがあります。

評価 影響度 3 発生可能性 1

対応策

「資材別のGHG（温室効果ガス）排出量の一次データを活用し、効率的な資材活用とGHG排出量

削減を両立する商品開発を進めます。また、持続可能性に貢献する社内基準「SDGs Theme

Guideline」に適合した商品の開発と販売の継続、2030年の再生可能電力比率100％達成に向け

たロードマップを推進します。

 

項目 個人情報保護

リスク事象・影響

サイバー攻撃や人的過誤、管理体制の不備による個人情報の漏洩は、損害賠償責任の発生や社

会的な信用失墜をもたらします。とりわけグローバル展開においては、各国・地域の法規制へ

の準拠が不可欠であり、万一、対応に不備が生じた場合、多額の制裁金を科され、ブランド毀

損を招く恐れがあります。

評価 影響度 2 発生可能性 2

対応策

人為的なミスを防止するため、社員を対象とした個人情報保護に関する継続的な教育を実施し

ます。また、流出事案が発生した際に迅速な公表と被害拡大防止を図るための緊急対応マニュ

アルを整備します。また、各国・地域の個人情報保護法やデータ越境規制に適切に対応するた

め、グループ内データ移転契約を締結し、法的に適正なデータ管理体制を徹底します。

 

項目 AI

リスク事象・影響
導入した生成AI等のアルゴリズムにおける偏向や技術的不備によって、誤った意思決定や不適

切な情報発信が生じ、社会的な信用失墜や法的責任の追及を受ける恐れがあります。

評価 影響度 2 発生可能性 2

対応策

安全なAI利用環境を整備するため、当社グループ社員が遵守すべき行動規範を制定します。ま

た、生成AIの社外利用における可否判断チェックリストを運用し、著作権侵害や不適切内容の

出力リスクを制御します。
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項目 製品の信頼性

リスク事象・影響

製品不良・設計不備により、リコール、軽微な健康被害、ブランド毀損が発生する恐れがあり

ます。また、不実表示、虚偽広告、違法又は非倫理的なマーケティングにより、損害賠償責

任、SNSでの炎上、ブランド毀損が発生する恐れがあります。

評価 影響度 2 発生可能性 2

対応策

各国・地域における法規制に準拠した製品をお客様に提供するため、各国・地域の法規制を網

羅しかつ、品質や製品安全性の観点も加えた厳しい自社基準を設定し、国内外のグループ会社

全体でその基準を遵守する運用としています。

正しい情報伝達のために、関連法規制遵守およびエビデンスに基づく適正な広告・表記となる

よう、ゲート会議、表示審査の仕組みを設けて厳しいチェックを行っています。製品に関する

クレームがあった場合は、発生件数の多寡にかかわらず、迅速な原因究明や改善対処をし、製

品の信頼性が低下しないよう体制を整えています。

 

項目 為替変動

リスク事象・影響

当該国・地域の規制、経済環境及び社会的・政治的情勢の変化に伴う為替相場の変動は、外国

通貨建ての売上や原材料の調達コストによっては、市場が大きく変化し当社の事業活動や保有

資産の価値に影響を与える恐れがあります。また、当社グループ会社の当該国・地域通貨建の

財務諸表は、連結財務諸表作成に際し円に換算されるため、為替相場の変動が円高時には当社

の財政状態及び経営成績にマイナスの影響を与える恐れがあります。

評価 影響度 2 発生可能性 3

対応策

原材料仕入を含めた外貨建取引や保有債権・債務を総合的に勘案した為替ヘッジにより、リス

クの最小化に努めます。また、安定的な株主還元や当社内資金循環にも寄与するよう、投資予

定を上回る資金を保有する当社グループ会社からの配当を積極的に実行し、在外資産の円高に

よるマイナス影響を抑制します。

 

項目 取引先の与信

リスク事象・影響

国内外の主要な取引先において、景気後退、消費構造の変化、または、予期せぬ経営環境の悪

化により、経営破綻や支払遅延が発生し、売掛金等の債権が回収不能となる恐れがあります。

その結果として、売上高の減少や、引当金の計上による業績悪化の恐れがあります。

評価 影響度 2 発生可能性 3

対応策

独自の与信管理規程に基づき、新規取引時の厳格な審査および取引先ごとの与信限度額の設定

や定期的な見直しを徹底しています。外部機関の活用等により取引先の財務状況を継続的にモ

ニタリングし、支払懸念等の予兆把握に努めています。リスク顕在化時には債権保全策を講

じ、取引条件の変更等により損失の最小化を図っています。これら与信状況は定期的に経営層

へ報告され、組織的なリスク管理体制を構築しています。

 

項目 人材（採用・育成・離職）

リスク事象・影響
高度専門人材やリーダー人材の採用の遅延・未達、キー人材の離職により、経営計画・戦略の

実行が遅延する恐れがあります。

評価 影響度 2 発生可能性 2

対応策

データおよび生成AIを活用したタレントマネジメントにより、適材適所の実現と、最適な後継

者の計画的な選抜・育成を遂行します。必要に応じて外部人材の獲得も柔軟に組み合わせつ

つ、OODAループと生成AIを高度に活用し、自律的に価値創造を牽引する「共振人材」の育成に

注力します。併せて、キャリアビジョン・キャリアプランに基づいた自律的なキャリア形成支

援を行うことで働きがいの向上やエンゲージメント強化を通じて、少数精鋭の組織体制による

持続的な競争力の維持・強化を図ります。
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項目 労働災害

リスク事象・影響

労働災害による死亡や重大な後遺障害、および過重労働等に起因するメンタルヘルス不調の発

生は、尊い生命と健康を損なうだけでなく、社員の活力低下や長期離職、エンゲージメントの

減退を招き、中長期的な経営計画の実行を阻害する恐れがあります。

評価 影響度 2 発生可能性 2

対応策

「安全衛生管理規程」に基づき、社員の安全確保と健康の維持・増進を最優先する職場環境を

整備しています。管理者が部下の心身の健康状態を常に確認し、早期発見・早期対応する体制

を徹底するほか、産業医・保健師を含めた安全衛生委員会において社員の健康増進策を毎月協

議しています。また、生産拠点でのOSHMS運用やISO45001の取得、リスクアセスメントによる予

防措置、さらには「労働安全の日」を通じた意識啓発により、心身ともに安全で快適な職場づ

くりを推進しています。
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4【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

コア営業利益は売上総利益から販売費及び一般管理費を控除した利益であり、IFRSで定義されている指標ではあ

りませんが、当社グループの経常的な事業業績を測る指標として有用な情報であると考えられるため、自主的に開

示しております。

 

①財政状態及び経営成績の状況

 
前連結会計年度
（百万円）

当連結会計年度
（百万円）

増減額
（百万円）

増減率
（％）

売上高 988,981 945,268 △43,713 △4.4

コア営業利益 138,463 108,884 △29,579 △21.4

税引前当期利益 134,537 105,386 △29,150 △21.7

親会社の所有者に帰属する当期利益 81,842 65,212 △16,629 △20.3

基本的1株当たり当期利益（円） 46.41 37.30 △9.11 △19.6

（注）当社は、2025年1月1日を効力発生日として、普通株式1株につき3株の割合で株式分割を実施しました。当該株式

分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定して、基本的1株当たり当期利益を算定しております。

 

当連結会計年度の業績は、売上高945,268百万円（前連結会計年度比4.4％減）、コア営業利益108,884百万円

（同21.4％減）、税引前当期利益105,386百万円（同21.7％減）、当期利益70,858百万円（同25.6％減）、親会社

の所有者に帰属する当期利益65,212百万円（同20.3％減）となりました。

なお、2025年9月にインドにおいてGST（物品・サービス税）の制度改正が行われたことに伴い、当連結会計年度

において6,920百万円の評価損失を認識いたしました。当税制改正に関し、当該事項を除き、現時点において業績

に重要な影響を与える事項はございません。詳細につきましては、「第5　経理の状況　1　連結財務諸表等　(1)

連結財務諸表　連結財務諸表に対する注記　26.その他の収益及びその他の費用」をご参照ください。

 

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

 

(a）パーソナルケア

 
前連結会計年度
（百万円）

当連結会計年度
（百万円）

増減額
（百万円）

増減率
（％）

売上高（注） 826,100 774,428 △51,672 △6.3

コア営業利益 110,883 83,197 △27,686 △25.0

（注）外部顧客に対する売上高

 

●ウェルネスケア関連商品

海外においては、大人用排泄ケア用品の需要が高まっているタイ、インドネシア、ベトナムなどの東南アジ

ア地域で、商品ラインアップの拡充やパッド型と紙パンツの併用を通じて、日本式ケアモデルの普及促進を継

続しました。また、高齢化が日本以上のスピードで進む中国では、対象人口が多いものの、高品質・高付加価

値な専用品の認知度は依然として低く、ベッドシーツなどの代替品で対応しているケースも多く見られます。

こうした状況を踏まえ、当社は現地ニーズに即した商品ラインアップの強化と、継続的なマーケティング投資

を行い、事業成長に向けて経営資源を積極的に投入しました。

国内においては、“できるはふやせる、ひとつずつ。”の想いのもと、パンツタイプや紙パンツ用パッドな

どの新商品を発売するなど、健康寿命の延伸につながる軽度・中度の商品を中心に、ADL※1に合わせた豊富な

商品ラインアップを展開した結果、高い売上高成長を実現しました。また、使用者に合った商品選びをサポー

トするAIチャットボット「チャームさん」や、「大人用おむつカウンセリング」などのサービスを通じて、商

品情報や使用者・介護者向け知識の提供にも継続して取り組みました。さらに、使用済み紙パンツからリサイ

クルした「再生パルプ」を原材料の一部に活用した『ライフリー のび～るフィットⓇうす型軽快テープ止め

RefF（リーフ）』を発売し、商品機能の充実と環境配慮を両立させ、社会課題の解決に貢献しました。

マスクカテゴリーにおいては、『超快適』・『超立体』両ブランドの多様な商品ラインアップで市場の活性

化を図りました。引き続き、消費者ニーズを捉えた新商品を継続的に展開することで市場シェアの拡大を目指

します。
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※1　日常生活動作（Activities of Daily Living）の略語で、排泄・食事・入浴など日常生活で必要な基

本動作を表し、介護される方の介護レベルを計る指標

 

●フェミニンケア関連商品

海外においては、クールタイプナプキンやショーツ型ナプキンなど、独自性の高い幅広い商品ラインアップ

で消費者ニーズに応えました。

中国では経済の先行き不透明感が続き、若年層を中心に、より低い価格帯の商品を好む傾向が見られるな

か、当社は交換の簡便性を高めた新コンセプトの昼用ショーツ型ナプキンや、キャラクターを活用した商品を

発売するなど、市場の活性化を図りました。

一方で、2024年11月、2025年3月及び10月に報道された生理用品の品質や廃棄管理に関する風評の影響によ

る一時的な販売の減少に対し、当社は、eコマースにおけるデジタルマーケティングの強化に加え、安心・安

全・信頼のブランドイメージを醸成する情報発信の徹底を通じてブランド価値の向上に取り組みました。

タイ、インドネシア、ベトナムなどアジア地域では、高付加価値商品であるクールタイプや活性炭配合ナプ

キンの展開を継続しました。

生理用品の普及率が低いインドでは、都市部を中心にアンチバクテリアをコンセプトとした商品に加え、現

地の利用実態・価格感度に応じた、より手に取りやすい仕様である個包装や折りたたみを省いたフラットタイ

プを導入し、取扱店舗数の拡大を進めました。その結果、高い売上成長と収益性改善を実現しました。

中東では、現地の習慣を捉えたオリーブオイルを配合した新商品などへの積極的なマーケティング投資によ

り、サウジアラビア国内販売が順調に推移したほか、近隣諸国への輸出も伸長しました。

国内においては、対象人口が減少傾向にあるなか、健康意識や安心志向の高まりに合わせた高付加価値商品

の展開を進めるとともに、店頭での陳列提案やSNSを活用した継続的なコミュニケーション戦略により、市場

シェアNo.1を継続しています。さらに、デジタル領域においても消費者との接点を強化しており、ホルモンの

変化に着目した生理・体調管理アプリ『ソフィBe』を通じた一人ひとりの状態に合わせた情報提供を継続して

います。引き続き、女性を取り巻く環境や価値観の変化によりライフスタイルが多様化するなか、女性一人ひ

とりが自ら心身の状態を把握・管理し、健康と生活の質の向上に貢献できるよう、生理期にとどまらず日常全

体をトータルでサポートし、ライフタイムバリューの最大化を図ります。

 

●ベビーケア関連商品

海外においては、当社の強みとなるパンツタイプ紙おむつを中心に普及促進と独自性のある商品展開を進め

ました。参入国のなかでも紙おむつの普及率が低いインドでは、販売エリアの拡大や啓発活動を継続するとと

もに、2025年2月に3番目の工場が再稼働したことで供給体制が強化され、市場シェアは過去最高水準で推移す

るなど、成長基調を維持しました。一方、9月に行われたGST（物品・サービス税）の制度改正に伴う減税を背

景として、流通業者による在庫調整の影響から一時的に販売が停滞したものの、実需ベースでの消費者需要は

底堅く推移しました。

ベトナムやタイ、インドネシアを中心とする東南アジア市場では、出生数の減少や経済の低迷を背景に、一

部でダウントレードが見られるほか、価格競争の激化による厳しい状況が続くなか、当社は2ブランド戦略を

推進し、プレミアム志向層と価格志向層それぞれに対応してきました。

タイでは、人気キャラクターとのコラボレーションを実施し、ブランド認知と話題性の向上を図りました。

インドネシアでは、ローカル企業が営業力と価格競争力を強化するなか、商品面では長時間使用でき、吸収

後も薄さが続くエコノミータイプの『Mamy Poko GEMBUNG』や、販売単価を抑えてトライアルを促進する小容

量パックを発売しました。また、販売面では営業員を増員し提案力を強化するなど、商品・販売の両面で戦略

を実行しました。

サウジアラビア国内販売に加えて近隣諸国への輸出も堅調な中東では、現地の習慣を捉えたオリーブオイル

を配合した新商品などへの積極的なマーケティング投資を継続し、高い売上高成長と市場シェアの拡大を実現

しました。

国内市場は少子化により縮小傾向にありますが、“笑顔あふれる育児生活”の事業理念のもと、『ムー

ニー』と『マミーポコ』の2ブランドで多様なニーズに対応し続けた結果、市場シェアNo.1を継続し、収益性

の改善を実現しました。

また、BABY JOB株式会社と協働で展開する「手ぶら登園Ⓡ」※2を導入している保育施設を対象に、使用済み

の紙おむつから取り出した「再生パルプ」を使用した施設専用品の導入を進めるなど、商品とサービスの両面

で消費者の満足度向上と環境負荷低減に積極的に取り組みました。

 

この結果、パーソナルケアの売上高は774,428百万円（前連結会計年度比6.3％減）、セグメント利益（コア

営業利益）は83,197百万円（同25.0％減）となりました。
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※2　「手ぶら登園Ⓡ」とは、保護者が紙おむつやおしりふきを準備する手間や、かさばる荷物を持っての登

園、保育士による紙おむつやおしりふきの管理業務など、保護者と保育士双方の負担を軽減する保育

施設向けの定額制サービス

 

(b）ぺットケア

 
前連結会計年度
（百万円）

当連結会計年度
（百万円）

増減額
（百万円）

増減率
（％）

売上高（注） 148,673 156,084 7,411 5.0

コア営業利益 25,840 24,067 △1,773 △6.9

（注）外部顧客に対する売上高

 

ペットとの共生社会の実現を目指すスローガン“もっと一緒に、ずっと一緒を。”のもと、ワンちゃん・ネ

コちゃんが社会とつながりながら幸せな一生を全うできる社会づくりに取り組んでいます。国内ペットフード

においては、犬・猫ともに食感や味の多様性、健康志向の高まりに対応し、豊富なラインアップで消費者ニー

ズに応えました。猫用おやつでは『銀のスプーン』ブランドから、健康機能を付加した新タイプとして『銀の

スプーン おいしい顔が見られるおやつカリカリッチ　総合栄養食おやつ』と『銀のスプーン お魚味クリーム

どーにゃつ　毛玉ケア※3』を発売しました。犬用では、人間の食事のような見た目と味わいにこだわった

ウェットフード『グラン・デリ おかず仕立てパウチ』から、「シチュー仕立て」「ミネストローネ仕立て」

「茶碗蒸し仕立て」の3種類を新発売し、消費者の多様なニーズに応えました。

国内ペットトイレタリーにおいては、猫用では、システムトイレの取替サンド『デオトイレ 消臭・抗菌

チップ』から天然木を使用した「飛び散らない※4 ねこ型チップ」と「慣れやすい小粒」を発売しました。犬

用では中型犬の体形に合わせたペット用吸収ウェア『マナーウェア長時間快適オムツ男女共用 中型犬用』を

発売し、ラインアップを拡充しました。

ペット市場の拡大に伴い、SNSを活用した情報収集や購買行動の多様化を受け、『DOQAT』やAIを活用した

『ごはんマッチング』に加え、「TikTok Shop」において『ユニ・チャーム ペット公式Shop』を新たに開設し

ました。この取り組みにより、消費者との接点を一層強化し、ブランドの認知拡大を進め、持続可能な成長を

実現します。

北米では、日本の技術を搭載した新たなコンセプトの猫用ウェットタイプ副食の販売が引き続き好調に推移

するなか、成長するeコマース市場向けの商品拡充も進め、高い売上高成長を実現しました。関税引き上げに

対しては、輸入前倒しや価値転嫁を実施しました。加えて需要が底堅く推移したことで、販売面への影響は軽

微にとどまりました。今後も関税政策の動向を注視しつつ、柔軟かつ機動的な対応を図ります。

北米に次ぐ世界第2位の市場規模を有する中国では、今後も市場成長が見込まれます。当社は2022年11月、

中国現地法人を通じ、持分法適用関連会社の江蘇吉家寵物用品有限公司（以下JIA PETS社）と資本業務提携を

行い、独自コンセプトや技術を搭載したペットフードの製造を開始しました。以降、市場の活性化を図るべく

新商品を投入し、幅広いニーズに対応しました。引き続き、日本で培った製造技術及び生産管理ノウハウと、

JIA PETS社が保有する生産体制、研究開発力、eコマースにおける販売力などを活用することで、中国の重点

都市において市場シェアNo.1を目指します。

また、今後の市場成長が期待される東南アジア地域においても、タイやインドネシア、ベトナムなどでペッ

トケア市場が顕在化していることから、フード、トイレタリーともに積極的に経営資源を投下することで、飛

躍的な事業成長を目指します。

 

この結果、ペットケアの売上高は156,084百万円（前連結会計年度比5.0％増）、セグメント利益（コア営業

利益）は24,067百万円（同6.9％減）となりました。
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※3　食物繊維の力で便と共に自然に排泄することを助けます。

※4　『デオサンド オシッコのあとに香りで消臭する砂』との比較

 

(c）その他

 
前連結会計年度
（百万円）

当連結会計年度
（百万円）

増減額
（百万円）

増減率
（％）

売上高（注） 14,208 14,755 547 3.9

コア営業利益 1,740 1,620 △120 △6.9

（注）外部顧客に対する売上高

 

主に不織布・吸収体の加工・成形技術を活かした業務用商品分野において、産業用資材を中心に販売を進め

ました。

 

この結果、その他の売上高は14,755百万円（前連結会計年度比3.9％増）、セグメント利益（コア営業利

益）は1,620百万円（同6.9％減）となりました。

 

当期の財政状態の概況は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
（百万円）

当連結会計年度
（百万円）

増減額
（百万円）

資産合計 1,239,973 1,223,176 △16,797

負債合計 366,263 331,917 △34,346

資本合計 873,711 891,259 17,548

親会社所有者帰属持分比率（％） 62.3 65.0 －

 

当連結会計年度末の財政状態は、資産合計が1,223,176百万円と前連結会計年度末に比べ16,797百万円減少いたし

ました。主な減少は、有形固定資産17,482百万円によるものです。負債合計は、331,917百万円と前連結会計年度末

に比べ34,346百万円減少いたしました。主な減少は、借入金15,796百万円、仕入債務及びその他の債務9,816百万

円、未払法人所得税6,752百万円によるものです。資本合計は、891,259百万円と前連結会計年度末に比べ17,548百

万円増加いたしました。主な増加は、親会社の所有者に帰属する当期利益65,212百万円、主な減少は、親会社の所

有者への配当金の支払い28,649百万円、自己株式の増加21,016百万円によるものです。

以上の結果、親会社所有者帰属持分比率は、前期末の62.3％から65.0％となりました。

 

②キャッシュ・フローの状況

 
前連結会計年度
（百万円）

当連結会計年度
（百万円）

増減額
（百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー 137,099 131,470 △5,628

投資活動によるキャッシュ・フロー △73,838 △58,712 15,125

財務活動によるキャッシュ・フロー △66,794 △83,865 △17,071

現金及び現金同等物の期末残高 261,054 253,092 △7,962

 

当連結会計年度末の現金及び現金同等物の期末残高は253,092百万円となり、前連結会計年度末に比べ7,962百万

円減少しております。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、131,470百万円の収入（前連結会計年度は、137,099百万円の収入）とな

りました。主な収入は、税引前当期利益によるものです。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、58,712百万円の支出（前連結会計年度は、73,838百万円の支出）となり

ました。主な収入は、金融資産の売却及び償還による収入、主な支出は、金融資産の取得による支出、有形固定資

産及び無形資産の取得による支出によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、83,865百万円の支出（前連結会計年度は、66,794百万円の支出）となり

ました。主な支出は、親会社の所有者への配当金支払額、自己株式の取得による支出、非支配持分への配当金支払

額、長期借入金の返済による支出によるものです。

 

③生産、受注及び販売の実績

(a）生産実績

セグメントの名称
生産高
（百万円）

前年同期比
（％）

パーソナルケア 775,135 △9.0

ペットケア 157,477 △1.0

その他 15,119 2.3

合計 947,731 △7.6

（注）1．セグメント間取引については、相殺消去しております。

2．金額は、販売価格によっております。

 

(b）受注実績

受注生産を行っていないので、該当事項はありません。

 

(c）販売実績

セグメントの名称
販売高
（百万円）

前年同期比
（％）

パーソナルケア 774,428 △6.3

ペットケア 156,084 5.0

その他 14,755 3.9

合計 945,268 △4.4

（注）セグメント間取引については、相殺消去しております。

 

(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 
①経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

(a）経営成績の分析

当連結会計年度における当社グループを取り巻く経営環境は、参入国・地域ごとに景況感・消費動向が大き

く異なり、米国における追加関税政策の不確実性や、中国市場における需要回復の遅れなど、予測困難な状況

が続きました。

海外においては、出生数の減少や景況感により、消費者の生活防衛意識が高まり、ベビーケア関連商品の一

部でダウントレード傾向が続いています。アジアにおいては、新興eコマース市場へのマーケティング投資

や、激しい価格競争の影響により収益性が圧迫されました。特に中国においては、風評被害により一時的に販

売機会が減少し、年間ではなお回復途上にあるなか、デジタルマーケティング施策や販売網を強化し、足元の

動向では回復に向けた兆しが見られつつあります。一方、中東や北米など、堅調に推移した地域では、引き続

き売上成長を維持しました。

国内においては、当社が取り扱う商品は生活必需品であることに加え、幅広いラインアップで多様なニーズ

に対応した結果、需要は安定的に堅調に推移しました。

このような経営環境のなか、当社グループは“世界中の全ての人々のために、快適と感動と喜びを与えるよ

うな、世界初・世界No.1の商品とサービスを提供しつづける”という基本方針のもと、「Love Your
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Possibilities」を掲げ、世界中の全ての人々が平等で不自由なく、その人らしさを尊重し、やさしさで包み

支え合う、心つながる豊かな社会である「共生社会」＝Social Inclusionの実現に向けて取り組みました。

 
この結果、当連結会計年度の業績は、売上高945,268百万円（前連結会計年度比4.4％減）、コア営業利益

108,884百万円（同21.4％減）、税引前当期利益105,386百万円（同21.7％減）、当期利益70,858百万円（同

25.6％減）、親会社の所有者に帰属する当期利益65,212百万円（同20.3％減）となりました。

 

(b）経営成績に重要な影響を与える要因

「3　事業等のリスク」をご参照下さい。

 

(c）キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当連結会計年度においては、一部海外連結子会社において為替リスク軽減等の観点から外部借入を行った以

外は、営業キャッシュ・フロー（当連結会計年度は131,470百万円のプラス）を主要な財源としております。

また、事業活動や投資、自己株式取得を含めた株主還元を目的とした資金需要はできる限り自己資金で対応で

きるように資金の流動性を十分確保するように努めております。

なお、当連結会計年度のキャッシュ・フロー分析については、「(1) 経営成績等の状況の概要　②キャッ

シュ・フローの状況」をご参照下さい。

2026年度の設備投資資金についても、自己資金をもって充当する予定であります。
 

(d）経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当連結会計年度及び翌連結会計年度より開始する第13次中期経営計画が目標とする主な指標の状況は次のと

おりであります。

当連結会計年度におきましては、アジア市場におけるEC化の進展や消費の二極化に対応すべく、機動的な重

点投資を実行いたしました。あわせて、中国市場における度重なる風評被害の影響や、一部資産の減損処理、

さらにはインドネシアにおける販売体制変更に伴う在庫調整などが発生し、足元の利益を圧迫いたしました。

しかしながら、次期以降の懸念材料となるこれらの一過性リスクに対しては、当期において抜本的な対策を講

じきっており、再成長に向けた確かな道筋をつけるに至っております。

これらを踏まえ、新たにスタートする「第13次中期経営計画」の初年度（翌連結会計年度）においては、単

なる外部市場の回復や原材料市況の安定といった環境要因に依存するのではなく、当期に実行した中国でのEC

改革やインドネシアでの正常化に向けた取り組みなど、「自社主導の構造改革の成果」を確実な成長ドライ

バーと位置づけております。一過性のマイナス要因の剥落とこれらの構造改革効果の確実な刈り取りにより、

全社売上高1兆円の大台突破と実質的な増収増益軌道への回帰を果たし、新たな成長ステージを確立してまい

ります。

さらに、同計画における中長期的な経営戦略の核として、「3つのR」を通じた事業モデルの進化を推進いた

します。第一に「Renaissance（高付加価値化）」として、AI・デジタル活用による新価値の創出やパーソナ

ル提案を通じ、販売単価を持続的に向上させます。第二に「Rebirth（脱・製造業）」として、グローバルサ

ウスを中心とした外部パートナー（OEM/ODM）の戦略的活用により、機動的かつ高効率な収益構造への転換を

進めます。そして第三に「Resonance（共振）」として、全社横断的なデータ基盤の構築や業務プロセスの最

適化により、組織の実行力と販管費の効率を最大化いたします。

これらの抜本的な構造改革を通じて収益性と資本効率を飛躍的に高め、当社が経営上の目標の達成状況を判

断するための客観的な指標として掲げる「連結売上高1.5兆円」及び「コア営業利益率17％」、「ROE17％」の

確実な達成に向けた歩みを進めてまいります。
 

EDINET提出書類

ユニ・チャーム株式会社(E00678)

有価証券報告書

 41/167



 

 
前連結会計年度

（2024年度）

当連結会計年度

（2025年度）

第13次中期経営計画

目標（2030年度）

売上高 988,981百万円 945,268百万円 1,500,000百万円

売上高成長率
5.0％

（前年度比）

△4.4％

（前年度比）

（注）10.0％

CAGR

（年平均成長率）

コア営業利益率 14.0％ 11.5％ 17.0％

ROE

（親会社所有者帰属持分

当期利益率）

11.1％ 8.3％ 17.0％

（注）売上高CAGR（年平均成長率）は、為替変動の影響を除いた数値を目標としております。

 

(e）戦略的現状と見通し

当社グループを取り巻く経営環境は、参入国・地域ごとに景況感に差が見られ、予測困難な状況が続いてい

ますが、主要参入国においては、経済状況の不透明感は残るものの、緩やかな景気回復を見込んでおります。

このような経営環境のなかで、海外では、各国・地域のニーズを捉えた商品の提供と、積極的な販売活動を

通じて、市場を上回るスピードで成長し、活性化を図ってまいります。国内パーソナルケアにおきましては、

インフレーションに関連してコスト高が見込まれることから、消費者ニーズを捉えた高付加価値商品の提供に

よる価値転嫁を推進し、安定的な成長と収益性の改善に努めてまいります。

 

(f）セグメントごとの財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

「(1）経営成績等の状況の概要」をご参照下さい。

 

②重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、IFRSに基づき作成しております。

なお、重要性がある会計方針及び見積りについては、「第5　経理の状況　1　連結財務諸表等　(1) 連結財務諸

表　連結財務諸表に対する注記」に記載しております。
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5【重要な契約等】

該当事項はありません。

 

6【研究開発活動】

当社グループの研究開発活動は、ビジョン“Research Locally, Develop Globally”のもと、香川県観音寺市のテ

クニカルセンター及びエンジニアリングセンター等を中心に、各国の生活現場で「不快」を「快」に変えるニーズを

掘り起こし、仮説・検証による価値創造を行っています。不織布・高分子吸収技術等のノウハウに加え、ペットケア

における健康貢献や細やかなセグメンテーションに対応する技術開発を絶え間なく行い、マーケティング・開発・生

産の三位一体体制でカテゴリーNo.1製品の育成と市場導入までのリードタイム短縮に取り組んでまいりました。

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は、13,611百万円（連結売上高比1.4％）であり、主な成果は

下記のとおりであります。

 

(1）パーソナルケア

●ウェルネスケア関連商品

大人用排泄ケアブランド『ライフリー』より、『ライフリー うす型軽快パンツOrganicコットンタッチ

（M/L）』を新発売いたしました。肌に触れる面がオーガニックコットン100％シートをおなか周りに搭載すること

で、ムレ、汗を吸収し、さらに肌に触れる内側の素材の摩擦を下着同等に抑えることで、布下着のようなやさしい

はき心地を実現しました。『ライフリー下着の感覚Premium（M/L）』を新発売いたしました。おなか周りゴム0設

計で締め付けを抑え、下着のような極上のはき心地を実現しました。『ライフリー ズレずに安心 うす型紙パンツ

専用尿とりパッド（2回・4回吸収）』を改良発売いたしました。身体に密着して動きやすい「しなやかフィット設

計」を新たに搭載しています。『ライフリー のび～るフィットうす型軽快テープ止めRefF※1（SM/L）』を新発売

しました。この商品は、使用済み紙パンツをリサイクルしたパルプを一部使用しているのが特徴です。独自のオゾ

ン技術によって高品質なリサイクルパルプを生成する「RefFプロジェクト」※1が2015年から始まり、2022年にはリ

サイクル原材料を用いた大人用紙おむつを発売しました。今回は製品ラインアップをさらに拡張し、テープタイプ

にも展開することで持続可能な社会の実現に努めてまいりました。

海外においては、タイにて当社大人用おむつにおいて初めての活性炭消臭技術を搭載したパンツタイプおむつ

『Lifree Comfortable Absorb Pants)』を改良発売いたしました。ベトナムにおいては、お腹周りのムレ改善に着

目し、通気口をウエストに搭載したパンツタイプ『Caryn Pants thin airy』を改良発売いたしました。中国にお

いては、急激な高齢化に伴う介護初心者の増加に着目し、だれでも簡単に装着できる「おしりガイド」を新たに搭

載した『楽互宜超強吸透气腰貼型成人紙尿袴（M/L/XL)』を改良発売しました。また、ブラジルにおいては、吸収

体が垂れ下がりにくいパンツタイプおむつ『Lifree PANTS PROTEÇÃO PROLONGADA SUPER CONFORT(PM/GXG)』と

『Lifree PANTS PROTEÇÃO PROLONGADA EXTRA ABSORÇÃO(PM/GXG)』を新発売いたしました。このほか、インドネシ

ア・インド・サウジアラビアなどの開発拠点を中心に、現地のニーズにあった製品開発を行い、ラインアップの拡

充を図るなど市場の活性化に努めてまいりました。

 

※1　「Recycle for the Future」の頭文字をとったもので、ユニ・チャームが展開する水平リサイクルのブラ

ンド名です。当社は持続可能な社会の実現に貢献するべく「使用済みの紙パンツを捨てないみらい」に向

けてリサイクルに取り組んでいます。

 

●フェミニンケア関連商品

日本の生理ケア用品ブランド『ソフィ』から、昨年中国で発売を開始しましたショーツ型のナプキンで、外出時

でもズボンを完全に脱がずに、手軽に交換できる着脱可能な開閉用タブ付きである『蘇菲 早安日早安袴』を輸入

発売する形で『ソフィ 超熟睡おでかけ交換ショーツ（M/L）』を新発売いたしました。また、『ソフィ経血で鉄不

足チェックできるキット』を新発売いたしました。経血で鉄不足の可能性を表示するテスターが入っているナプキ

ンに貼るシートで鉄不足の可能性をチェックできます。『ソフィBe 超熟睡パジャマ（M/L）』を新発売いたしまし

た。女性のことを考えたこだわりと機能を盛り込んだユニ・チャーム初のリカバリーウェアとなります。韓国にお

いては、無漂白オーガニックコットントップシート、無漂白パルプ、無漂白ティッシュを活用した「吸収層まで無

漂白」を訴求した環境配慮型ナプキンである『SOFY Nature organic（26㎝/29cm/42㎝）』を新発売いたしまし

た。また、タイにおいては、『SOFY BAB KANG KENG DUENG PUP MAI PAP（M/L）』を新発売いたしました。ショー

ツ型ナプキンで吸収体が2枚重なっており上層を剥がすだけで簡単に交換できる商品です。このほか、インド・ベ

トナム・サウジアラビアなどの開発拠点を中心に、品質機能面での改良を図ってまいりました。
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●ベビーケア関連商品

紙おむつ『ムーニー』ブランドから、赤ちゃんのデリケートな肌を保護したいというニーズに応え、素材から見

直しを行った低刺激で安心な設計の新製品を発売いたしました。この商品は、肌トラブルを未然に防ぐため、肌へ

の刺激を低減する工夫を施し、健やかな肌環境の維持と保護者の安心感向上に努めております。テープタイプに搭

載されたうんち水分吸収シートは、2層構造のシートが低月齢期のゆるいうんちの水分を肌に接しない下層に吸

収。うんちの広がりや、肌への付着を低減することができます。また、誰でも正しい位置に簡単に装着できる「お

しりガイド」をMサイズにも新たに搭載いたしました。適切なサイズへの移行や装着をサポートし、利便性を大幅

に高めております。さらに、育児に楽しさと喜びを提供する新デザイン「ハッピーおしりガイド」を導入し、視認

性の向上とともに、日々の育児負担の軽減と満足度の向上を図ってまいりました。パンツタイプにおいては、保湿

成分※1配合で肌への摩擦を低減するとともに、4つの成分※2を排除した無添加表面シートを採用し、さらに保湿・

抗炎症効果のある3種の天然植物オイル※3を配合することで、デリケートな赤ちゃんの肌に安心な設計を実現して

います。これらの製品展開を通じて、高付加価値市場のさらなる拡大とブランドの競争力強化に努めてまいりまし

た。

『マミーポコパンツ』からは、独自の「グルーレス技術」をビッグサイズに導入し、製品価値と環境性能を刷新

しました。超音波接着により接着剤（HMA）を削減し、年間約1,300トンの温室効果ガス排出を抑制。機能面では、

伸縮性能の向上により「はかせやすさ」と「22kgまでの適応」を実現し、顧客満足度においても高い評価を獲得し

ました。持続可能なモノ創りを通じて、ブランドの競争力と環境価値の向上を図ります。

海外においては、タイにて通気穴を搭載した『Mamypoko Happy Pants』を新発売いたしました。東南アジア特有

の気候によるおむつ内のムレへの懸念に対応するため、審美性とモレ性能を兼ね備えた通気穴を搭載し、赤ちゃん

が１日中快適でいられるよう努めてまいりました。現地のニーズにあった高通気性製品の投入により、お客様満足

度の向上と市場の活性化を図ってまいりました。ブラジルにおいては、3D Top Sheetを搭載した、『Mamypoko

Fralda-Calça Dia&Noite』をリニューアルいたしました。拡大するプレミアムパンツ市場において、一晩中安心

ニーズを強化することで、お客様満足度の向上と市場の活性化を図ってまいりました。またXXXG sizeを新発売い

たしました。拡大する高月齢サイズ市場に対して新規参入いたしました。サウジアラビアにおいては、現地で不安

の高い背中モレを防ぐうんちポケットを搭載した『BabyJoy Tape(NB/S)』を発売いたしました。低月齢期の大きな

悩みである背中モレを防止する独自技術の搭載により、エントリー市場におけるブランドの競争優位性を強化し、

お客様満足度の向上と市場の活性化を図ってまいりました。インドにおいては、『MamyPoko Pants All Night

Absorb』にcoconut Oil配合による「Gentle Coco care」リニューアルを実施いたしました。成長途中にあるイン

ドでの長時間使用による肌不安を解消し、市場活性化に努めてまいりました。中国においては、『moony皇家佑肌

(L/XL/XXL)』を新発売いたしました。従来品に対して厚みを30％薄くするとともに、腰の部分に24mmのハート型の

大開口通気孔を搭載することで通気性能を向上させ、お客様満足度の向上を図ってまいりました。また『moony小

羊駝 (XXXL/XXXXL)』を新発売いたしました。拡大する高月齢サイズ市場に対して新規参入いたしました。

 

※1　シートをなめらかにするために配合

※2　石油由来油剤・香料・ラテックス・合成着色料の４つの成分が無添加

※3　オリーブオイル、ホホバオイル、ライスオイルを配合

 

●研究成果

第一に、女性の睡眠課題に関する大規模な実態把握です。名古屋大学・広島大学・株式会社イデアラボ・早稲田

大学・筑波大学・株式会社S'UIMINとの産学共同研究において、日本人女性のライフステージごとの睡眠の質を比

較調査いたしました。その結果、乳児育児期の母親が最も深刻な睡眠課題を抱えていることが明らかとなりまし

た。本知見は、日本睡眠学会第49回定期学術集会にて発表し、母子双方への睡眠改善支援の重要性を示唆する社会

的意義の高い成果として位置づけております。

第二に、乳児の睡眠環境における温熱快適性の検証です。広島大学及び名古屋大学との共同研究により、体温調

節機能が未熟な乳児に適した寝具の温熱特性を解明いたしました。放熱性に優れたマットレスとスリーパーを組み

合わせたシステムが、乳幼児突然死症候群（SIDS）のリスク要因とされる「熱のこもり」を軽減し、睡眠と覚醒の

リズムを司るホルモン「メラトニン」の分泌が増加する重要な時期の睡眠環境改善に寄与することを確認いたしま

した。本研究成果は「World Sleep 2025」及び「第34回日本睡眠環境学会学術大会」にて発表を行い、後者におい

ては研究内容の新規性と実用性が高く評価され「研究発表奨励賞最優秀賞」を受賞いたしました。なお、本研究等

の成果は、乳児用寝具『Moony寝具セット』の商品化・機能向上に活用されております。

 

以上の結果、当連結会計年度のパーソナルケアにおける研究開発費は、11,273百万円となりました。
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(2）ペットケア

ペットケアにおける研究開発活動は、事業理念である“ペットが心身ともに健康で、ずっと一緒にいることがで

きる幸せに溢れた生活を創造する”を基本に、ペットフード製品は兵庫県伊丹市にある当社工場内にて、ペットト

イレタリー製品は香川県観音寺市にて、開発を行っております。

 

猫用フードにおいて愛猫の健康を願う飼い主様の想いが高く、中でも「お腹の健康」への高いニーズにお応え

し、まずは猫用健康機能食『AllWell』から「10種の自然素材」シリーズを、次いで『銀のスプーン三ツ星グルメ』

から「お腹の健康ケア」タイプとして、香ばしく焼き上げたドライ粒で、カリッとした食感と香りが楽しめる『銀

のスプーン三ツ星グルメ 香るお魚仕立て』とお魚味クリームがドライ粒に絡み、香りと味わいが口の中で広がる

『銀のスプーン三ツ星グルメ お魚味クリーム』を発売いたしました。また拡大している猫用おやつ市場において

は、使用意向の高いドライタイプにおいて、「さまざまな食感や味を楽しめるおやつを与えたい」といったご要望

にお応えして、かつお節チップ入りで3種類のおいしさを一度に楽しめる『銀のスプーン　かつお節チップinクッ

キー』を新発売いたしました。さらに猫用おやつシリーズから健康機能を付加し成猫に必要な栄養をバランスよく

摂取できる総合栄養食おやつの新タイプ『銀のスプーン おいしい顔が見られるおやつカリカリッチ　総合栄養食お

やつ』と毛づくろい等で飲み込んでしまった毛の排泄を助けるために、食物繊維を配合した『銀のスプーン お魚味

クリームどーにゃつ　毛玉ケア』を発売しました。

犬用フードにおいては、「自分の好きな食事でワンちゃん専用のものがあればうれしい」という人間の食事のよ

うなワンちゃん専用のウェットフード『グラン・デリ おかず仕立てパウチ』から愛犬に食べてもらいたい人気のお

かずのメニューを愛犬の好みや体調・気分に合わせて選べるバリエーション6種類『肉じゃが仕立て』『ポトフ仕立

て』『そぼろ煮仕立て』『シチュー仕立て』『ミネストローネ仕立て』『茶碗蒸し仕立て』を発売しました。

海外においては、アメリカではECで先行販売をしていた猫用おやつ『Delectables Lickable Treat Gravy』、

『Delectables Lickable Spoon』を実店舗で発売開始いたしました。『Gravy』は米国消費者の慣れ親しんだ食感

で、ソースとしての使用イメージが強いことから、“与えすぎ不安”を乗り越えるポテンシャルがある新食感タイ

プであり、『Spoon』は“手が汚れるという”不満からウェットおやつをトライしなかったドライおやつ使用者”も

きがるにトライできる新容器形態として発売しました。中国では、若い飼育者の「猫が喜んで食べること」を重視

し、烏骨鶏と鱈の肉とエキスを使用し、独自技術で高い嗜好性と消化性を実現した『金勺双珍孔萃』を新発売しま

した。タイでは、自然志向と健康意識の高まりに応え、フリーズドライトッピング入りドライフードや健康機能付

き製品を発売しました。さらに自身の食体験に近い厳選食材を使った高級感あるペットフードとして、タイで寿司

屋を意味する『OMAKASE』というスプーンタイプも発売しました。インドネシアでは、「一緒に世界のグルメを楽し

む気持ちを感じられる」おやつ猫用おやつとしてインドネシア風スープ、イタリア風ツナチーズピザ、日本風刺

身、アメリカ風チキンウィングの4つの味で『Deli-Joy Stick』を新発売致しました。

 

ペットトイレタリー製品においては、猫用システムトイレ『デオトイレⓇ』の取替サンドとして、天然木を使用し

た『消臭・抗菌チップ（飛び散らない※1ねこ型チップ／慣れやすい小粒）』を新発売いたしました。ねこ型チップ

は、猫の顔を模した独自の形状（特許出願中）によりトイレの外への飛び散りを抑制するとともに、特許取得済み

の撥水技術によって約1ヶ月間ふやけや崩れを防ぎ、清潔な状態を維持します。また、ニオイ菌の増殖を99.9％抑

制※2する高い抗菌性能も備えています。さらに、鹿児島県志布志市及び大崎町で回収された使用済み紙パンツをリ

サイクルした高分子吸水材を原材料の一部に使用した『デオサンドⓇ 香りで消臭する紙砂RefF(リーフ)ピュアフ

ローラルの香り』を新発売いたしました。これにより使用済み紙パンツ（紙おむつ）の全ての素材を活用できる技

術※3を構築いたしました。環境負荷を低減しながら、既存品と同等の強力な消臭・凝固性能を実現し、サステナブ

ルな製品展開を推進しております。

 

ペット用吸収ウェアにおいては、体重12～25kgの幅広い体形の中型犬にフィットする『マナーウェア長時間快適

男女共用 中型犬用』を新発売いたしました。「ハイストレッチウエストギャザー」と「ワイドテープ」の採用によ

り、活発な動きでもズレにくく、最長12時間の吸収性能※4で長時間の外出等でも安心してお使いいただけます。ま

た、『マナーウェア 長時間快適 男の子用』をリニューアルし、胴回りに最大1.3倍まで伸びてやさしくフィットす

る「全面のび～るギャザー（特許技術）」を新たに搭載いたしました。改良された「しっかりテープ」により装着

のしやすさを向上させるとともに、室内でも使いやすいルームウェア風のデザインに一新いたしました。（SSSはデ

ザインのみ変更）

 

海外においては、中国市場におけるおむつラインアップの拡充や、ベトナム、タイ、インドネシアといったアジ

ア圏を中心に地域のニーズに合わせた猫砂等の新製品投入を図っております。また、北米市場においては、Hartzブ

ランドよりオス犬用マナーベルト『HartzⓇ ComfitablesⓇ Dog Wraps』を投入いたしました。本製品は、同市場初

となる伸縮性に優れたウエストバンドの採用により、激しい動きでもズレない高いフィット感を実現したほか、独

自の「FlashDry™（フラッシュドライ）」技術による最長12時間の吸収性能を備えております。大型犬の飼育が多い
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現地の市場特性に合わせ、最大85ポンド（約38.5kg）まで対応するサイズ（Lサイズ）をラインアップし、利便性と

ペットの快適性を両立させた高付加価値製品として展開しております。

 

※1　『デオサンド オシッコのあとに香りで消臭する砂』との比較

※2　ニオイ菌とは尿からアンモニアを発生させやすい菌を指します。第三者機関による抗菌性試験結果。な

お、全ての菌を抑制するものではありません

※3　紙パンツ(紙おむつ)は、主に３つの素材(パルプ、プラスチック、高分子吸収材)で構成されており、全て

のリサイクルを可能にした技術のこと

※4　健康なワンちゃんの12時間の平均オシッコ量を参考。ワンちゃんのオシッコ量には個体差があります

 

以上の結果、当連結会計年度のペットケアにおける研究開発費は、2,335百万円となりました。

 

(3）その他

不織布・吸収体の技術を活かした業務用製品分野の製品ラインを拡充いたしました。

 

以上の結果、当連結会計年度のその他における研究開発費は、4百万円となりました。
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第3【設備の状況】

1【設備投資等の概要】

当連結会計年度のセグメント別の設備投資は次のとおりであります。

なお、金額には、有形固定資産、無形資産、使用権資産への投資額を含めております。

 

(1）パーソナルケア

紙おむつ及び生理用品等の生産の増強及び合理化を目的として27,919百万円の設備投資を行いました。

重要な設備の除却及び売却等はありません。

 

(2）ペットケア

ペットケア関連商品の生産の増強及び合理化を目的として5,113百万円の設備投資を行いました。

重要な設備の除却及び売却等はありません。

 

(3）その他

産業用資材の生産の増強及び合理化を目的として378百万円の設備投資を行いました。

重要な設備の除却及び売却等はありません。

 

2【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は次のとおりであります。

なお、IFRSに基づく帳簿価額にて記載しております。

(1）提出会社

2025年12月31日現在
 

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
土地面積
(千㎡)

従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地 その他 合計

テクニカルセンター

エンジニアリングセンター

(香川県観音寺市)

パーソナルケア

ペットケア
研究開発施設 1,096 908 397 135 2,535 32

412

(171)

（注）1．「その他」には、使用権資産を含めております。

2．従業員数の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

 

(2）国内子会社

2025年12月31日現在
 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
土地面積
(千㎡)

従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地 その他 合計

ユニ・チャーム

プロダクツ㈱

四国工場

(香川県観音

寺市)

パーソナルケア

紙おむつ、

生理用品等の

製造設備

2,964 7,834 1,255 6,363 18,416 99
443

(73)

福島工場

(福島県東白

川郡棚倉町)

パーソナルケア

紙おむつ、

生理用品等の

製造設備

2,995 7,576 2,139 113 12,824 128
299

(46)

静岡工場

(静岡県掛川

市)

パーソナルケア

紙おむつ、

生理用品等の

製造設備

2,280 2,653 1,498 21 6,452 83
242

(36)

九州工場

(福岡県京都

郡苅田町)

パーソナルケア
紙おむつの

製造設備
11,432 9,090 3,525 43 24,089 160

54

(1)

伊丹工場

(兵庫県伊丹

市)

ペットケア

ペットフード

製品等の製造

設備

383 982 1,105 51 2,520 13
46

(15)

三重工場

(三重県名張

市)

ペットケア

ペットトイレ

タリー製品等

の製造設備

199 322 62 102 685 17
20

(1)

埼玉工場

(埼玉県児玉

郡上里町)

ペットケア

ペットフード

製品等の製造

設備

270 359 146 10 786 8
21

(6)

（注）1．「その他」には、使用権資産を含めております。

2．従業員数の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。
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(3）在外子会社

2025年12月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
土地面積
（千㎡）

従業員数
（名）建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地 その他 合計

Unicharm India

Private Ltd.

(インド共和

国)
パーソナルケア

紙おむつ、

生理用品等の

製造設備等

19,454 20,737 － 3,980 44,171 540
1,155

(1)

Unicharm

Gulf Hygienic

Industries

Co. Ltd.

(サウジアラ

ビア王国)
パーソナルケア

紙おむつ、

生理用品等の

製造設備等

6,886 18,648 424 3,902 29,861 119
2,739

(－)

尤妮佳生活用品

（中国）有限公

司

(中華人民共

和国)
パーソナルケア

紙おむつ、

生理用品等の

製造設備等

3,222 6,202 － 4,262 13,686 133
1,239

(27)

PT UNI-CHARM

INDONESIA Tbk

(インドネシ

ア共和国)
パーソナルケア

紙おむつ、

生理用品等の

製造設備等

4,602 4,772 1,463 1,160 11,996 355
1,938

(480)

尤妮佳生活用品

（江蘇）有限公

司

(中華人民共

和国)
パーソナルケア

紙おむつ、

生理用品等の

製造設備等

4,971 3,511 － 1,465 9,947 220
137

(－)

（注）1．「その他」には、使用権資産を含めております。

2．従業員数の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

 

3【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

当社グループは、さまざまな国において事業を行っており、期末時点ではその設備の新設・拡充の計画を個々の

プロジェクトごとに決定しておりません。そのため、セグメントごとの数値を開示する方法によっております。

当社グループの、2025年12月31日現在において計画している当連結会計年度後１年間の設備投資計画（新設・拡

充等）は次のとおりであります。

 

セグメントの名称 投資予定額（百万円） 設備等の内容

パーソナルケア 38,000 紙おむつ、生理用品等の製造設備

ペットケア 2,000 ペットフード、ペットトイレタリー製品等の製造設備

合計 40,000 －

（注）上記計画に伴う所要資金は、自己資金をもって充当する予定であります。

 

(2）重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第4【提出会社の状況】

1【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,483,337,276

計 2,483,337,276

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)
（2025年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2026年3月23日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 1,862,502,957 1,862,502,957
東京証券取引所

(プライム市場)

単元株式数は100

株であります。

計 1,862,502,957 1,862,502,957 － －
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(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2025年1月1日（注） 1,241,668,638 1,862,502,957 － 15,993 － 18,591

（注）2025年1月1日付で普通株式1株につき3株の割合で株式分割し、発行済株式数が1,241,668,638株増加しておりま

す。

 

(5) 【所有者別状況】

       2025年12月31日現在

区分

株式の状況(1単元の株式数　100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数

(人)
－ 61 58 581 736 318 97,886 99,640 －

所有株式数

(単元)
－ 3,714,282 417,637 6,093,571 5,688,586 2,760 2,703,230 18,620,066 496,357

所有株式数

の割合(％)
－ 19.95 2.24 32.73 30.55 0.01 14.52 100.00 －

（注）自己株式122,577,638株は「個人その他」に1,225,776単元、「単元未満株式の状況」に38株含めて記載しており

ます。なお、期末日現在の実質的な所有株式数も同数であります。
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(6) 【大株主の状況】

  2025年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

ユニテック(株) 愛媛県四国中央市川之江町4087－24 464,870 26.72

日本マスタートラスト信託銀行(株)（信

託口）

東京都港区赤坂1丁目8番1号 赤坂インター

シティAIR
174,952 10.06

高原基金(株) 東京都港区白金台3丁目2－34 84,240 4.84

(株)日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海1丁目8－12 61,467 3.53

(株)伊予銀行

（常任代理人　(株)日本カストディ銀

行）

愛媛県松山市南堀端町1

（東京都中央区晴海1丁目8番12号）
45,900 2.64

日本生命保険(相)

（常任代理人　日本マスタートラスト信

託銀行(株)）

東京都千代田区丸の内1丁目6番6号

（東京都港区赤坂1丁目8番1号 赤坂イン

ターシティAIR）

36,566 2.10

JP MORGAN CHASE BANK 385864

（常任代理人　(株)みずほ銀行決済営業

部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON,

E14 5JP, UNITED KINGDOM

（東京都港区港南2丁目15－1　品川イン

ターシティA棟）

30,662 1.76

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY

505223

（常任代理人　(株)みずほ銀行決済営業

部）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.

（東京都港区港南2丁目15－1　品川イン

ターシティA棟）

28,539 1.64

THE BANK OF NEW YORK MELLON AS

DEPOSITARY BANK FOR DEPOSITARY

RECEIPT HOLDERS

（常任代理人　(株)みずほ銀行決済営業

部）

240 GREENWICH STREET NEW YORK, NEW

YORK 10286 U.S.A.

（東京都港区港南2丁目15－1　品川イン

ターシティA棟）

23,490 1.35

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY

505001

（常任代理人　(株)みずほ銀行決済営業

部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE1, BOSTON,

MASSACHUSETTS

（東京都港区港南2丁目15－1　品川イン

ターシティA棟）

19,217 1.10

計 － 969,903 55.74

（注）1．当社は自己株式を122,578千株保有しておりますが、議決権がないため上記の大株主より除外しております。
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2．2025年6月16日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、(株)三菱UFJ銀行及びその共同保有

者である三菱UFJ信託銀行(株)、三菱UFJアセットマネジメント(株)、三菱UFJモルガン・スタンレー証券

(株)、ファースト・センティア・インベスターズ（オーストラリア）アイエム・リミテッド、ファースト・

センティア・インベスターズ（オーストラリア）アールイー・リミテッドが2025年6月9日現在でそれぞれ以

下の株式を保有している旨が記載されているものの、当社として2025年12月31日現在における実質所有株式

数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

(株)三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 8,122,356 0.44

三菱UFJ信託銀行(株) 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 27,301,300 1.47

三菱UFJアセットマネジメン

ト(株)
東京都港区東新橋一丁目9番1号 10,931,600 0.59

三菱UFJモルガン・スタン

レー証券(株)
東京都千代田区大手町一丁目9番2号 16,933,116 0.91

ファースト・センティア・イ

ンベスターズ（オーストラリ

ア）アイエム・リミテッド

Level 5, Tower Three International

Towers Sydney, 300 Barangaroo

Avenue, Barangaroo, NSW 2000,

Australia

19,183,400 1.03

ファースト・センティア・イ

ンベスターズ（オーストラリ

ア）アールイー・リミテッド

Level 5, Tower Three International

Towers Sydney, 300 Barangaroo

Avenue, Barangaroo, NSW 2000,

Australia

2,407,000 0.13
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(7) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－

権利関係に何ら限定のない

当社における標準となる株

式
普通株式 122,577,600

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,739,429,000 17,394,290 同上

単元未満株式 普通株式 496,357 － 同上

発行済株式総数  1,862,502,957 － －

総株主の議決権  － 17,394,290 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式38株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2025年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数(株)

他人名義所有株
式数(株)

所有株式数の合
計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
(％)

（自己保有株式）      

ユニ・チャーム㈱
愛媛県四国中央市金生

町下分182番地
122,577,600 － 122,577,600 6.58

計 － 122,577,600 － 122,577,600 6.58
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2【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第3号、会社法第155条第7号及び会社法第155条第13号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

会社法第155条第3号による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（2025年2月13日）での決議状況

（取得期間2025年2月14日～2025年12月18日）
25,000,000 22,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 20,019,800 21,999,977,216

残存決議株式の総数及び価額の総額 4,980,200 22,784

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 19.92 0.00

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 19.92 0.00

 

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（2026年2月12日）での決議状況

（取得期間2026年2月13日～2026年12月17日）
30,000,000 19,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 － －

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － －

当期間における取得自己株式 8,676,400 8,929,612,898

提出日現在の未行使割合（％） 71.08 53.00

（注）1．取得自己株式は、受渡日基準で記載しております。

2．当期間における取得自己株式には、2026年3月1日から有価証券報告書提出日までの当該決議に基づく取得によ

る株式数は含めておりません。
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(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第7号による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 1,412 1,706,980

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、2026年3月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる

株式数は含めておりません。

 

会社法第155条第13号による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 61,080 53,960,500

当期間における取得自己株式 － －

（注）当事業年度における取得自己株式は、譲渡制限付株式報酬制度による取得であります。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式

（注1）
248,400 287,150,400 － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る移

転を行った取得自己株式
－ － － －

その他（注2） 650,000 752,700,000 － －

保有自己株式数（注3） 122,577,638 － 131,254,038 －

（注）1．当事業年度の内訳は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるもの（株式数248,400株、処分価額の

総額287,150,400円）であります。

2．「その他」は、学校法人　品川女子学院の活動に対する賛助を通じたSDGsへの貢献を目的とした第三者割当に

よる処分であります。

3．当期間における保有自己株式数には、2026年3月1日から有価証券報告書提出日までの株式の取得、単元未満株

式の買取り及び売渡による株式数の増減は含めておりません。
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3【配当政策】

当社は、株主の皆様への利益還元を最も重要な経営方針のひとつと考え、そのためにキャッシュ・フローの創出に

よる企業価値の向上に努めております。当期におきましては、持続的な成長を実現するための事業投資を優先しなが

ら、中長期的な連結業績の成長に基づき、安定的かつ継続的な配当を実施し、自己株式の取得に関しても必要に応じ

て機動的に実施することで、総還元性向50％以上を目標に利益還元の充実を図ってまいりました。

なお、当社は、会社法第459条第1項第4号に基づき、剰余金の配当等を取締役会の決議により行う旨を定款に定め

ており、配当の決定機関は、取締役会であります。また、中間期末と期末の年2回、剰余金の配当を行うことを基本

的な方針としております。

当期の年間配当については、中間期末の1株当たり9円に、期末配当1株当たり9円を加え、18円とさせていただきま

した。この結果、24期連続増配となり、親会社所有者帰属持分配当率（DOE）は4.0％となりました。

 

　基準日が当事業年度に属する取締役会決議による剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） 1株当たり配当額（円）

2025年8月5日 15,749 9.0

2026年2月12日 15,659 9.0

 

 

EDINET提出書類

ユニ・チャーム株式会社(E00678)

有価証券報告書

 56/167



4【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループにおけるコーポレート・ガバナンスとは、社是に掲げた「正しい企業経営の推進」そのものを指し、

これを適切に運用することによって、当社の成長発展と社会的責任の達成といった中長期的な企業価値を全てのス

テークホルダーと創出するための基盤です。実際の運用に際しては、ステークホルダーとの真摯な対話を重視し、透

明・公正かつ迅速・果断な意思決定プロセスの運用を基本方針としています。

 

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、監査等委員会設置会社として、取締役会及び監査等委員会を設置しております。また、任意の指名委員会
及び報酬委員会を設置しております。当社のコーポレート・ガバナンスの体制は、以下のとおりであります。
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取締役会

当社の取締役会は、取締役6名で構成しております。うち1名は代表取締役、2名は社外取締役であります。取締

役会は、経営の基本方針の決定、内部統制システムの構築その他の重要な業務執行の決定等の権限を有し、中長

期の方向性の決定や執行に対する監督等の機能を果たすことによって、また社内外の様々な視点から助言を提供

することによって、経営者が時機を逸することなく適切な判断を実施できる環境を整備しております。

 

構成員 代表取締役　　高原　　　豪久（議長）

取　締　役　　高久　　　堅二

取　締　役　　志手　　　哲也

社外取締役　　杉田　　　浩章

社外取締役　　ルゾンカ　典子

取　締　役　　淺田　　　　茂

 

当事業年度において取締役会は9回開催され、中期経営計画、予算及び決算、機構改革、取締役人事及び執行役

員人事、並びにESG委員会、企業倫理委員会、内部統制委員会及び情報セキュリティ委員会の活動状況等について

検討いたしました。個々の取締役の出席状況は以下のとおりであります。

 

氏名 開催回数 出席回数

高原　　　豪久 9回 9回（100％）

彦坂　　　年勅 3回 3回（100％）※1

高久　　　堅二 9回 9回（100％）

志手　　　哲也 6回 6回（100％）※2

杉田　　　浩章 9回 9回（100％）

ルゾンカ　典子 9回 9回（100％）

淺田　　　　茂 9回 9回（100％）

 

※1　彦坂年勅氏は、2025年3月19日の退任以前に開催された取締役会への出席状況を記載しております。

※2　志手哲也氏は、2025年3月19日の就任以降に開催された取締役会への出席状況を記載しております。

 

監査等委員会

当社の監査等委員会は、取締役3名で構成しております。うち2名は社外取締役、1名は常勤の監査等委員であり

ます。常勤の監査等委員を選定している理由は、社内事情に精通した者が、取締役会以外の重要な会議等への出

席や、内部監査部門等との連携を密に図ることにより得られた情報をもとに、監査等委員会による監査の実効性

を高めるためであります。

 

構成員 社外取締役　　杉田　　　浩章

社外取締役　　ルゾンカ　典子

取　締　役　　淺田　　　　茂（委員会の長）（常勤）

 

当事業年度における監査等委員会の活動状況については、「（3）監査の状況　①監査等委員会監査の状況　Ⅱ

監査等委員会の活動状況」をご参照ください。

 

指名委員会

当社は、取締役候補者の指名及び執行役員の選任の透明性及び客観性の確保を目的として、任意の指名委員会

を設置しております。指名委員会は、（1）株主総会に提出する取締役の選任及び解任に関する議案、（2）代表

取締役の選定及び解職、（3）執行役員の選任及び解任、並びに、役付執行役員の選定及び解職に関する議案を審

議する権限を有しております。

 

構成員 社外取締役　　杉田　　　浩章（委員長）

社外取締役　　ルゾンカ　典子

代表取締役　　高原　　　豪久

取　締　役　　淺田　　　　茂
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当事業年度において指名委員会は1回開催され、取締役及び執行役員の候補者等について検討いたしました。

個々の委員の出席状況は以下のとおりであります。

 

氏名 開催回数 出席回数

杉田　　　浩章 1回 1回（100％）

ルゾンカ　典子 1回 1回（100％）

高原　　　豪久 1回 1回（100％）

淺田　　　　茂 1回 1回（100％）

 

報酬委員会

当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び執行役員の報酬の透明性及び客観性の確保を目的と

して、任意の報酬委員会を設置しております。報酬委員会は、（1）株主総会に提出する取締役の報酬等に関する

議案の審議、（2）取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び執行役員の個人別の報酬等の決定に関する方

針の審議、（3）取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び執行役員の個人別の報酬等の決定に関する評価

指標及び評価結果の審議の権限を有しております。

 

構成員 社外取締役　　杉田　　　浩章（委員長）

社外取締役　　ルゾンカ　典子

代表取締役　　高原　　　豪久

取　締　役　　淺田　　　　茂

 

当事業年度において報酬委員会は1回開催され、取締役及び執行役員の業績の評価及び取締役及び執行役員の報

酬等について検討いたしました。個々の委員の出席状況は以下のとおりであります。

 

氏名 開催回数 出席回数

杉田　　　浩章 1回 1回（100％）

ルゾンカ　典子 1回 1回（100％）

高原　　　豪久 1回 1回（100％）

淺田　　　　茂 1回 1回（100％）

 

＜当該体制を採用する理由＞

（取締役会の役割）

当社は、取締役会が以下のような機能を果たすことが、経営者が時機を逸することなく適切な判断を実施でき

る環境の整備、ひいては企業価値の向上につながると考えています。

・中長期の方向性を決定すること

・社内外の様々な視点から経営者に対する助言を提供すること

・重要な業務執行の決定や報告事項の審議を通じて、透明・公正な意思決定プロセスを監督すること

 

当社の事業領域に関しては、社内取締役及び執行役員が全体として高度な専門性を有しており、取締役会は、

社内取締役及び執行役員によって専門的な検討が行われていることを前提としてそのプロセスを監督するととも

に、中長期の方向性の決定や様々な視点からの助言を行い、これらの役割を果たします。

 

（取締役会の構成）

取締役会が上記のような役割を果たすため充実した審議を行えるように、適正規模を踏まえた取締役会の構成

としています。社外取締役には、当社の戦略上重要で、社外の視点からの助言の意義が特に大きい分野に強みを

持つ取締役を重点的に選任しています。他方で一定割合の社内取締役を選任し、適切なリスクテイクや取締役会

に対する情報提供のインセンティブが阻害されないようにすることが、意思決定機能及び助言機能の強化につな

がると考えています。意思決定プロセスの透明性や公正さの監督に重点をおき、社内取締役と社外取締役との協

働による適切な監督を図っています。

 

（監査等委員会）

監査等委員が取締役として意思決定や助言に関与する監査等委員会設置会社は、取締役会が透明・公正な意思

決定プロセスの監督を行うのに適した当社にふさわしい体制であると判断しています。なお、当社は、会社法第

399条の13第6項に基づく重要な業務執行の決定を取締役に委任することができる旨の定款の定めをしておらず、

重要な業務執行の決定は取締役会に付議される体制としております。
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（指名委員会及び報酬委員会）

取締役及び執行役員の候補者の指名及び報酬の決定に係る透明性及び客観性を確保するため、任意の指名委員

会及び報酬委員会を設置しております。指名及び報酬の透明性及び客観性を確保しつつ、適切なリスクテイクや

取締役会に対する情報提供のインセンティブを阻害しないようにするため、社内取締役と社外取締役が半数ずつ

を占め、社外取締役が委員長を務める現在の構成が適切であると判断しております。

 

③　企業統治に関するその他の事項

Ⅰ　内部統制システムの整備の状況

当社は、以下の基本方針のとおり内部統制システムを整備しております。

 

1．コンプライアンス体制

・社是及び行動憲章において、コンプライアンスに対する方針を明示します。

・役員及び使用人が必要な知識を習得できるよう、トレーニングを実施します。

・コンプライアンス意識に関して、定期的なモニタリングを実施します。

・被監査部門から独立した内部監査部門による監査を実施します。

・問題の早期把握のため、内部通報窓口を設けます。

・反社会的勢力との一切の関係遮断を図ります。また、強要や贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗防止に取り

組みます。

 

2．情報の保存及び管理に関する体制

・取締役の職務の執行に係る情報は、機密性、完全性及び可用性の確保を考慮し、また、法令等の定めがあ

る場合はこれに従い、適切に保存及び管理を行います。

 

3．リスク管理体制

・リスク管理に関する役割及び責任を明確化します。

・意思決定を行う際には、想定されるリスクに適切な考慮を払います。

・経営上の重要なリスクについて、全社で対策に取り組む体制を構築します。

・危機対応に係る組織・体制や計画を整備します。

・リスク管理のプロセスについて、監査を実施します。

 

4．職務執行の効率性確保のための体制

・職務執行に関する役割及び責任を明確化することによって、重複を排除し、迅速な意思決定を実現しま

す。

・職務執行の効率性を確保できる経営手法を採用し、実践します。

・グループ全体から現場まで様々なレベルで、整合性のとれた戦略及び計画を策定します。

・経営環境の変化に対応して機動的に経営戦略を見直します。

・業務の効率化を積極的に推進します。

 

5．グループ管理体制

・国内外グループ会社が、各々責任を持って、自主的な経営を行うことを基本とします。

・コンプライアンス体制、リスク管理体制、職務執行の効率性確保のための体制等に関して、国内外グルー

プ会社に共通して適用すべき事項を明確にし、体制を構築します。

・国内外グループ会社が当社に報告すべき事項及び当社の承認を得るべき事項を明確に定めます。

・グループ会社間の取引について、その適正を図ります。

・国内外グループ会社に対する適切なモニタリング及び監督を実施します。

・国内外グループ会社に対して、実効的な監査を行います。

 

6．監査等委員会の補助使用人

・監査等委員会の職務を補助するため、補助使用人を置きます。

・監査等委員会の補助使用人については、監査等委員以外の取締役からの独立性を確保します。

・監査等委員会の補助使用人については、監査等委員会による指示の実効性を確保します。
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7．監査等委員会への報告体制

・監査等委員会が関係者から報告を受けられる体制、並びに、監査等委員が業務及び財産の状況の調査をす

る際に関係者の協力を得られる体制を整備します。

・当社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実の監査等委員会への報告に関する体制を整備します。

・常勤監査等委員から監査等委員会への報告に関する体制を整備します。

・会計監査人及び内部監査部門から監査等委員会への報告に関する体制を整備します。

・監査等委員会への報告をした者が不利な取扱いを受けないことを確保する体制を整備します。

 

8．その他監査等委員会の監査の実効性を確保する体制

・監査等委員による社内の情報へのアクセスを確保します。

・会計監査人、内部監査部門及びグループ会社の監査役との連携を確保します。

・監査等委員以外の役員との情報交換及び意見交換を実施します。

・監査等委員の職務の執行に必要な費用は、会社が負担します。

・必要に応じて外部専門家との連携を図ることができるものとします。

 

Ⅱ　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

当社は、保険会社との間で会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当社取

締役を含む被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによっ

て生じる損害を当該保険契約によって塡補することとしております。ただし、被保険者が私的な利益又は便宜の

供与を違法に受けた場合、被保険者の犯罪行為、被保険者が法令違反を認識しながら行った行為等の場合を除き

ます。なお、保険料は当社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。

 

Ⅲ　取締役の定数

当社の取締役（監査等委員である者を除く。）は15名以内、監査等委員である取締役は3名以内とする旨を定款

で定めております。

 

Ⅳ　取締役の選任の決議要件

当社は取締役の選任決議について、監査等委員である取締役とそれ以外の取締役とを区別して、議決権を行使

することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款

に定めております。また、取締役の選任決議について、累積投票によらないものとする旨を定款に定めておりま

す。

 

Ⅴ　株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要

件について、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分

の2以上をもって行う旨を定款に定めております。

 

Ⅵ　剰余金の配当等の決定機関

当社は機動的な資本政策及び配当政策を図るため、剰余金の配当等会社法第459条第1項に定める事項について

は、法令に特段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によらず、取締役会の決議による旨を定款に定めてお

ります。
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(2) 【役員の状況】

①　役員一覧

男性5名　女性1名　（役員のうち女性の比率16.7％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

代表取締役

社長執行役員
高　原　豪　久 1961年7月12日

1991年 4月 当社入社

1995年 6月 取締役

1996年 4月 取締役　購買本部長兼国際本部副本部長

1997年 6月 常務取締役

1998年 4月 常務取締役　サニタリー事業本部長

2000年10月 常務取締役　経営戦略担当

2001年 6月 代表取締役社長

2004年 6月 代表取締役　社長執行役員（現）
　

（注）2 11,642.9

取締役

専務
高　久　堅　二 1960年10月5日

1983年 4月 当社入社

1997年 4月 マーケティング本部サニタリ―ビジネスグ

ループマーケティングディレクター

2000年10月 ベビー事業本部マーケティング部ディレク

ター

2002年 4月 上海尤妮佳有限公司副総経理兼市場部総監

2005年10月 グローバルマーケティング本部副本部長兼

フェミニンケア事業部長

2008年 4月 執行役員　グローバルマーケティング本部長

2014年12月 常務執行役員　グローバルマーケティング本

部長兼Country President, UNICHARM DO

BRASIL INDÚSTRIA E COMÉRCIO DE PRODUTOS

DE HIGIENE LTDA.

2017年 7月 常務執行役員 Managing Director, Unicharm

India Private Ltd.

2022年 1月 専務執行役員 共同CMO (Chief Marketing

Officer) 兼 Chairman, Unicharm India

Private Ltd. 兼 Unicharm Gulf Hygienic

Industries Co. Ltd.担当 兼 Unicharm

Middle East & North Africa Hygienic

Industries Company S.A.E.担当

2023年 3月 取締役 専務執行役員 マーケティング・営業

管掌

2023年 7月 取締役 専務執行役員 ライフタイムバリュー

推進部担当

2024年 1月 取締役 専務執行役員 Uni-Charm

Corporation Sdn. Bhd.担当

2025年 1月

 
2026年 2月

取締役 専務 共同CMO（Chief Marketing

Officer） 兼 マーケティング・営業管掌

取締役 専務 PT.UNI-CHARM INDONESIA Tbk担

当 兼 DSG International(Thailand) Public

Company Limited担当（現）
　

（注）2 105.7

取締役

専務執行役員

共同CIO (Chief Inclusion

Officer)

志　手　哲　也 1962年8月16日

1985年 4月 当社入社

1993年 4月 営業本部　営業企画部

2010年 4月 グローバル人事総務本部　副本部長

2016年 1月 執行役員　グローバル人事総務本部長

2019年 1月 執行役員　グローバル人事総務本部長 兼

CSR本部長 兼 企業倫理室長

2021年 1月 常務執行役員 CQO (Chief Quality

Officer) 兼 グローバル人事総務本部長

兼 ESG本部担当 兼 お客様相談センター担

当 兼 グローバル品質保証部担当

2022年 1月 専務執行役員 共同CIO（Chief Inclusion

Officer）兼 企画本部長 兼 お客様相談セ

ンター担当 兼 グローバル品質保証部担当

2024年 1月 専務執行役員 共同CIO（Chief Inclusion

Officer）兼 グローバル人事総務本部長

兼 秘書室担当（現）

2025年 3月 取締役 専務執行役員 共同CIO（Chief

Inclusion Officer） (現)
　

（注）2 71.4
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役

（監査等委員）
杉　田　浩　章 1961年2月14日

1983年 4月 株式会社日本交通公社

（現　株式会社JTB）入社

1994年 4月 株式会社ボストン・コンサルティング・グ

ループ

（現　ボストン・コンサルティング・グ

ループ合同会社）入社

2001年 1月 同社　パートナー＆マネージング・ディレ

クター

2006年11月 同社　日本オフィス統括責任者

2007年 5月 同社　シニア・パートナー＆マネージン

グ・ディレクター

2014年 1月 同社　アジアパシフィック・クライアント

チーム・リーダー

2016年 1月 同社　日本代表

2021年 1月 同社マネージング・ディレクター＆シニ

ア・パートナー

2021年 3月 当社　社外取締役（監査等委員）（現）

2022年 3月 株式会社Kaizen Platform　社外取締役

2023年 1月 ボストン・コンサルティング・グループ合

同会社シニア・アドバイザー（現）

2024年10月

2025年 6月

株式会社Luup 社外取締役（現）

カルビー株式会社 社外取締役（現）

株式会社エクサウィザーズ 社外取締役

（現）
　

（注）3 18.0

取締役

（監査等委員）

ル　ゾ　ン　

カ　典　子
1968年7月16日

2000年11月 米国Allstate Insurance Company入社

2005年 5月 米国W. W. Grainger, Inc. Associate

Market Manager at Marketing Analytics

2006年 6月 CFJ合同会社　マーケティングビジネスアナ

リティクス部長代理

2008年 5月 日興シティビジネスサービス株式会社

（現　シティグループ・サービス・ジャパン

合同会社）コンシューマー・マーケティン

グ　ビジネスアナリティクス部長

2008年 9月 シティバンク銀行株式会社（2017年10月解

散）個人金融部門　ディシジョン・マネージ

メント　バイスプレジデント

2014年 5月 エイゴン・ダイレクト＆アフィニティ・マー

ケティング・サービシズ株式会社

（現　エイゴンインサイトジャパン株式会

社）マーケティングディレクター

2015年 5月 メットライフ生命保険株式会社　AVP　アド

バンストデータアナリティクス部長

2017年11月 ソニー銀行株式会社　執行役員　データアナ

リティクス部長兼CXデザイン部担当

2019年 6月 同社　執行役員　マーケティングサイエンス

部長兼コンテンツ企画部担当

2020年 4月 同社　執行役員　DX戦略部、コンテンツ企画

部担当

2021年 4月 同社　執行役員　コンテンツ企画部長兼DX戦

略部担当

2021年11月 コスモエネルギーホールディングス株式会社

執行役員　CDO（Chief Digital Officer）

コーポレートDX戦略部長

2022年 4月 同社　常務執行役員　CDO　コーポレートDX

戦略部、コーポレートコミュニケーション

部、IT推進部担当（現）

2023年 3月 当社　社外取締役（監査等委員）（現）
　

（注）3 11.0
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役

（監査等委員）
淺　田　　茂 1949年3月20日

1973年 4月 松下電器産業株式会社

（現　パナソニック株式会社）入社

1994年 3月 パナソニックブラジル有限会社

常務取締役　チーフファイナンシャルオ

フィサー

1999年 4月 松下電器産業株式会社

（現　パナソニック株式会社）

経理部　税務保険グループ長

2004年 4月 パナソニックヨーロッパ株式会社

常務取締役　チーフファイナンシャルオ

フィサー

2006年 4月 松下電器産業株式会社

（現　パナソニック株式会社）

理事　監査部長

2009年 4月 株式会社IPSアルファテクノロジ（2023年9

月解散）常勤監査役

2013年 2月 当社　監査役室付　顧問

2013年 4月 当社　執行役員　経理財務本部長

2017年 3月 当社　取締役（監査等委員）

2019年 4月 当社　監査等委員会室　顧問

2021年 3月 当社　取締役（監査等委員）（現）
　

（注）3 10.0

計 11,858.9

（注）1．取締役（監査等委員）杉田浩章及びルゾンカ典子の両氏は、社外取締役であります。

2．2026年3月19日開催の定時株主総会の終結の時から1年間

3．2025年3月19日開催の定時株主総会の終結の時から2年間

 

②　社外役員の状況

当社は、2名の社外取締役を選任しております。当社と社外取締役及び社外取締役が役員を務める他の会社との間

に、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の特記すべき利害関係はございません。

当社は、監査等委員である社外取締役として、当社が定めた「独立取締役の選任基準」を満たす独立社外取締役を

選任しております。当社における「独立取締役の選任基準」の内容は次のとおりであります。

 

1．当社において、独立性を有する取締役（以下「独立取締役」という。）であるというためには、当社の業務執行

取締役又は執行役員、支配人その他の使用人（以下併せて「業務執行取締役等」と総称する。）であってはなら

ず、かつ、その就任の前10年間において（但し、その就任の前10年内のいずれかの時において当社の非業務執行

取締役（業務執行取締役に該当しない取締役をいう。以下同じ。）、監査役又は会計参与であったことがある者

にあっては、それらの役職への就任の前10年間において）当社の業務執行取締役等であった者であってはならな

い。

2．当社において、独立取締役であるというためには、当社の現在の子会社の業務執行取締役等であってはならず、

かつ、その就任の前10年間において（但し、その就任の前10年内のいずれかの時において当該子会社の非業務執

行取締役、監査役又は会計参与であったことがある者にあっては、それらの役職への就任の前10年間において）

当該子会社の業務執行取締役等であってはならない。

3．当社において、独立取締役であるというためには、以下のいずれかに該当する者であってはならない。

①当社又はその子会社の現在の主要株主（議決権所有割合10％以上の株主をいう。以下同じ。）、又は、当該主

要株主が法人である場合には当該主要株主又はその親会社若しくは重要な子会社の取締役、監査役、会計参

与、執行役、理事、執行役員又は支配人その他の使用人

②最近5年間において、当社又はその子会社の現在の主要株主又はその親会社若しくは重要な子会社の取締役、監

査役、会計参与、執行役、理事、執行役員又は支配人その他の使用人であった者

③当社又はその子会社が現在主要株主である会社の取締役、監査役、会計参与、執行役、執行役員又は支配人そ

の他の使用人

4．当社において、独立取締役であるというためには、以下のいずれかに該当する者であってはならない。

①当社又はその子会社を主要な取引先とする者（その者の直近事業年度における年間連結総売上高の2％以上の支

払いを、当社又はその子会社から受けた者。以下同じ。）又はその親会社若しくは重要な子会社、又はそれら

の者が会社である場合における当該会社の業務執行取締役、執行役、執行役員若しくは支配人その他の使用人

②直近事業年度に先行する3事業年度のいずれかにおいて、当社又はその子会社を主要な取引先としていた者（そ

の者の直近事業年度における年間連結総売上高の2％以上の支払いを、当社又はその子会社から受けていた者。
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以下同じ。）又はその親会社若しくは重要な子会社、又は、それらの者が会社である場合における当該会社の

業務執行取締役、執行役、執行役員若しくは支配人その他の使用人

③当社又はその子会社の主要な取引先である者（当社又はその子会社に対して、当社の直近事業年度における年

間連結総売上高の2％以上の支払いを行っている者。以下同じ。）又はその親会社若しくは重要な子会社、又

は、それらの者が会社である場合における当該会社の業務執行取締役、執行役、執行役員若しくは支配人その

他の使用人

④直近事業年度に先行する3事業年度のいずれかにおいて、当社又はその子会社の主要な取引先であった者（当社

又はその子会社に対して、当社の対象事業年度の直近事業年度における年間連結総売上高の2％以上の支払いを

行っていた者。以下同じ。）又はその親会社若しくは重要な子会社、又は、それらの者が会社である場合にお

ける当該会社の業務執行取締役、執行役、執行役員若しくは支配人その他の使用人

⑤当社又はその子会社から一定額（過去3事業年度の平均で年間10百万円又は当該組織の平均年間総費用の30％の

いずれか大きい額）を超える寄付又は助成を受けている組織（例えば、公益財団法人、公益社団法人、非営利

法人等）の理事（業務執行にあたる者に限る。）その他の業務執行者（当該組織の業務を執行する役員、社員

又は使用人をいう。以下同じ。）

5．当社において、独立取締役であるというためには、当社又はその子会社から取締役（常勤・非常勤を問わな

い。）を受け入れている会社又はその親会社若しくは子会社の取締役、監査役、会計参与、執行役又は執行役員

であってはならない。

6．当社において、独立取締役であるというためには、以下のいずれかに該当する者であってはならない。

①当社又はその子会社の資金調達において必要不可欠であり、代替性がない程度に依存している金融機関その他

の大口債権者（以下「大口債権者等」という。）又はその親会社若しくは重要な子会社の取締役、監査役、会

計参与、執行役、執行役員又は支配人その他の使用人

②最近3年間において当社又はその子会社の現在の大口債権者等又はその親会社若しくは重要な子会社の取締役、

監査役、会計参与、執行役、執行役員又は支配人その他の使用人であった者

7．当社において、独立取締役であるというためには、以下のいずれかに該当する者であってはならない。

①現在当社又はその子会社の会計監査人又は会計参与である公認会計士（若しくは税理士）又は監査法人（若し

くは税理士法人）の社員、パートナー又は従業員である者

②最近3年間において、当社又はその子会社の会計監査人又は会計参与であった公認会計士（若しくは税理士）又

は監査法人（若しくは税理士法人）の社員、パートナー又は従業員であって、当社又はその子会社の監査業務

を実際に担当（但し、補助的関与は除く。）していた者（現在退職又は退所している者を含む。）

③上記①又は②に該当しない弁護士、公認会計士又は税理士その他のコンサルタントであって、役員報酬以外

に、当社又はその子会社から、過去3年間の平均で年間10百万円以上の金銭その他の財産上の利益を得ている者

④上記①又は②に該当しない法律事務所、監査法人、税理士法人又はコンサルティング・ファームその他の専門

的アドバイザリー・ファームであって、当社又はその子会社を主要な取引先とするファーム（過去3事業年度の

平均で、そのファームの連結総売上高の2％以上の支払いを当社又はその子会社から受けたファーム。以下同

じ。）の社員、パートナー、アソシエイト又は従業員である者

8．当社において独立取締役であるというためには、以下のいずれかに該当する者であってはならない。

①当社又はその子会社の取締役、執行役員又は支配人その他の重要な使用人の配偶者又は二親等内の親族若しく

は同居の親族

②最近5年間において当社又はその子会社の取締役、執行役員又は支配人その他の重要な使用人であった者の配偶

者又は二親等内の親族若しくは同居の親族

③当社又はその子会社の現在の主要株主又はその取締役、監査役、会計参与、執行役、理事、又は執行役員の配

偶者又は二親等内の親族若しくは同居の親族

④最近5年間において、当社又はその子会社の現在の主要株主又はその取締役、監査役、会計参与、執行役、理事

又は執行役員であった者の配偶者又は二親等内の親族若しくは同居の親族

⑤当社又はその子会社が現在主要株主である会社の取締役、監査役、会計参与、執行役又は執行役員の配偶者又

は二親等内の親族若しくは同居の親族

⑥当社又はその子会社を主要な取引先とする者（個人）の配偶者又は二親等内の親族若しくは同居の親族、又

は、当社又はその子会社を主要な取引先とする会社の業務執行取締役、執行役又は執行役員の配偶者又は二親

等内の親族若しくは同居の親族

⑦最近3年間のいずれかの事業年度において当社又はその子会社を主要な取引先としていたもの（個人）の配偶者

又は二親等内の親族若しくは同居の親族、又は、最近3年間のいずれかの事業年度において当社又はその子会社

を主要な取引先としていた会社の業務執行取締役、執行役又は執行役員の配偶者又は二親等内の親族若しくは

同居の親族

⑧当社又はその子会社の主要な取引先（個人）の配偶者又は二親等内の親族若しくは同居の親族、又は、当社又

はその子会社の主要な取引先である会社の業務執行取締役、執行役又は執行役員の配偶者又は二親等内の親族

若しくは同居の親族
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⑨最近3年間のいずれかの事業年度において当社又はその子会社の主要な取引先であった者（個人）の配偶者又は

二親等内の親族若しくは同居の親族、又は、最近3年間のいずれかの事業年度において当社又はその子会社の主

要な取引先であった会社の業務執行取締役、執行役又は執行役員の配偶者又は二親等内の親族若しくは同居の

親族

⑩当社又はその子会社から一定額（過去3年間の平均で10百万円又は当該組織の年間総費用の30％のいずれか大き

い額）を超える寄付又は助成を受けている組織（例えば、公益財団法人、公益社団法人、非営利法人等）の理

事（業務執行にあたる者に限る。）その他の業務執行者の配偶者又は二親等内の親族若しくは同居の親族

⑪当社又はその子会社の現在の大口債権者等の取締役、監査役、会計参与、執行役又は執行役員の配偶者又は二

親等内の親族若しくは同居の親族

⑫最近3年間において、当社又はその子会社の現在の大口債権者等の取締役、監査役、会計参与、執行役又は執行

役員であった者の配偶者又は二親等内の親族若しくは同居の親族

⑬その配偶者又は二親等内の親族若しくは同居の親族が、当社又はその子会社の会計監査人又は会計参与である

公認会計士（若しくは税理士）又は監査法人（若しくは税理士法人）の社員又はパートナーである者に該当す

る者

⑭その配偶者又は二親等内の親族若しくは同居の親族が、当社又はその子会社の会計監査人又は会計参与である

公認会計士（若しくは税理士）又は監査法人（若しくは税理士法人）の従業員であって、当社又はその子会社

の監査業務を現在実際に担当（但し、補助的関与は除く。）している者に該当する者

⑮その配偶者又は二親等内の親族若しくは同居の親族が、最近3年間において、当社又はその子会社の会計監査人

又は会計参与である公認会計士（若しくは税理士）又は監査法人（若しくは税理士法人）の社員若しくはパー

トナー又は従業員であって、当該期間において、当社又はその子会社の監査業務を実際に担当（但し、補助的

関与は除く。）していたものに該当する者

⑯その配偶者又は二親等内の親族若しくは同居の親族が、上記第8項の①又は②に該当しない弁護士、公認会計士

又は税理士その他のコンサルタントであって、役員報酬以外に、当社又はその子会社から、過去3年間の平均で

年間10百万円以上の金銭その他の財産上の利益を得ている者に該当する者、又は、上記第8項の①又は②に該当

しない法律事務所、監査法人、税理士法人又はコンサルティング・ファームその他の専門的アドバイザリー・

ファームであって、当社又はその子会社を主要な取引先とするファームの社員又はパートナーに該当する者

9．当社において、独立取締役であるというためには、その他、当社の一般株主全体との間で上記第1項から第8項ま

でで考慮されている事由以外の事情で恒常的に実質的な利益相反が生じる恐れのない人物であることを要する。

10．仮に上記第3項から第8項までのいずれかに該当する者であっても、当該人物の人格、識見等に照らし、当社の独

立取締役としてふさわしいと当社が考える者については、当社は、当該人物が会社法上の社外取締役の要件を充

足しており、かつ、当該人物が当社の独立取締役としてふさわしいと考える理由を、対外的に説明することを条

件に、当該人物を当社の独立取締役とすることができるものとする。

11．当社において、現在独立取締役の地位にある者が、独立取締役として再任されるためには、通算の在任期間が10

年間を超えないことを要する。

 

当社は、企業経営に関する知識・経験を重視して社外取締役を選任しており、社外取締役は有効に機能していると

考えております。

 

③　社外取締役による監督と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関係

当社の社外取締役は、いずれも監査等委員であり、監査等委員会の構成員として監査等の機能を果たしておりま

す。また、当社の社外取締役は、取締役会の構成員として取締役の職務執行の監督及び重要な業務執行の決定等の役

割を果たしております。内部監査及び会計監査人との相互連携並びに内部統制部門との関係については「（3）監査

の状況　②内部監査の状況」をご参照下さい。
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(3) 【監査の状況】

①　監査等委員会監査の状況

Ⅰ　組織・人員

当社の監査等委員会は、非業務執行取締役である常勤の監査等委員1名及び社外取締役である監査等委員2名の合

計3名で構成されております。

社外取締役監査等委員である杉田浩章氏は大手外資系コンサルティング会社であるボストン・コンサルティン

グ・グループの日本代表及びマネージング・ディレクター＆シニア・パートナーを務め、現在もシニア・アドバイ

ザーとして活躍するとともに、カルビー㈱の社外取締役を務めるなど、企業経営・コーポレート・ガバナンスに関

する知識を活用する業務を経験しており、企業経営及びコーポレート・ガバナンスに関する相当程度の知見を有し

ております。

社外取締役監査等委員であるルゾンカ典子氏は、海外・外資系大手金融機関において、長年にわたり、実務及び

マネジメントを務めており、企業経営戦略及び企業ガバナンスに関する高い識見を有しております。また、ソニー

銀行㈱やコスモエネルギーホールディングス㈱においても、DX戦略の強化・DX人材の育成、データドリブン経営基

盤の構築を推進しており、DX戦略に関する高い識見を有しております。

常勤の監査等委員である淺田茂氏は、パナソニック㈱グローバル本社内部監査部門長・税務部門長、海外会社経

理担当役員の経験に加え、当社の執行役員経理財務本部長を経験しており、財務及び会計に関する十分な知見を有

しております。

監査等委員会は、経営監査部からの報告その他内部統制システムを通じた報告に基づき、必要に応じて別段の報

告を求め、意見を述べるなど、組織的な監査を実施しております。

 

Ⅱ　監査等委員会の活動状況

1．開催頻度

当社の監査等委員会は、基本的に毎月1回開催するほか、必要に応じて随時開催しております。

2．具体的な検討内容

当事業年度において、次のような決議と報告がされました。

決議：監査等委員会監査計画・職務分担、会計監査人の再任・不再任、会計監査人の報酬等の同意、監査等委員

会監査報告等

報告：取締役会議案事前確認、会計監査人の監査計画及び監査報告、経営監査部の内部統制及び監査報告、並び

に国内外子会社の戦略、財務状況及び事業再編に関する報告等

3．監査等委員の出席状況

当事業年度に実施した監査等委員会の出席状況については次のとおりです。

また、監査等委員会の平均所要時間は、60分程度です。

氏名 開催回数（注） 出席回数（注）

杉田　　　浩章 11回 11回（100％）

ルゾンカ　典子 11回 11回（100％）

淺田　　　　茂 11回 11回（100％）

（注）在任期間中の開催日数に基づきます。

4．常勤監査等委員の活動

当社の常勤監査等委員は、社内の情報収集に努め、経営者の情報発信のモニタリング、定期的に開催される業務

執行会、全社大綱並びに国内外子会社毎の経営計画を審議する諮問会議への出席、事業報告、計算関係書類、連

結計算書類及び附属明細書の監査、重要な決裁書類・契約書等の閲覧等を行い、適時に経営監査部からの報告を

聴取し、会計監査人との定期的な会合を通じ、会計監査人の監査の方法、結果が相当であるか否か、また会計監

査人の内部統制が整備されているかを確認し、非常勤の社外監査等委員と情報を共有しつつ、内部統制システム

の運用状況をチェックしその適正性を監査しております。

 

②　内部監査の状況

当社は、内部監査部門として、代表取締役社長執行役員直轄の経営監査部（7名）を設置しております。経営監

査部は執行部門に対して内部監査を実施し、指摘事項とその改善案を記載した内部監査報告書を作成し、代表取締

役社長執行役員及び監査等委員会に報告するとともに、被監査部門に提出します。不備事項が指摘された場合は、

改善計画が立案・実行され、経営監査部がその改善結果を監視する体制をとっております。

経営監査部、監査等委員会及び会計監査人は、情報・意見交換等を行うための会合を定期的に開催しておりま

す。また、これらによる監査は、内部統制部門による内部統制システムの構築・運用状況を監査対象に含めており

ます。

 

③　会計監査の状況
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Ⅰ　監査法人の名称

有限責任 あずさ監査法人

 

Ⅱ　継続監査期間

3年間

 

Ⅲ　業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員　業務執行社員：近藤　　敬

指定有限責任社員　業務執行社員：東　　大夏

指定有限責任社員　業務執行社員：中川　大輔

 

Ⅳ　監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士35名、その他70名です。

 

Ⅴ　監査法人の選定方針と理由

会計監査人の選定にあたっては、当社の監査等委員会が、会計監査人の監査体制、独立性及び専門性等を勘案し

決定しております。この方針に基づき、当事業年度の会計監査人に有限責任 あずさ監査法人を再任することが妥

当と判断いたしました。

また、会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当すると判断した場合、監査等委員会は、監査等委

員全員の同意により会計監査人を解任いたします。会計監査人の再任の可否については、会計監査人の適格性、独

立性及び職務の遂行状況等に留意し、毎期検討を行います。その結果、不再任が妥当と判断した場合、監査等委員

会は、会計監査人の不再任に関する株主総会提出議案の内容を決定いたします。

 

Ⅵ　監査等委員会による監査法人の評価

監査等委員会は、会計監査の適正性及び信頼性を確保するため、会計監査人が公正不偏の態度及び独立の立場を

保持し、職業的専門家として適切な監査を実施しているかを確認し評価しております。

 

④　監査報酬の内容等

Ⅰ　監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 179 － 187 －

連結子会社 14 － 15 －

計 194 － 201 －

 

Ⅱ　監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（Ⅰを除く）

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 － 20 － 20

連結子会社 285 6 310 15

計 285 25 310 35

上記の報酬に関する前連結会計年度及び当連結会計年度における非監査業務の内容は、各種アドバイザリー業務

です。
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Ⅲ　その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

開示すべき重要な報酬がないため、記載を省略しております。

 

Ⅳ　監査報酬の決定方針

前連結会計年度、当連結会計年度ともに、規模・特性・監査日数等を勘案した上で監査報酬額を決定しておりま

す。

 

Ⅴ　監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積もりの算出根拠などが適

切であるかどうかについて必要な検証を行った結果、会計監査人の独立性、監査品質及び実効性が確保されている

と判断し、会計監査人の報酬等の額について同意いたしました。

 

(4) 【役員の報酬等】

1．役員の個人別の報酬等の決定に関する方針の決定方法

当社の役員の個人別の報酬等の決定に関する方針は、決定プロセスの透明性及び客観性確保を目的に、代表取

締役1名及び非業務執行取締役1名、独立社外取締役2名で構成し、独立社外取締役が半数を占め、また独立社外

取締役が委員長を務める報酬委員会で審議した結果を、取締役会に諮って決定しております。

 

[基本方針]

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び執行役員の報酬等及びその方針はその役

割と責務にふさわしい水準となるよう、業績及び企業価値の向上に対する動機付けや、優秀な人

材の確保等を総合的に判断して決定しております。

攻めの経営を促し、経営戦略の完遂、経営計画の達成に向けた役員報酬に関する基本的な考え方

は以下記載のとおりであります。

 

[役員報酬基本ポリシー]

① 持続的成長と中長期的な企業価値の向上に資するものであること

② 経営計画の完遂、会社業績の達成を動機付ける業績連動性の高い報酬制度であること

③ 経営を担う「人材」に対してアトラクション＆リテンションできる報酬水準であること

④ 報酬の決定プロセスは透明性・客観性の高いものであること

 

[役員報酬水準の考え方]

①
外部環境や市場環境の変化に対して迅速な対応を行うため国内外の同業・同規模他業種の企

業の役員報酬水準をベンチマークし、当社の財務状況を踏まえて設定

② 金銭報酬の目標値を上位25％、中長期目線の株式報酬を合算した目標値を上位10％に設定

 

2．役員の個人別の報酬等の決定に関する方針の内容の概要

当社の取締役の個人別の報酬等の決定に関する方針の内容の概要は以下のとおりであります。

 

①役員の報酬制度の概要

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び執行役員の報酬は、基本報酬（金銭）と業績連動報酬

で構成され、業績連動報酬は、短期的なインセンティブである金銭報酬と中長期的なインセンティブである譲渡

制限付株式報酬で構成されております。また、基本報酬は職責の大きさに応じた役職ごとに決定しております。

なお、業務執行から独立した立場である独立社外取締役及び監査等委員である取締役の報酬は、客観的な立場

に基づく当社経営に対する監督及び助言の役割を考慮し、固定報酬のみとしております。

また、2015年3月27日開催の第55回定時株主総会にて、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の

報酬等の額（総額）を年額1,000百万円以内（当該定めに係る員数は8名）、監査等委員である取締役の報酬等の

額（総額）を年額100百万円以内（当該定めに係る員数は3名）とする旨、2020年3月25日開催の第60回定時株主

総会にて、譲渡制限付株式報酬枠を年額250百万円以内（当該定めに係る員数は3名）とする（ただし1,000百万

円の内枠とする。）旨の承認を受けております。
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[役員報酬の構成]

 

 

・基本報酬（金銭） ：市場競争力の確保を目的とし、職責の大きさに応じた役職ごとのベンチマークに

よって決定し、月額固定報酬として支給します。

・業績連動報酬（金銭） ：短期的な（1年間）インセンティブとして、その期間の業績結果に応じて、基本報

酬の金額の0％～200％（10段階）の範囲で決定し、評価年度（1月～12月）の実績

に応じて翌年4月～翌々年3月の期間に月払で支給します。

・譲渡制限付株式報酬 ：中長期的な企業価値向上を図るインセンティブとして、評価年度（1～12月）の業

績結果に応じて、翌年4月に基本報酬の金額の33％～100％に相当する譲渡制限付

株式を割り当てます。譲渡制限期間は3年間となります。

 

[役員報酬の評価指標・考え方及び当事業年度の目標・実績]

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び執行役員の業績連動報酬（金銭）及び譲渡制限付株式

報酬を決定する際の業績結果の評価指標（ESG評価を含む4項目8テーマ）及び当事業年度の目標・実績は以下のと

おりであります。

なお、職責の大きさに応じた役職ごとに評価ウェイトを設定しております。例えば、代表取締役は全社業績を

50％、全社重点戦略を50％に、また、ライン部門の役付執行役員は全社業績及び担当部門業績を各30％、全社重

点戦略及び担当部門重点戦略を各20％としております。

また、2020年度より新たに指標に加えましたESG評価は、FTSE JPX Blossom Japan Indexの採用やESGスコアの

改善など、可能な限り定量的な評価に努めております。またグループの中長期ESG目標である「Kyo-sei Life

Vision 2030」を推進することで、GPIF採用ESG指数における5指数の構成銘柄に選定されました。さらには、「第

6回ESGファイナンス・アワード・ジャパン 環境サステナブル企業」選定、「SOMPOサステナビリティ・インデッ

クス」構成銘柄選定、「CDP2024」の3分野で最高評価「Aリスト」獲得及び「サプライヤー・エンゲージメント・

リーダー」選定、「Sustainable Japan Award 2025」ESG部門で優秀賞初受賞、「D&I AWARD 2025」3年連続「ベ

ストワークプレイス」認定など、多方面で高い評価を得ております。「事業そのものがESG」の浸透を加速させ、

更なる企業価値向上に努めております。
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No. 評価指標 Accountability 評価ウェイト 目標 実績 評価

1
全社業績

（経営計画）

1-1 全社売上高

20～50％

974,000百万円

(昨比98.5％)

945,268百万円

(昨比95.6％)
97.1％

1-2 全社コア営業利益
120,000百万円

(昨比86.7％)

108,884百万円

(昨比78.6％)
90.7％

1-3 親会社の所有者に帰属する当期利益
85,100百万円

(昨比104.0％)

65,212百万円

(昨比79.7％)
76.6％

2 担当部門業績
2-1 担当部門売上高

0～40％
（部門毎） （部門毎） －

2-2 担当部門利益 （部門毎） （部門毎） －

3 全社重点戦略
3-1 役員自身で実行する優先戦略

20～50％
（役員毎） （役員毎） －

3-2 ESG評価（専門機関の評価等） （役員毎） （役員毎） －

4 担当部門重点戦略 4 担当部門の最優先戦略 0～40％ （部門毎） （部門毎） －

(注)目標は、2025年8月5日公表の修正後連結業績予想となります。

 

[各評価指標の考え方]

1．当社の取り組みを業績面で評価する指標

2．役員それぞれの取り組みを業績面で評価する指標

3．当社の優先戦略に対する取り組みを評価する指標（定性評価を含む。）

4．役員それぞれの優先戦略に対する取り組みを評価する指標（定性評価を含む。）

 

[譲渡制限付株式割当契約の内容]

「譲渡制限付株式報酬」は、対象取締役及び執行役員が当社から支給された金銭債権の全部を現物出資財産と

して払込み、当社の普通株式について発行または処分を受ける制度です。対象取締役及び執行役員と当社の間で

は、譲渡制限付株式割当契約を締結いたします。

1 譲渡制限期間

対象取締役及び執行役員は、割当てを受けた日から3年間（以下

「譲渡制限期間」という。）、割当てを受けた当社の株式（以下

「本割当株式」という。）について、譲渡、担保権の設定その他の

処分をしてはならない（以下「譲渡制限」という。）。

2 退任時の取扱い

対象取締役及び執行役員が譲渡制限期間を満了する前に当社の取締

役及び執行役員その他当社の取締役会が予め定める地位を退任又は

退職した場合には、その退任又は退職につき、任期満了、死亡その

他正当な理由がある場合を除き、当社は、本割当株式を当然に無償

で取得する。

3 譲渡制限の解除

当社は、対象取締役及び執行役員が譲渡制限期間中継続して当社の

取締役及び執行役員その他当社の取締役会が予め定める地位にあっ

たことを条件として、本割当株式の全部について、譲渡制限期間が

満了した時点をもって譲渡制限を解除する。ただし、当該対象取締

役及び執行役員が、上記2に定める任期満了、死亡その他正当な理

由により、譲渡制限期間が満了する前に当社の取締役及び執行役員

その他当社の取締役会が予め定める地位を退任又は退職した場合に

は、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡制限を解除する時

期を、必要に応じて合理的に調整する。また、当社は、上記の規定

に従い譲渡制限が解除された直後の時点において、なお譲渡制限が

解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

4 クローバック条項

対象取締役及び執行役員は、重大な不正会計や巨額損失が発生した

場合等には、その責任に応じ、累積した本割当株式の全部又は一部

を無償返還する。

5 その他の事項
譲渡制限付株式割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会

において定めるものとする。
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②取締役の個人別の報酬額の決定方法

取締役の個人別の報酬額については、取締役個々の貢献実績に基づいた正しい評価とすることを目的に、各指

標に基づいた評価結果を報酬委員会に報告し審議した上で、取締役会の決議により一任された代表取締役（高原

豪久）が決定しております。

 

③固定報酬、賞与及び譲渡制限付株式報酬の割合及び額の決定に関する方針

固定報酬、業績連動報酬、株式報酬の算定方法及び割合、それぞれの報酬を与える時期、決定の委任者と内容

については、2021年2月22日開催の報酬委員会にて、取締役会で決定すべきこととして整理した上で、その内容

について同日開催の取締役会で決議しております。

 

3．当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関する方針に沿

うものであると取締役会が判断した理由

当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が

取締役会で決議された決定方針と整合していることや、報酬委員会からの答申が尊重されていることを確認して

おり、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

 

4．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役　員　区　分
報酬等の総額

(百万円)

報酬等の種類別の総額

(百万円)
対象となる

役員の員数(名)
基本報酬 業績連動報酬

非金銭報酬等

譲渡制限付

株式報酬

取締役

（監査等委員を除く。）

（社外取締役を除く。）

535 184 184 166 4

取締役（監査等委員）

（社外取締役を除く。）
8 8 － － 1

社外取締役 21 21 － － 2

（注）1．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の総額には、取締役（監査等委員である取締役を

除く。）4名に付与した譲渡制限付株式報酬に係る費用計上額166百万円が含まれております。

2．当社の役員報酬は、会社法施行に伴い2007年6月26日開催の第47回定時株主総会にて、役員退職慰労金

を廃止し役員賞与を報酬へ組み込むことの決議を得ており、年間報酬総額のみであります。

 

5．報酬等の総額が1億円以上である者の報酬等の総額等

氏名 役員区分 会社区分

報酬等の種類別の総額

(百万円)
連結報酬等の総額

(百万円)
基本報酬 業績連動報酬

非金銭報酬等

譲渡制限付

株式報酬

高原　豪久 代表取締役　社長執行役員 提出会社 150 111 129 390

（注）当社の役員報酬は、会社法施行に伴い2007年6月26日開催の第47回定時株主総会にて、役員退職慰労金を廃

止し役員賞与を報酬へ組み込むことの決議を得ており、年間報酬総額のみであります。
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(5) 【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、投資株式の区分について、専ら株式の価値の変動または配当の受領によって利益を得ることを目的とし

て保有する投資株式を純投資目的である投資株式、それ以外の投資株式を純投資目的以外の目的である投資株式に

区分しております。

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

Ⅰ　保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内容

当社は、企業価値の増加に資するか否かという観点から、配当や取引関係の維持・強化等によって得られる便益

とリスク、資本コスト等を総合的に勘案し、必要最小限の株式を保有します。

また、個別の銘柄について、保有目的の希薄化有無や保有に伴う便益、リスクが資本コストに見合っているか、

取締役会において保有の適否を毎年検証しています。検証の結果、保有の合理性がないと判断した株式について

は、市場への影響等を総合的に考慮のうえ、適宜売却します。

 

Ⅱ　銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 13 346

非上場株式以外の株式 21 21,294

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 2 101

取引先持株会を通じた株式の取得、及び事業活

動の円滑化、取引関係の維持・強化を目的とし

た株式の取得

非上場株式以外の株式 2 11

取引先持株会を通じた株式の取得、及び事業活

動の円滑化、取引関係の維持・強化を目的とし

た株式の取得

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 1 2

非上場株式以外の株式 2 878
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Ⅲ　特定投資株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

住友不動産㈱

2,438,000 1,219,000
不動産施設の賃借取引等を行っており、

事業活動の円滑化、取引関係の維持・強

化を目的として保有

なお、株式分割により株式数が増加

有

9,586 6,022

㈱いよぎんホール

ディングス

1,017,640 1,017,640 資金調達、決済等の資金取引を行ってお

り、事業活動の円滑化、取引関係の維

持・強化を目的として保有

有
2,597 1,562

㈱三菱ＵＦＪフィナ

ンシャル・グループ

904,050 904,500 資金調達、決済等の資金取引を行ってお

り、事業活動の円滑化、取引関係の維

持・強化を目的として保有

有
2,254 1,669

イオン㈱

764,682 252,824

製品販売取引を行っており、事業活動の

円滑化、取引関係の維持・強化を目的と

して保有

なお、持株会を通じた株式の取得及び株

式分割により株式数が増加

無

1,894 934

㈱ひろぎんホール

ディングス

837,550 837,550 資金調達、決済等の資金取引を行ってお

り、事業活動の円滑化、取引関係の維

持・強化を目的として保有

有
1,325 974

㈱瑞光
980,400 980,400 設備購入取引を行っており、事業活動の

円滑化、取引関係の維持・強化を目的と

して保有

有
992 1,253

㈱あらた

225,590 451,090
製品販売取引を行っており、事業活動の

円滑化、取引関係の維持・強化を目的と

して保有

保有する株式の一部を市場売却しており

ます

有

695 1,430

㈱エフピコ
159,000 159,000 製品販売取引を行っており、事業活動の

円滑化、取引関係の維持・強化を目的と

して保有

無
418 444

㈱プラネット
300,800 300,800 製品流通システムの構築委託等を行って

おり、事業活動の円滑化、取引関係の維

持・強化を目的として保有

無
382 376

㈱ツルハホールディ

ングス

100,000 20,000
製品販売取引を行っており、事業活動の

円滑化、取引関係の維持・強化を目的と

して保有

なお、株式分割により株式数が増加

無

288 175

㈱バローホールディ

ングス

59,504 59,504 製品販売取引を行っており、事業活動の

円滑化、取引関係の維持・強化を目的と

して保有

無
201 130

㈱クリエイトSDホー

ルディングス

60,000 60,000 製品販売取引を行っており、事業活動の

円滑化、取引関係の維持・強化を目的と

して保有

無
200 169

㈱マツキヨココカ

ラ＆カンパニー

51,000 51,000 製品販売取引を行っており、事業活動の

円滑化、取引関係の維持・強化を目的と

して保有

無
138 118
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銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

コーナン商事㈱
20,000 20,000 製品販売取引を行っており、事業活動の

円滑化、取引関係の維持・強化を目的と

して保有

無
80 72

㈱カワチ薬品
20,000 20,000 製品販売取引を行っており、事業活動の

円滑化、取引関係の維持・強化を目的と

して保有

無
60 51

エコートレーディン

グ㈱

55,000 55,000 製品販売取引を行っており、事業活動の

円滑化、取引関係の維持・強化を目的と

して保有

無
51 51

ハリマ共和物産㈱
26,400 26,400 製品販売取引を行っており、事業活動の

円滑化、取引関係の維持・強化を目的と

して保有

無
51 51

UNQ Holdings

Limited

598,400 598,400 製品販売取引を行っており、事業活動の

円滑化、取引関係の維持・強化を目的と

して保有

無
34 19

BABY JOB㈱
155,780 155,780 製品販売取引を行っており、事業活動の

円滑化、取引関係の維持・強化を目的と

して保有

無
18 18

ミニストップ㈱

7,144 6,895
製品販売取引を行っており、事業活動の

円滑化、取引関係の維持・強化を目的と

して保有

なお、持株会を通じた株式の取得により

株式数が増加

無

15 12

DCMホールディング

ス㈱

9,010 －
製品販売取引を行っており、事業活動の

円滑化、取引関係の維持・強化を目的と

して保有

㈱エンチョー株式との株式交換により取

得しております。

無

15 －

ＣＢグループマネジ

メント㈱

－ 20,042
製品販売取引を行っており、事業活動の

円滑化、取引関係の維持・強化を目的と

して保有

保有する全ての株式を市場売却しており

ます。

有

－ 102

㈱エンチョー
－ 10,491 DCMホールディングス㈱株式との株式交

換を実施しております。
無

－ 9

（注）各銘柄の定量的な保有効果の記載は実務上困難なため記載を省略しております。なお、保有の合理性は保有目的

の希薄化有無確認や保有に伴う便益、リスクが資本コストに見合っているかを基準に2025年11月の取締役会にて

検証しております。
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みなし保有株式

該当事項はありません。

 

③　保有目的が純投資目的である投資株式

区分

当事業年度 前事業年度

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 － － － －

非上場株式以外の株式 2 21,771 2 21,710

 

区分

当事業年度

受取配当金の
合計額（百万円）

売却損益の
合計額（百万円）

評価損益の
合計額（百万円）

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 630 － △4,528
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第5【経理の状況】

1　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）第312条の規定により、IFRSに準拠して作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1963年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

2　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、連結会計年度（2025年1月1日～2025年12月31日）の連

結財務諸表及び事業年度（2025年1月1日～2025年12月31日）の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による

監査を受けております。

 

3　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組及びIFRSに基づいて連結財務諸表等を適正に

作成することができる体制の整備について

　当社は、以下のとおり連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組及びIFRSに基づいて連結財務諸表等

を適正に作成するための体制の整備を行っております。

 

(1）会計基準等の内容を適切に把握し、または、会計基準等の変更等に的確に対応できる体制を整備するため、公益

財団法人財務会計基準機構に加入し、同機構が開催するセミナー等に参加しております。

 

(2）適正な連結財務諸表を作成するにあたっては、IFRSに準拠したグループ会計方針及び会計指針を作成し、それら

に基づいて会計処理を行っております。
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1【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結財政状態計算書】

   （単位：百万円）

 注記
前連結会計年度
(2024年12月31日)

当連結会計年度
(2025年12月31日)

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物 7,32 261,054 253,092

売上債権及びその他の債権 8,32 168,631 154,762

棚卸資産 9 121,133 123,344

その他の金融資産 32 107,695 100,279

その他の流動資産  12,528 10,167

流動資産合計  671,040 641,644

    

非流動資産    

有形固定資産 10,12 293,230 275,748

無形資産 11 101,091 97,059

繰延税金資産 15 16,263 16,966

持分法で会計処理されている投資 14 18,649 19,584

その他の金融資産 32 117,571 160,589

その他の非流動資産 19 22,129 11,585

非流動資産合計  568,933 581,532

資産合計  1,239,973 1,223,176
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   （単位：百万円）

 注記
前連結会計年度
(2024年12月31日)

当連結会計年度
(2025年12月31日)

負債及び資本    

負債    

流動負債    

仕入債務及びその他の債務 18,32 231,399 221,583

借入金 16,32 20,994 3,488

未払法人所得税  17,020 10,268

その他の金融負債 17,32 7,367 8,993

その他の流動負債 20 24,806 19,602

流動負債合計  301,585 263,933

    

非流動負債    

借入金 16,32 5,857 7,567

繰延税金負債 15 14,051 15,312

退職給付に係る負債 19 13,490 15,942

その他の金融負債 17,32 25,765 23,368

その他の非流動負債  5,514 5,795

非流動負債合計  64,678 67,984

負債合計  366,263 331,917

    

資本    

親会社の所有者に帰属する持分    

資本金 21 15,993 15,993

資本剰余金 21 11,405 11,582

利益剰余金 21 766,342 801,367

自己株式 21 △119,412 △140,428

その他の資本の構成要素 21 98,734 106,191

親会社の所有者に帰属する持分合計  773,062 794,705

非支配持分  100,649 96,554

資本合計  873,711 891,259

負債及び資本合計  1,239,973 1,223,176
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

   （単位：百万円）

 注記
 前連結会計年度
(自　2024年 1月 1日
　至　2024年12月31日)

 当連結会計年度
(自　2025年 1月 1日
　至　2025年12月31日)

売上高 6,23 988,981 945,268

売上原価 25 △599,072 △575,710

売上総利益  389,909 369,558

販売費及び一般管理費 24,25 △251,446 △260,674

その他の収益 26 1,872 9,505

その他の費用
13,14,

26
△5,572 △16,410

金融収益 27 9,716 7,335

金融費用 27 △9,942 △3,928

税引前当期利益  134,537 105,386

法人所得税費用 15 △39,309 △34,529

当期利益  95,227 70,858

    

当期利益の帰属    

親会社の所有者  81,842 65,212

非支配持分  13,386 5,645

当期利益  95,227 70,858

    

親会社の所有者に帰属する1株当たり当期利益    

基本的1株当たり当期利益（円） 29 46.41 37.30

希薄化後1株当たり当期利益（円） 29 － －

 

売上総利益からコア営業利益への調整表

（単位：百万円）
 
売上総利益  389,909 369,558

販売費及び一般管理費  △251,446 △260,674

コア営業利益  138,463 108,884
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【連結包括利益計算書】

   （単位：百万円）

 注記
 前連結会計年度
(自　2024年 1月 1日
　至　2024年12月31日)

 当連結会計年度
(自　2025年 1月 1日
　至　2025年12月31日)

当期利益  95,227 70,858

その他の包括利益（税引後）    

純損益に組み替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で測定

する資本性金融資産の純変動
28 2,191 4,307

退職給付に係る負債（資産）の純額に係る

再測定
28 △1,806 △1,917

小計  385 2,390

純損益に組み替えられる可能性のある項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で測定

する負債性金融資産の純変動
28 △131 48

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値変

動
28 0 △7

在外営業活動体の為替換算差額 28 42,759 4,397

持分法によるその他の包括利益 14,28 1,507 577

小計  44,136 5,016

その他の包括利益（税引後）合計額  44,521 7,406

当期包括利益合計額  139,749 78,264

    

当期包括利益合計額の帰属    

親会社の所有者  119,743 72,582

非支配持分  20,006 5,681

当期包括利益合計額  139,749 78,264
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③【連結持分変動計算書】

前連結会計年度（自　2024年1月1日　至　2024年12月31日）

        （単位：百万円）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
 資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
その他の
資本の
構成要素

合計

2024年1月1日残高  15,993 10,259 710,792 △100,572 59,246 695,719 92,531 788,250

当期利益  － － 81,842 － － 81,842 13,386 95,227

その他の包括利益 28 － － － － 37,901 37,901 6,620 44,521

当期包括利益合計  － － 81,842 － 37,901 119,743 20,006 139,749

自己株式の取得 21 － － － △19,001 － △19,001 － △19,001

配当金 22 － － △24,705 － － △24,705 △12,000 △36,706

非支配持分との資本取引  － 37 － － － 37 112 149

株式報酬取引 21 － 1,109 － 160 － 1,269 － 1,269

その他の資本の構成要素

から利益剰余金への振替
21 － － △1,587 － 1,587 － － －

所有者との取引額等

合計
 － 1,146 △26,292 △18,840 1,587 △42,400 △11,889 △54,288

2024年12月31日残高  15,993 11,405 766,342 △119,412 98,734 773,062 100,649 873,711
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当連結会計年度（自　2025年1月1日　至　2025年12月31日）

        （単位：百万円）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
 資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
その他の
資本の
構成要素

合計

2025年1月1日残高  15,993 11,405 766,342 △119,412 98,734 773,062 100,649 873,711

当期利益  － － 65,212 － － 65,212 5,645 70,858

その他の包括利益 28 － － － － 7,370 7,370 36 7,406

当期包括利益合計  － － 65,212 － 7,370 72,582 5,681 78,264

自己株式の取得 21 － △15 － △22,002 － △22,017 － △22,017

自己株式の処分 21 － △752 － 753 － 1 － 1

配当金 22 － － △28,649 － － △28,649 △13,942 △42,591

非支配持分との資本取引  － 440 － － △1,452 △1,012 4,166 3,154

株式報酬取引 21 － 504 － 233 － 737 － 737

その他の資本の構成要素

から利益剰余金への振替
21 － － △1,539 － 1,539 － － －

所有者との取引額等

合計
 － 177 △30,188 △21,016 87 △50,939 △9,776 △60,715

2025年12月31日残高  15,993 11,582 801,367 △140,428 106,191 794,705 96,554 891,259
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

   （単位：百万円）

 注記
 前連結会計年度
(自　2024年 1月 1日
　至　2024年12月31日)

 当連結会計年度
(自　2025年 1月 1日
　至　2025年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期利益  134,537 105,386

減価償却費及び償却費  46,538 47,808

減損損失  912 6,015

受取利息  △8,768 △5,714

受取配当金  △948 △1,018

支払利息  2,864 2,282

為替差損益（△は益）  2,394 △1,361

固定資産除売却損益（△は益）  785 1,094

売上債権及びその他の債権の増減額（△は

増加）
 △9,381 13,566

棚卸資産の増減額（△は増加）  △12,127 △1,915

仕入債務及びその他の債務の増減額（△は

減少）
 15,718 △8,671

その他  5,225 10,221

小計  177,749 167,693

利息の受取額  8,431 6,207

配当金の受取額  985 1,018

利息の支払額  △2,673 △2,416

法人所得税の還付額  1,103 471

法人所得税の支払額  △48,496 △41,503

営業活動によるキャッシュ・フロー  137,099 131,470
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   （単位：百万円）

 注記
 前連結会計年度
(自　2024年 1月 1日
　至　2024年12月31日)

 当連結会計年度
(自　2025年 1月 1日
　至　2025年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △188,389 △122,605

定期預金の払戻による収入  182,398 132,078

有形固定資産及び無形資産の取得による支出  △39,326 △28,627

有形固定資産及び無形資産の売却による収入  76 484

長期貸付けによる支出  △47 △38

金融資産の取得による支出  △68,320 △86,955

金融資産の売却及び償還による収入  39,484 47,064

関係会社株式の取得による支出 14 － △1,610

関係会社株式の売却による収入  － 483

その他  286 1,013

投資活動によるキャッシュ・フロー  △73,838 △58,712

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 16 △5,577 △2,436

長期借入れによる収入 16 2,901 1,813

長期借入金の返済による支出 16 △1,213 △13,892

リース負債の返済による支出  △7,194 △7,535

自己株式の取得による支出 21 △19,001 △22,002

親会社の所有者への配当金支払額  △24,704 △28,646

非支配持分への配当金支払額  △12,006 △13,942

非支配持分からの払込による収入  － 2,773

その他  － 1

財務活動によるキャッシュ・フロー  △66,794 △83,865

現金及び現金同等物に係る換算差額  10,816 3,145

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  7,284 △7,962

現金及び現金同等物の期首残高 7 253,770 261,054

現金及び現金同等物の期末残高 7 261,054 253,092
 

EDINET提出書類

ユニ・チャーム株式会社(E00678)

有価証券報告書

 85/167



【連結財務諸表に対する注記】

1．報告企業

当社グループは、ウェルネスケア関連商品・フェミニンケア関連商品・ベビーケア関連商品等のパーソナル

ケア、並びに、ペットケア関連商品等の製造及び販売を主な事業とし、アジアを中心に事業活動を行っており

ます。当社グループは、アジア、中東・北アフリカ、南米などの新興各地域における、紙おむつや生理用品の

需要の高まりに伴い、世界各地域で生産体制を強化しております。

当社は日本に所在する株式会社であり、東京証券取引所に上場しております。登記上の本社の住所は、愛媛

県四国中央市です。

 

2．作成の基礎

(1）準拠する会計基準

当社グループの連結財務諸表は、連結財務諸表規則第1条の2に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要

件を満たすことから、同第312条の規定により、IFRSに準拠して作成しております。

当社グループの当連結会計年度の連結財務諸表は、2026年3月19日開催の取締役会により承認されておりま

す。

 

(2）測定の基礎

当社グループの連結財務諸表は、注記「3．重要性がある会計方針」に記載のとおり、公正価値で測定され

る金融商品等を除き、取得原価を基礎として作成しております。

 

(3）機能通貨及び表示通貨

当社グループの各企業の財務諸表に含まれる項目は、企業が営業活動を行う主たる経済環境における通貨

（以下「機能通貨」という。）を用いて測定しております。当社グループの連結財務諸表は、当社の機能通

貨である日本円により表示しており、百万円未満を四捨五入しております。

 

(4）新会計基準の早期適用

早期適用した基準書等はありません。

 

(5）表示方法の変更

（連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました営業活動によるキャッシュ・フローの「その他の流

動負債の増減額（△は減少）」、「その他の非流動資産の増減額（△は増加）」は、明瞭な表示をするこ

とを目的として、当連結会計年度より科目を集約し、「その他」として表示しております。この結果、前

連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他の流動負債の増減額（△は減

少）」4,341百万円、「その他の非流動資産の増減額（△は増加）」△128百万円、「その他」1,012百万円

は、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」5,225百万円として組み替えております。

 

3．重要性がある会計方針

連結財務諸表の作成にあたって採用した主な会計方針は以下のとおりであります。これらの方針は、特段の

記載がない限り、表示されている全ての期間に継続して適用しております。

(1）連結の基礎

①　子会社

子会社とは、当社グループが支配している企業であります。

支配とは、当社グループが企業に関与することにより生じる変動リターンに対するエクスポージャーに

晒されている、または、変動リターンに対する権利を有している場合で、その企業に対するパワーを通じ

てこれらの変動リターンに影響を与えることができる場合であります。また、当社グループがパワーを有

しているか否かは、現時点で行使可能な潜在的議決権も考慮して決定しております。子会社の財務諸表

は、支配獲得日から支配喪失日までの間、当社グループの連結財務諸表に含まれております。また、当社

グループの会計方針と整合するよう、必要に応じて子会社の財務諸表を修正しております。なお、子会社

の決算日が連結決算日と異なる場合、当該子会社について連結決算日に仮決算を行っております。

当社グループの子会社に対する所有持分が変動した場合で、かつ、当社グループの当該子会社に対する

支配が継続する場合は、資本取引として非支配持分の修正額と支払対価または受取対価の公正価値との差

額を資本に直接認識し、親会社の所有者に帰属させております。

当社グループ企業間の取引高、残高及び未実現損益は連結手続において消去しております。

 

②　関連会社
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関連会社とは、当社グループがその経営及び財務の方針に関する意思決定に対して、重要な影響力を有

するが、支配していない企業であります。当社グループが議決権の20％以上50％以下を保有する場合に

は、重要な影響力があると推定しております。

関連会社に対する投資は、取得時には取得原価で認識され、当社が重要な影響力を有することとなった

日からその影響力を喪失する日まで、持分法によって会計処理しております。

 

(2）企業結合

当社グループは企業結合に対して取得法を適用しております。取得対価には、当社から被取得企業の従前

の所有者に対して移転した資産、発生した負債、当社が発行した持分及び条件付対価契約から生じる負債の

公正価値が含まれております。取得関連費用は発生時に費用処理しております。企業結合において取得した

識別可能資産並びに引き受けた負債は、当初取得日の公正価値で測定しております。当社グループは被取得

企業の非支配持分を、買収事案ごとに、公正価値または被取得企業の識別可能な純資産における非支配持分

の比例持分のいずれかで認識しております。

 

(3）外貨換算

①　外貨建取引

外貨建取引は、取引日の為替レートを用いて、または、財務諸表項目について再測定を実施する場合に

はその評価日における為替レートを用いて、機能通貨に換算しております。これらの取引の決済から生じ

る外国為替差額、外貨建の貨幣性資産及び負債を期末日の為替レートで換算することによって生じる外国

為替差額、並びに、非貨幣性資産及び負債を当該公正価値算定日における為替レートで機能通貨に換算す

ることによって生じる外国為替差額は、純損益で認識しております。ただし、その他の包括利益を通じて

測定される金融資産及びキャッシュ・フロー・ヘッジから生じる換算差額については、その他の包括利益

として認識しております。

 

②　在外営業活動体

在外営業活動体の資産及び負債は期末日の為替レート、収益及び費用は連結会計期間中の為替レートが

著しく変動していない限り、期中平均為替レートで日本円に換算しております。その結果として生じる全

ての為替差額は、その他の包括利益で認識しております。

 

(4）金融商品

①　非デリバティブ金融資産

(a）当初認識及び測定

当社グループは、保有する金融資産を(ⅰ)償却原価で測定する金融資産、(ⅱ)その他の包括利益を通

じて公正価値で測定する負債性金融資産、(ⅲ)その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金

融資産、(ⅳ)純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の区分に分類しております。この分類は、金

融資産の当初認識時に決定しております。

当社グループは、売上債権及びその他の債権を発生日に当初認識しており、その他の金融資産は契約

の当事者となった取引日に当初認識しております。当初認識時において、全ての金融資産は公正価値で

測定しております。ただし、重要な金融要素を含んでいない売上債権及びその他債権は、取引価格で測

定しております。

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類されない場合は、当該公正価値に金融資産の取得

に直接帰属する取引コストを加算した金額で測定しております。純損益を通じて公正価値で測定する金

融資産の取引コストは、純損益で認識しております。

 

(ⅰ）償却原価で測定する金融資産

当社グループが保有する金融資産のうち、以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定す

る金融資産に分類しております。

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする事業モデル

に基づいて保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フ

ローが特定の日に生じる。

当初認識後は実効金利法による償却原価で測定しております。実効金利法による償却額及び認識が

中止された場合の利得または損失は、当期の純損益で認識しております。

 

(ⅱ）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産

次の条件がともに満たされる金融資産をその他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融

資産に分類しております。
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・契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方によって目的が達成される事業モデルの中で保

有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フ

ローが特定の日に生じる。

当初認識後は公正価値で測定し、その変動額は、減損損失を除き、その他の包括利益として認識し

ております。当該金融資産の認識を中止した場合、その他の包括利益を通じて認識された利得または

損失の累積額を純損益に振り替えております。

なお、当該金融資産に係る実効金利法による利息収益については、純損益として認識しておりま

す。

 

(ⅲ）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産

償却原価で測定する金融資産以外の金融資産のうち、当初認識時に事後の公正価値の変動をその他

の包括利益で表示するという取消不能な選択をした資本性金融資産については、その他の包括利益を

通じて公正価値で測定する資本性金融資産に分類しております。

当初認識後は公正価値で測定し、その変動額はその他の包括利益として認識しております。当該金

融資産の認識を中止した場合、その他の包括利益を通じて認識された利得または損失の累積額を利益

剰余金に直接振り替えております。

なお、当該金融資産からの配当金については、純損益として認識しております。

 

(ⅳ）純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

償却原価で測定する金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産、ま

たは、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産以外の金融資産は、純損益を通

じて公正価値で測定する金融資産に分類しております。

当初認識後は公正価値で測定し、その変動額は純損益として認識しております。

 

(b）金融資産の認識の中止

当社グループは、金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、ま

たは、金融資産から生じるキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を譲渡し、当該金融資産の所有

に係るリスクと経済価値を実質的に全て移転した場合に、認識を中止しております。

 

(c）金融資産の減損

償却原価で測定する金融資産及びその他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産等に

係る減損については、当該金融資産に係る予想信用損失に対して貸倒引当金を認識しております。

当社グループは、連結会計期間の末日ごとに、金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増

大したかどうかを評価しております。

金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当該金融商品に係る貸

倒引当金を12ヶ月の予想信用損失と同額で測定しております。金融商品に係る信用リスクが当初認識以

降に著しく増大している場合には、当該金融商品に係る貸倒引当金を全期間の予想信用損失と同額で測

定しております。

ただし、重大な金融要素を含んでいない売上債権等については、常に貸倒引当金を全期間の予想信用

損失と同額で測定しております。

金融商品の予想信用損失は、以下のものを反映する方法で見積もっております。

・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額

・貨幣の時間価値

・連結会計期間の末日時点で過大なコストまたは労力なしに利用可能である、過去の事象、現在の状

況並びに将来の経済状況の予測についての合理的で裏付け可能な情報

当該測定に係る金額は、純損益として認識しております。減損損失認識後に減損損失を減額する事象

が発生した場合は、減損損失の減少額を純損益として戻し入れております。

 

②　非デリバティブ金融負債

当社グループでは、デリバティブ以外の金融負債として、有利子負債、仕入債務及びその他の債務を有

しており、契約の当事者となった取引日に当初認識しております。当該金融負債は、当初認識時に公正価

値から発行に直接起因する取引コストを控除して測定しており、当初認識後は、実効金利法による償却原

価で測定しております。

当社グループでは、義務を履行した場合、もしくは、契約上の義務が免責、取消または失効となった場

合に金融負債の認識を中止しております。
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③　金融資産及び金融負債の相殺

金融資産及び金融負債は、認識された金額を相殺する法的強制力のある権利を有しており、かつ、純額

で決済するか、資産の実現と負債の決済を同時に実行する意図を有している場合には、連結財政状態計算

書上で相殺し、純額で表示しております。

 

④　デリバティブ及びヘッジ会計

(a）デリバティブ

当社グループでは、為替変動リスクをヘッジするために主として為替予約取引、直物為替先渡取引を

利用しております。デリバティブは、契約が締結された日の公正価値で当初認識しております。当初認

識後は、期末日の公正価値で測定しております。デリバティブの公正価値の変動額はヘッジ手段として

指定していない、または、ヘッジが有効でない場合は、直ちに純損益で認識しております。

 

(b）ヘッジ会計

当社グループでは、一部のデリバティブ取引についてヘッジ手段として指定し、キャッシュ・フ

ロー・ヘッジとして会計処理しております。

当社グループでは、ヘッジ開始時にヘッジ会計を適用しようとするヘッジ関係、並びに、ヘッジを実

施するにあたってのリスク管理目的及び戦略について文書化しております。また、ヘッジ手段がヘッジ

対象期間において関連するヘッジ対象の公正価値やキャッシュ・フローの変動を相殺する経済的関係が

存在するかについて、ヘッジ開始時とともに、その後も継続的に評価を実施しております。

キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定され、かつ、その要件を満たすデリバティブの公正価値の変

動の有効部分はその他の包括利益で認識し、その他の資本の構成要素に累積しております。その他の資

本の構成要素に認識されたヘッジ手段にかかる金額は、ヘッジ対象が損益に影響を与える期間に、純損

益に振り替えております。

ヘッジ対象である予定取引が非金融資産または非金融負債の認識を生じさせるものである場合には、

それまで認識していたその他の包括利益累計額から振り替えて、非金融資産または非金融負債の当初認

識時の取得原価の測定に含めております。

ヘッジ手段が消滅、売却、終了または行使された場合、並びに、ヘッジがヘッジの有効性の要件を満

たさなくなった場合には、ヘッジ会計を中止しております。ヘッジ会計を中止した場合、それまで認識

していたその他の包括利益累計額は引き続き資本で計上し、予定取引が最終的に純損益に認識された時

点において純損益で認識しております。予定取引がもはや発生しないと見込まれる場合には、その他の

資本の構成要素に認識されていたヘッジ手段にかかる金額は、直ちに純損益で認識しております。

 

(5）現金及び現金同等物

現金及び現金同等物は、手許現金、要求払預金、当初の満期が3ヶ月以内である流動性の高いその他の短期

投資で構成されております。

 

(6）棚卸資産

棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い額で計上しております。取得原価は、主として

総平均法を用いて算定しております。製品及び仕掛品の取得原価は、原材料費、直接労務費、その他の直接

費及び関連する製造間接費（正常生産能力に基づいている）から構成されております。正味実現可能価額

は、通常の事業の過程における見積売価から関連する見積販売費を控除した額であります。

 

(7）有形固定資産

有形固定資産は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で表示しております。

取得原価には、当該資産の取得に直接付随する費用及び適格資産の取得、建設または生産に直接起因する借

入費用を含めております。

取得後支出は、当該項目に関連する将来の経済的便益が当社グループに流入する可能性が高く、かつ、そ

の費用を合理的に見積もることができる場合には、当該資産の帳簿価額に含めるか、または、適切な場合に

は個別の資産として認識しております。取り替えられた部分についてはその帳簿価額の認識を中止しており

ます。

土地等の償却を行わない資産を除き、減価償却費は、各資産の取得原価を残存価額まで以下の見積耐用年

数にわたって定額法で配分することにより算定しております。

建物及び構築物 2～50年

機械装置及び運搬具 2～22年

資産の償却方法、残存価額及び耐用年数は各連結会計年度の末日に見直し、必要があれば修正しておりま

す。
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(8）のれん及び無形資産

①　のれん

のれんとは、取得原価が取得日における被取得企業の識別可能な純資産に対する当社グループ持分の公

正価値を超えた額であります。子会社の取得によるのれんは、無形資産に含めており、取得原価から減損

損失累計額を控除した価額で計上しております。のれんは償却を行わず、事業を行う地域及び事業の種類

に基づいて識別された資金生成単位グループに配分しております。

 

②　無形資産

個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定しております。

当社グループが管理している識別可能な独自のソフトウェア製品の設計及びテストに直接関連する開発

費は、信頼性をもって測定可能であり、製品または工程が技術的及び商業的に実現可能であり、将来、経

済的便益を得られる可能性が高く、当社グループが開発を完成させ、当該資産を使用または販売する意図

及びそのための十分な資源を有している場合にのみ、無形資産として認識しております。

企業結合により取得し、のれんとは区別して認識された無形資産は、取得日の公正価値で当初認識して

おります。

耐用年数を確定できる主な無形資産は、それぞれ以下の見積耐用年数にわたり、定額法により償却して

おります。

ソフトウェア 5年

商標権（耐用年数を確定できるもの） 10～30年

顧客関連資産（耐用年数を確定できるもの） 20年

資産の償却方法、残存価額及び耐用年数は各連結会計年度の末日に見直し、必要があれば修正しており

ます。

 
(9）リース

リース開始日において、使用権資産は取得原価で、リース負債はリース開始日現在で支払われていない

リース料の現在価値で測定しております。

使用権資産は、リース開始日から使用権資産の耐用年数またはリース期間のいずれか短い期間で減価償却

を行っており、連結財政状態計算書上、有形固定資産または無形資産に含めて表示しております。

リース負債は実効金利法を用いて償却原価で測定しており、連結財政状態計算書上、その他の金融負債に

含めて表示しております。リース料は、リース負債残高に対して一定の利子率となるように、金融費用と

リース負債の返済部分とに配分しております。金融費用は、連結損益計算書上、使用権資産の減価償却費と

区別して表示しております。

当社グループでは、契約の開始時に、契約がリースまたはリースを含んだものであるかを契約の実質に基

づき判断しております。契約が特定された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換に移転

する場合には、当該契約はリースであるかまたはリースを含んでいると判断しております。

なお、リース期間が12ヶ月以内に終了する短期リース及び原資産が少額であるリースについては、使用権

資産及びリース負債を認識せず、リース料総額をリース期間にわたり定額法により純損益に認識しておりま

す。

 

(10）非金融資産の減損

有形固定資産、使用権資産及び無形資産は、事象あるいは状況の変化により、その帳簿価額が回収できな

い可能性を示す兆候がある場合に、減損の有無を検討しております。資産の帳簿価額が回収可能価額を超過

する金額を減損損失として認識しております。回収可能価額とは、資産の売却費用控除後の公正価値と、使

用価値のいずれか高い金額であります。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の

時間的価値及び当該資産の固有のリスクを反映した割引率を用いて現在価値に割り引いております。減損を

検討するために、資産は個別に識別可能なキャッシュ・フローが存在する最小単位（資金生成単位）にグ

ループ分けしております。

のれん並びに耐用年数が確定できない無形資産及び未だ使用可能ではない無形資産は償却の対象ではな

く、毎期一定の時期、さらには減損の兆候が存在する場合にはその都度、資産の回収可能価額を見積もり、

その帳簿価額と比較する減損テストを実施しております。

のれんを除く、過去に減損を認識した非金融資産については、減損が戻し入れとなる可能性について、各

連結会計期間の末日に再評価を行っております。

のれんの減損損失は純損益として認識され、その後の戻し入れは行っておりません。

関連会社への投資の帳簿価額の一部に含まれる当該投資に係るのれんについては、他の部分と区分せず、

当該投資を一体の資産として、減損の対象としております。

 

(11）従業員給付

①　短期従業員給付

EDINET提出書類

ユニ・チャーム株式会社(E00678)

有価証券報告書

 90/167



短期従業員給付は、関連するサービスが提供された時点で費用として認識しております。賞与及び有給

休暇費用については、当社グループが、従業員から過去に提供された労働の結果としてそれらを支払うべ

き現在の法的もしくは推定的な債務を有し、信頼性のある見積りが可能な場合に、それらの制度に基づい

て支払われると見積もられる額を負債として認識しております。

 

②　退職後給付

当社グループは、従業員及び退職者に対して、確定拠出制度及び確定給付制度を設けております。

確定拠出制度とは、雇用主が一定額の掛金を他の独立した事業体に拠出し、その拠出額以上の支払いに

ついて法的または推定的債務を負わない退職後給付制度であります。確定拠出制度については、当社グ

ループは公的または私的管理の年金保険制度に対して拠出金を支払っております。拠出金の支払いを行っ

ている限り、当社グループに追加的な支払債務は発生しません。拠出金は、従業員がサービスを提供した

期間に従業員給付費用として認識しております。

確定給付制度は、確定拠出制度以外の退職後給付制度であり、確定給付制度に関連して認識される負債

は、確定給付債務の現在価値から制度資産の公正価値を控除した額に対して、利用可能な経済的便益を検

討の上、必要に応じて資産上限額の影響を調整した額であります。確定給付債務は、独立した年金数理人

が予測単位積増方式を用いて毎期算定しております。この算定に用いる割引率は、将来の給付支払見込日

までの期間を基に割引期間を設定し、割引期間に対応した連結会計年度の末日時点の優良社債の市場利回

りに基づいて算定しております。

退職給付費用のうち、勤務費用、確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額については純損益で認識

し、見積りと実績との差異及び数理計算上の仮定の変更から生じた数理計算上の差異を含む再測定は、発

生した期間にその他の包括利益として認識し、直ちにその他の資本の構成要素から利益剰余金に振り替え

ております。過去勤務費用は、制度改訂または縮小が発生した時、または、関連するリストラクチャリン

グ費用あるいは解雇給付を認識する時のいずれか早い時点において、純損益で認識しております。

 

(12）株式報酬

当社グループは、持分決済型の株式に基づく報酬として、ストック・オプション制度及び譲渡制限付株式

報酬制度並びに現金決済型の株式に基づく報酬を導入しております。持分決済型の株式に基づく報酬は、付

与日における公正価値で測定しております。ストック・オプションの公正価値は、ブラック・ショールズモ

デルを用いて算定し、譲渡制限付株式の公正価値は、付与日の株価を用いて算定しております。付与日に決

定した公正価値は、最終的に権利が確定すると予想されるストック・オプションの数または譲渡制限付株式

の数の見積りに基づき、権利確定期間にわたって費用として認識し、同額を資本の増加として認識しており

ます。また、条件については定期的に見直し、必要に応じて権利確定数の見積りを修正しております。現金

決済型の株式に基づく報酬は、発生した負債の公正価値で測定しております。当該負債の公正価値は、期末

日及び決済日に再測定し、公正価値の変動を純損益に認識しております。

 

(13）資本

普通株式は資本に分類しております。

新株（普通株式）またはストック・オプションの発行に直接起因する費用は、税効果考慮後の金額を資本

の控除項目として認識しております。

自己株式を取得した場合、当該株式が消却または処分されるまで、支払われた対価は、直接関連する費用

（税引後）も含めて、資本から控除しております。なお、帳簿価額と売却時の対価との差額は資本剰余金と

して認識しております。

 

(14）収益認識

当社グループは、以下の5ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ1：顧客との契約を識別する。

ステップ2：契約における履行義務を識別する。

ステップ3：取引価格を算定する。

ステップ4：取引価格を契約における履行義務に配分する。

ステップ5：履行義務の充足時に収益を認識する。

当社グループは、ウェルネスケア関連商品、フェミニンケア関連商品、ベビーケア関連商品のパーソナル

ケア関連商品、並びに、ペットケア関連商品の製造及び販売を主な事業としており、このような商品販売に

ついては、商品の引渡時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得することから、履行義務が充足され

ると判断しており、当該商品の引渡時点で収益を認識しております。また、収益は顧客への財の移転と交換

に企業が権利を得ると見込んでいる対価の金額で認識しており、値引、割戻し及び付加価値税等の税金を控

除後の金額で測定しております。値引、割戻しの変動対価は、当該変動対価に関する不確実性がその後に解

消される際に、認識した収益の累計額の重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ取引価格に

EDINET提出書類

ユニ・チャーム株式会社(E00678)

有価証券報告書

 91/167



含めております。なお、履行義務の対価は、履行義務を充足してから1年以内に受領しており、重大な金融要

素を含んでおりません。

 
(15）法人所得税

法人所得税費用は当期税金及び繰延税金から構成されております。これらは、税金が企業結合に関連して

認識される項目、その他の包括利益で認識される項目あるいは資本に直接認識される項目に関係する場合を

除き、連結損益計算書で認識しております。

当期法人所得税費用は、当社及び子会社が事業を行い、課税所得を生成している国・地域において、期末

日時点で施行または実質的に施行されている税法に基づき、税務当局に納付または税務当局からの還付が予

想される金額で算定しております。

繰延税金資産及び負債は、資産負債法により、資産及び負債の税務基準額と連結財務諸表上の帳簿価額と

の間に生じる一時差異、繰越欠損金及び繰越税額控除について認識しております。

繰延税金資産及び負債は、期末日までに施行または実質的に施行されている税率（及び税法）に基づい

て、関連する繰延税金資産が実現する期または繰延税金負債が決済される期において適用されると予想され

る税率を用いて算定しております。繰延税金資産は将来の課税所得が生じる可能性が高い範囲内においての

み認識しております。ただし、以下の場合には、繰延税金資産または負債を認識しておりません。

・企業結合取引ではなく、取引日に会計上の損益にも課税所得（欠損金）にも影響を与えず、かつ取引

時、同額の将来加算一時差異と将来減算一時差異とを生じさせない取引における、資産または負債の当

初認識から生じる一時差異の場合

・将来加算一時差異がのれんの当初認識から生じる場合

・子会社及び関連会社に対する投資に係る将来加算一時差異について、一時差異の解消時期をコントロー

ルでき、かつ、予見可能な期間内に一時差異が解消しない可能性が高い場合

・子会社及び関連会社に対する投資に係る将来減算一時差異のうち、一時差異を利用できるだけの将来の

課税所得が生じる可能性が高くない、または、予測可能な期間内に解消される可能性が高くない場合

当期税金資産と当期税金負債を相殺する法的に強制力のある権利が存在し、かつ、繰延税金資産及び負債

が、同じ納税企業体、または、純額ベースでの決済を行うことを意図している同一または異なる納税企業体

に対して、同一の税務当局によって課されている法人所得税に関連するものである場合には、繰延税金資産

及び負債は相殺しております。

また、当社グループは、「国際的な税制改革－第2の柱モデルルール」（IAS第12号「法人所得税」の改

訂）で定められる例外措置を適用し、グローバル・ミニマム課税ルールから生じる法人所得税に関する繰延

税金資産及び負債について認識及び開示を行っておりません。

 

(16）1株当たり利益

基本的1株当たり当期利益は、親会社の所有者に帰属する当期損益を、その期間の自己株式を調整した発行

済普通株式の加重平均株式数で除して計算しております。希薄化後1株当たり当期利益は、希薄化効果を有す

る全ての潜在株式の影響を調整して計算しております。
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4．重要な会計上の見積り及び判断

　当社グループの連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用

の金額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を設定しております。ただし、実際の業績は、これらの見積りと

は異なる結果となる可能性があります。見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。会計上

の見積りの変更による影響は、その見積りを見直した会計期間と将来の会計期間において認識しております。

　経営者が行った当社グループの連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は以下のとおりで

あります。

(1)のれん及び耐用年数が確定できない無形資産の評価

のれん及び耐用年数が確定できない無形資産については、毎期一定の時期、さらには減損の兆候が存在す

る場合にはその都度、資産の回収可能価額を見積もり、その帳簿価額と比較しております。回収可能価額

は、のれん及び耐用年数が確定できない無形資産を含む資金生成単位グループにおける使用価値により測定

しております。使用価値は、見積将来キャッシュ・フローの現在価値として算定しており、見積将来キャッ

シュ・フローは、経営者によって承認された3年分の事業計画を基礎とし、その後の期間については、各市場

において予想される平均成長率を勘案して一定の成長率で逓増すると仮定して見積もっております。

使用価値の見積りにおける主要な仮定は、事業計画の期間における将来キャッシュ・フローの見積り、当

該期間後における成長率並びに加重平均資本コストに基づいて算定した割引率であります。

今後3年分の事業計画における将来キャッシュ・フロー及び事業計画の期間を超えた期間に使用された成長

率の見積りは、経営者による最善の見積りにより行っておりますが、将来の不確実な経済条件の変動の結果

によって実際の結果と異なる可能性があります。

 

(2）法人所得税

　当社グループは世界各国・地域において事業活動を展開しており、各国・地域の税務当局に納付すること

になると予想される金額を、法令等に従って合理的に見積もり、未払法人所得税、法人所得税費用及び繰延

税金資産を計上しております。

　未払法人所得税及び法人所得税費用の算定に際しては、課税対象企業及び管轄税務当局による税法規定の

解釈や過去の税務調査の経緯等、様々な要因について見積り及び判断が必要となります。そのため、計上さ

れた未払法人所得税及び法人所得税費用と、実際の法人所得税支払額が異なる可能性があります。

　また、繰延税金資産は、将来減算一時差異等を使用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で認識し

ております。課税所得が生じる可能性の判断においては、事業計画に基づき課税所得の発生時期及び金額を

見積っております。このような見積もりは、経営者による最善の見積もりにより行っておりますが、将来の

不確実な経済条件の変動等の結果によって実際の結果と異なる可能性があります。

 

(3）退職後給付

　当社グループは、従業員及び退職者に対して、確定拠出制度及び確定給付制度を設けております。確定給

付制度に関しては、確定給付債務の現在価値、勤務費用等は様々な数理計算上の仮定に基づいて算定してお

ります。数理計算上の仮定には、割引率、将来の給与支給、制度からの将来の脱退者、加入者の平均余命

等、様々な要素の見積りをしております。このような見積もりは、経営者による最善の見積もりにより行っ

ておりますが、将来の不確実な経済条件の変動等の結果や関連法令の改正・公布によって実際の結果と異な

る可能性があります。

 

5．未適用の新たな基準書及び解釈指針

2024年4月に公表されたIFRS第18号「財務諸表における表示及び開示」は、2027年1月1日以降に開始する事業

年度から強制適用されるため、当社グループでは2027年12月期からの適用を予定しております。IFRS第18号

は、IAS第1号「財務諸表の表示」と置き換わり、IAS第1号は廃止されます。

IFRS第18号においては、主として純損益計算書の財務業績に関する表示及び開示に関する新たな規定が設け

られています。また、IFRS第18号の公表と併せてIAS第7号「キャッシュ・フロー計算書」の改訂等が行われて

います。

これらの適用による連結財務諸表への影響については検討中です。

また、他の未適用の基準書等については、当社グループの連結財務諸表に重要な影響を及ぼすものはないと

判断しております。
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6．セグメント情報

(1）報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、当社グループの最高経営意思決定機関である取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するた

めに、定期的に検討を行う対象として決定しております。

当社グループは、パーソナルケア、ペットケア、その他の3つの事業単位を基本に組織が構成されており、

各事業単位で日本及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社グループは「パーソナルケア」「ペットケア」「その他」の3つを報告セグメントとして

おります。

「パーソナルケア」は、ウェルネスケア関連商品、フェミニンケア関連商品及びベビーケア関連商品等の

製造・販売をしております。「ペットケア」は、ペットフード関連商品及びペットトイレタリー関連商品等

の製造・販売をしております。「その他」は、産業用資材関連商品等の製造・販売をしております。

なお、報告セグメントの会計方針は連結財務諸表と同一であります。

 

(2）報告セグメントごとの売上高及び業績

報告セグメントごとの売上高及び業績は以下のとおりであります。

     （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2024年1月1日　至　2024年12月31日）

 報告セグメント
調整額

連結財務
諸表計上額 

パーソナル
ケア

ペットケア その他 計

外部顧客への売上高 826,100 148,673 14,208 988,981 － 988,981

セグメント間の売上高（注） － － 114 114 △114 －

セグメント売上高合計 826,100 148,673 14,322 989,095 △114 988,981

セグメント利益又は損失（△）

（コア営業利益）
110,883 25,840 1,740 138,463 － 138,463

その他の収益      1,872

その他の費用      △5,572

金融収益      9,716

金融費用      △9,942

税引前当期利益      134,537

       

その他の項目       

減価償却費及び償却費 40,764 5,081 693 46,538 － 46,538

減損損失 734 178 － 912 － 912

有形固定資産及び無形資産の増加額 33,841 10,005 636 44,483 － 44,483
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     （単位：百万円）

 
当連結会計年度

（自　2025年1月1日　至　2025年12月31日）

 報告セグメント
調整額

連結財務
諸表計上額 

パーソナル
ケア

ペットケア その他 計

外部顧客への売上高 774,428 156,084 14,755 945,268 － 945,268

セグメント間の売上高（注） － － 118 118 △118 －

セグメント売上高合計 774,428 156,084 14,873 945,386 △118 945,268

セグメント利益又は損失（△）

（コア営業利益）
83,197 24,067 1,620 108,884 － 108,884

その他の収益      9,505

その他の費用      △16,410

金融収益      7,335

金融費用      △3,928

税引前当期利益      105,386

       

その他の項目       

減価償却費及び償却費 41,000 5,988 819 47,808 － 47,808

減損損失 6,015 － － 6,015 － 6,015

有形固定資産及び無形資産の増加額 27,919 5,113 378 33,410 － 33,410

（注）セグメント間の売上高は、市場実勢価格を参考にしております。
 

(3）製品及びサービスに関する情報
製品及びサービスに関する情報は報告セグメントと同一であるため、記載を省略しております。
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(4）地域に関する情報
地域ごとの外部顧客への売上高は以下のとおりであります。売上高は、連結会社の所在地を基礎とし、国
又は地域に分類しております。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

日本 339,922 342,504

中国 107,324 78,024

アジア 335,790 311,269

その他 205,944 213,469

合計 988,981 945,268

 
地域ごとの非流動資産の内訳（持分法で会計処理されている投資、金融商品、繰延税金資産、退職給付に
係る資産等を除く）は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2024年12月31日）
当連結会計年度
（2025年12月31日）

日本 122,649 113,692

中国 41,236 36,159

アジア 188,681 168,406

その他 62,182 65,425

合計 414,747 383,683

（注）アジアの区分に属する主な国又は地域は、インドネシア、タイ、ベトナム、インドであります。
 

(5）主要な顧客に関する情報
特定の外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載
を省略しております。
 

7．現金及び現金同等物

　現金及び現金同等物の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2024年12月31日）
当連結会計年度
（2025年12月31日）

現金及び預金 353,942 336,876

預入期間が3ヶ月超の定期預金 △92,888 △83,783

合計 261,054 253,092

 

前連結会計年度末及び当連結会計年度末の連結財政状態計算書上の現金及び現金同等物の残高と連結キャッ

シュ・フロー計算書上の現金及び現金同等物の残高は一致しております。
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8．売上債権及びその他の債権

　売上債権及びその他の債権の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2024年12月31日）
当連結会計年度
（2025年12月31日）

受取手形及び売掛金 169,491 156,227

未収入金 2,631 2,857

貸倒引当金 △3,491 △4,322

合計 168,631 154,762

 

9．棚卸資産

棚卸資産の内訳は以下のとおりであります。

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2024年12月31日）
当連結会計年度
（2025年12月31日）

商品及び製品 66,082 67,577

原材料及び貯蔵品 53,041 54,258

仕掛品 2,010 1,509

合計 121,133 123,344

 

費用として認識された棚卸資産の金額は、主に売上原価に含まれております。

費用として認識された棚卸資産の評価減の金額は、前連結会計年度及び当連結会計年度において、それぞれ

751百万円及び781百万円であり、上記の費用として認識された棚卸資産の金額に含まれております。

 

10．有形固定資産

(1）有形固定資産の内訳

連結財政状態計算書の「有形固定資産」の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2024年12月31日）
当連結会計年度
（2025年12月31日）

有形固定資産 258,730 243,579

使用権資産 34,501 32,169

合計 293,230 275,748

使用権資産の増減表については、注記「12．使用権資産」をご参照下さい。
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(2）有形固定資産の増減表

有形固定資産の取得原価、減価償却累計額及び減損損失累計額の増減、並びに帳簿価額は以下のとおりで

あります。

（単位：百万円）
 

取得原価
建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地 建設仮勘定 その他 合計

2024年1月1日残高 175,432 415,832 18,850 20,725 33,722 664,561

取得 211 1,810 － 29,211 1,351 32,583

科目振替等 13,031 21,801 － △39,249 1,710 △2,707

処分 △333 △8,848 － △16 △889 △10,086

為替変動による影響 8,186 22,603 328 65 2,139 33,321

2024年12月31日残高 196,527 453,198 19,177 10,736 38,033 717,672

取得 578 3,072 237 20,687 854 25,428

科目振替等 2,888 17,843 － △23,677 942 △2,004

処分 △543 △14,079 △356 △254 △1,197 △16,428

為替変動による影響 1,189 5,817 13 1 818 7,839

2025年12月31日残高 200,640 465,851 19,071 7,493 39,451 732,506

 
 

（単位：百万円）
 

減価償却累計額及び減損損失累計額
建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地 建設仮勘定 その他 合計

2024年1月1日残高 87,140 299,711 15 － 26,188 413,054

減価償却費 7,004 22,693 － － 2,695 32,392

減損損失 122 83 － － － 205

科目振替等 △1 △50 － － △59 △110

処分 △293 △8,105 － － △826 △9,224

為替変動による影響 3,978 16,950 － － 1,696 22,625

2024年12月31日残高 97,950 331,283 15 － 29,694 458,942

減価償却費 7,088 22,766 － － 2,730 32,584

減損損失 － 3,812 － － 307 4,119

科目振替等 △8 △906 － － △69 △983

処分 △460 △12,640 △15 － △1,095 △14,210

為替変動による影響 1,582 6,179 － － 713 8,474

2025年12月31日残高 106,153 350,494 － － 32,281 488,927
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（単位：百万円）

 

帳簿価額
建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地 建設仮勘定 その他 合計

2024年1月1日残高 88,292 116,121 18,835 20,725 7,534 251,507

2024年12月31日残高 98,577 121,915 19,162 10,736 8,339 258,730

2025年12月31日残高 94,487 115,357 19,071 7,493 7,171 243,579

 

減価償却費は「売上原価」、「販売費及び一般管理費」、減損損失は「その他の費用」に計上しておりま

す。

所有権に対する制限及び負債の担保に供した有形固定資産はありません。

 

11．無形資産

(1）無形資産の内訳及び増減表

無形資産の内訳及び取得原価、償却累計額及び減損損失累計額の増減、並びに帳簿価額は以下のとおりで

あります。

（単位：百万円）
 

取得原価 のれん 商標権 顧客関連資産 その他 合計

2024年1月1日残高 55,245 42,872 40,161 36,830 175,108

取得 － － － 4,101 4,101

科目振替等 － － － 81 81

処分 － － － △1,430 △1,430

為替変動による影響 5,885 3,757 4,850 1,443 15,936

2024年12月31日残高 61,131 46,629 45,011 41,026 193,796

取得 － － － 2,588 2,588

科目振替等 － － － △24 △24

処分 － － － △1,322 △1,322

為替変動による影響 2,163 △259 1,993 △108 3,790

2025年12月31日残高 63,294 46,370 47,004 42,159 198,826
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（単位：百万円）

 

償却累計額及び減損損失累計額 のれん 商標権 顧客関連資産 その他 合計

2024年1月1日残高 9,920 28,720 20,332 20,410 79,381

償却費 － 759 2,167 4,151 7,078

減損損失 682 － － 25 707

科目振替等 － － － － －

処分 － － － △1,393 △1,393

為替変動による影響 413 3,505 2,068 946 6,932

2024年12月31日残高 11,015 32,984 24,566 24,140 92,705

償却費 － 1,379 1,740 4,682 7,801

減損損失 1,780 － 116 － 1,896

科目振替等 － － － △3 △3

処分 － － － △1,235 △1,235

為替変動による影響 － △362 1,017 △51 604

2025年12月31日残高 12,795 34,001 27,439 27,532 101,768

 

（単位：百万円）
 

帳簿価額 のれん 商標権 顧客関連資産 その他 合計

2024年1月1日残高 45,325 14,152 19,829 16,421 95,727

2024年12月31日残高 50,116 13,645 20,445 16,886 101,091

2025年12月31日残高 50,499 12,369 19,564 14,628 97,059

 

償却費は「売上原価」、「販売費及び一般管理費」、減損損失は「その他の費用」に計上しております。

所有権に対する制限及び負債の担保に供した無形資産はありません。

一部の商標権については、事業が継続する限り基本的に存続するため、耐用年数が確定できないと判断し

ております。なお、耐用年数が確定できない商標権の帳簿価額は、前連結会計年度末及び当連結会計年度末

において、それぞれ1,687百万円及び1,795百万円であります。

 

(2）個別に重要な無形資産

個別に重要な無形資産は、DSG (Cayman) Ltd.株式の取得に伴い計上した「顧客関連資産」であり、前連

結会計年度及び当連結会計年度における帳簿価額はそれぞれ16,315百万円及び16,083百万円、残存償却期間

はそれぞれ14年及び13年となります。
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12．使用権資産

使用権資産の内訳及び取得原価、減価償却累計額及び減損損失累計額の増減、並びに帳簿価額は以下のとお

りであります。

（単位：百万円）
 

取得原価
建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地 その他 合計

2024年1月1日残高 47,756 2,240 7,936 432 58,363

取得 7,218 412 － 169 7,799

その他 △1,922 △789 643 △98 △2,166

2024年12月31日残高 53,052 1,863 8,579 503 63,996

取得 4,500 875 － 19 5,394

その他 △3,315 △317 △411 △51 △4,094

2025年12月31日残高 54,236 2,421 8,168 472 65,297

 

（単位：百万円）
 

減価償却累計額及び減損損失累計額
建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地 その他 合計

2024年1月1日残高 21,371 1,341 1,343 230 24,285

減価償却費 6,373 434 199 62 7,069

その他 △1,286 △612 159 △119 △1,858

2024年12月31日残高 26,458 1,162 1,702 174 29,496

減価償却費 6,720 428 185 89 7,422

その他 △3,337 △332 △71 △49 △3,790

2025年12月31日残高 29,840 1,258 1,816 214 33,128

 

（単位：百万円）
 

帳簿価額
建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地 その他 合計

2024年1月1日残高 26,385 899 6,593 202 34,078

2024年12月31日残高 26,594 701 6,877 329 34,501

2025年12月31日残高 24,397 1,163 6,351 258 32,169
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13．非金融資産の減損

減損損失を認識した資産の種類別内訳は以下のとおりであります。

なお、減損損失のセグメント別内訳は、注記「6．セグメント情報」に記載しております。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

のれん 682 1,780

有形固定資産 205 4,119

無形資産（のれん以外） 25 116

減損損失　計 912 6,015

 

（1）資金生成単位

当社グループでは、資金生成単位については、個別に識別可能なキャッシュ・フローが存在する最小の単

位にグルーピングを行い、遊休資産については、個別資産ごとにグルーピングを行っております。

 

（2）減損損失

前連結会計年度（自　2024年1月1日　至　2024年12月31日）

主な減損損失は、当社子会社であるUni-Charm Corporation Sdn. Bhd.、DSG Malaysia Sdn. Bhd.及び

UNI-CHARM MALAYSIA TRADING SDN.BHD.等のパーソナルケアセグメントに属する事業において、前連結会計

年度に引き続き、事業環境の変化に応じて、使用価値の算定に用いる事業計画を見直した結果、買収時に想

定していた超過収益力が低下したため、同国での事業に関連する「のれん」の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額682百万円を減損損失として「その他の費用」に計上したものとなります。

減損損失は、経営活動全般に跨る費用など、いずれの機能にも結び付かない性質の費用と考えられるた

め、「その他の費用」に計上しております。

なお、当該資産グループの回収可能価額9,713百万円は使用価値により測定しておりますが、使用価値

は、経営者により承認された事業計画と成長率を基礎とした将来キャッシュ・フローを税引前加重平均資本

コストに基づいて算定した割引率（12.6％）により現在価値に割り引いて算定しております。成長率は、各

市場において想定される平均成長率を勘案して2.0％と推定しております。減損テストに用いた主要な仮定

である将来キャッシュ・フローが減少、平均成長率が低下、又は割引率が上昇した場合には、追加の減損損

失が生じる可能性があります。

 

当連結会計年度（自　2025年1月1日　至　2025年12月31日）

当連結会計年度における主な減損損失は以下のとおりです。

当社子会社であるUni-Charm Corporation Sdn. Bhd.、DSG Malaysia Sdn. Bhd.及びUNICHARM MALAYSIA

TRADING SDN.BHD.等のパーソナルケアセグメントに属する事業において、前連結会計年度に引き続き、事業

環境の変化に応じて、使用価値の算定に用いる事業計画を見直した結果、買収時に想定していた超過収益力

が低下したため、同国での事業に関連する「のれん」及び「無形資産」の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額1,780百万円を「のれん」、116百万円を「無形資産」の減損損失として「その他の費用」に

計上しております。

減損損失は、経営活動全般に跨る費用など、いずれの機能にも結び付かない性質の費用と考えられるた

め、「その他の費用」に計上しております。

なお、当該資産グループの回収可能価額6,277百万円は使用価値により測定しておりますが、使用価値

は、経営者により承認された事業計画と成長率を基礎とした将来キャッシュ・フローを税引前加重平均資本

コストに基づいて算定した割引率（12.3％）により現在価値に割り引いて算定しております。成長率は、各

市場において想定される平均成長率を勘案して2.0％と推定しております。減損テストに用いた主要な仮定

である将来キャッシュ・フローが減少、平均成長率が低下、又は割引率が上昇した場合には、追加の減損損

失が生じる可能性があります。
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当社のインドネシア及び中国子会社のパーソナルケアセグメントに属する資金生成単位において、他社と

の競争激化等、事業環境の変化により収益性が低下したため、「有形固定資産」の帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、インドネシア子会社においては当該減少額2,741百万円、中国子会社においては1,272百万円を

減損損失として「その他の費用」に計上しております。なお、回収可能価額は使用価値により測定しており

ます。

減損損失は、経営活動全般に跨る費用など、いずれの機能にも結び付かない性質の費用と考えられるた

め、「その他の費用」に計上しております。

 

（3）のれん及び耐用年数が確定できない無形資産の減損テスト

のれん及び耐用年数が確定できない無形資産の資金生成単位グループごとの内訳（減損損失認識後）は以

下のとおりであります。なお、いずれもパーソナルケアセグメントに配分しております。

（単位：百万円）
 

 

資金生成単位
又は

資金生成単位グループ
（構成会社のパーソナルケア
　セグメントに属する事業）

前連結会計年度
（2024年12月31日）

当連結会計年度
（2025年12月31日）

のれん
耐用年数が
確定できない
無形資産

のれん
耐用年数が
確定できない
無形資産

タイ

Uni.Charm (Thailand) Co., Ltd.

DSG International (Thailand)

Public Co., Ltd.

27,436 － 29,387 －

ベトナム
Diana Unicharm Joint Stock

Company
18,698 － 18,506 －

オーストラリア
Unicharm Australasia Holding

Pty Ltd.
352 1,687 352 1,795

マレーシア

Uni-Charm Corporation Sdn.Bhd.

DSG Malaysia Sdn.Bhd.

UNI-CHARM MALAYSIA TRADING

SDN.BHD.

1,784 － － －

その他  1,846 － 2,254 －

合計  50,116 1,687 50,499 1,795

 

のれん及び耐用年数が確定できない無形資産の減損テストの回収可能価額は使用価値に基づき算定してお

ります。使用価値は、経営者により承認された事業計画を基礎とした3年分の将来キャッシュ・フローの見

積額を、税引前加重平均資本コストに基づいて算定した割引率（前連結会計年度9.5％～14.5％、当連結会

計年度9.0％～14.6％）で、現在価値に割り引いて算定しております。事業計画は当該事業の将来の予測に

関する経営者の評価と過去実績に基づき、外部情報及び内部情報との整合を確認の上、作成しております。

事業計画の期間を超えるキャッシュ・フローは、各市場において予想される平均成長率（前連結会計年度

2.0％～3.4％、当連結会計年度1.8％～3.3％）等を勘案して推定しております。

また、のれん及び耐用年数が確定できない無形資産の減損損失を認識しなかった他の資金生成単位グルー

プについては、減損テストに用いた主要な仮定が合理的に予測可能な範囲で変化したとしても、帳簿価額が

回収可能額を上回る可能性は低いと判断しております。
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14．持分法で会計処理されている投資

(1）重要性がある関連会社

重要性がある関連会社は、中国ペットフード企業大手である江蘇吉家寵物用品有限公司であります。

同社の要約連結財務情報は以下のとおりであります。

なお、所有持分割合は、当社の100％連結子会社である尤妮佳（中国）投資有限公司における同社の所有

持分割合であります。

  （単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2024年12月31日）

当連結会計年度

（2025年12月31日）

所有持分割合 41.9% 45.3%

流動資産 9,158 12,325

非流動資産 9,751 18,016

流動負債 8,558 17,597

非流動負債 7,518 9,774

資本合計 2,833 2,970

資本合計のうち当社グループの持分 1,186 1,344

のれん相当額及び連結調整 16,860 18,198

投資の帳簿価額 18,046 19,542

 

  （単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

売上高 39,704 45,466

当期利益 △1,896 △377

その他の包括利益 321 93

当期包括利益 △1,574 △284

 

当社グループの持分

当期利益 △794 △203

その他の包括利益 1,494 587

当期包括利益 700 383
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(2）重要性がない関連会社

個々に重要性のない持分法適用会社に対する投資の帳簿価額、並びに財務情報は以下のとおりでありま

す。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度
（2024年12月31日）

当連結会計年度
（2025年12月31日）

持分法で会計処理されている投資 603 43

 

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

持分法による投資損益（注） △194 △702

持分法適用会社におけるその他の

包括利益に対する持分
14 △10

合計 △180 △712

（注）持分法による投資損益は、「その他の費用」に含めております。
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15．法人所得税

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債

繰延税金資産及び負債の主な内訳は以下のとおりであります。

前連結会計年度（自　2024年1月1日　至　2024年12月31日）

（単位：百万円）
 

 2024年1月1日
純損益と
して認識

その他の包括
利益として認識

その他 2024年12月31日

繰延税金資産      

未払賞与 1,422 △74 － 19 1,367

販促未払金 6,313 357 － 300 6,971

退職給付に係る負債 2,897 △852 924 74 3,043

繰越欠損金 3,099 △73 － 196 3,223

株式報酬費用 1,139 588 － － 1,727

その他 22,653 2,039 0 － 24,692

繰延税金資産合計 37,524 1,986 924 589 41,023

繰延税金負債      

減価償却費及び償却費 △6,207 358 － △464 △6,313

退職給付に係る資産 △1,185 804 △166 － △548

その他の包括利益を通

じて公正価値で測定す

る資本性金融資産

△1,728 － △958 162 △2,524

未分配利益 △19,720 3,505 － － △16,215

無形資産 △4,165 424 － △534 △4,274

その他 △8,650 △287 0 － △8,937

繰延税金負債合計 △41,656 4,804 △1,124 △836 △38,811

繰延税金資産（負債）の

純額
△4,131 6,790 △200 △247 2,212

 

EDINET提出書類

ユニ・チャーム株式会社(E00678)

有価証券報告書

106/167



当連結会計年度（自　2025年1月1日　至　2025年12月31日）

（単位：百万円）
 

 2025年1月1日
純損益と
して認識

その他の包括
利益として認識

その他 2025年12月31日

繰延税金資産      

未払賞与 1,367 168 － 21 1,556

販促未払金 6,971 396 － 183 7,549

退職給付に係る負債 3,043 △ 319 1,136 △115 3,744

繰越欠損金 3,223 2,966 － 62 6,250

株式報酬費用 1,727 △1,461 － － 266

その他 24,692 △1,223 － － 23,469

繰延税金資産合計 41,023 526 1,136 150 42,835

繰延税金負債      

減価償却費及び償却費 △6,313 △1,979 － 56 △8,236

退職給付に係る資産 △548 375 △76 － △249

その他の包括利益を通

じて公正価値で測定す

る資本性金融資産

△2,524 － △1,945 100 △4,369

未分配利益 △16,215 1,533 － － △14,682

無形資産 △4,274 402 － △201 △4,073

その他 △8,937 △615 △21 － △9,573

繰延税金負債合計 △38,811 △284 △2,042 △44 △41,181

繰延税金資産（負債）の

純額
2,212 243 △906 106 1,654

 

純損益として認識された額の合計と繰延税金費用の差額は、為替の変動による影響であります。

当社グループは、繰延税金資産の回収可能性の評価にあたり、予定される繰延税金負債の取り崩し、予測さ

れる将来課税所得及びタックスプランニングを考慮しております。繰延税金資産の回収可能性の評価の結果、

一部の将来減算一時差異及び繰越欠損金については繰延税金資産を計上しておりません。

繰延税金資産を認識していない将来減算一時差異及び繰越欠損金は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2024年12月31日）
当連結会計年度
（2025年12月31日）

将来減算一時差異 66,007 72,245

繰越欠損金 31,447 34,986

合計 97,454 107,230
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繰延税金資産を認識していない繰越欠損金の繰越期限別の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2024年12月31日）
当連結会計年度
（2025年12月31日）

1年以内 － －

1年超5年以内 296 9,651

5年超 31,151 25,334

合計 31,447 34,986

 

繰延税金負債として認識されていない子会社に対する投資に係る一時差異の総額は、前連結会計年度末及び

当連結会計年度末において、それぞれ84,276百万円及び75,565百万円であります。

これらは当社グループが一時差異の解消時期をコントロールでき、かつ、予見可能な期間内に当該一時差異

が解消しない可能性が高いことから、繰延税金負債を認識しておりません。

 

(2）法人所得税費用

法人所得税費用の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

当期税金費用 45,845 31,927

過年度税金費用 59 2,480

繰延税金費用 △6,595 122

法人所得税費用合計 39,309 34,529

 

当期税金費用には、従前は未認識であった税務上の欠損金、税額控除または過去の期間の一時差異から生じ

た便益の額を含めております。これに伴う当期税金費用の減少額は、前連結会計年度においては777百万円、

当連結会計年度においては該当はありません。
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当社グループの法定実効税率と、実際の負担税率との関係は以下のとおりであります。なお、法定実効税率

は、日本における法人税、住民税及び事業税に基づき算定しております。また、在外子会社については、その

所在地における法人税等が課されております。

 
前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

法定実効税率 30.6％ 30.6％

未認識の繰延税金資産の変動 △0.6％ 3.1％

受取配当金等 1.5％ 1.3％

海外税率差異 △4.4％ △3.9％

税制改正による影響 0.0％ 0.0％

税額控除 △1.3％ △2.9％

未分配利益に対する税効果 2.6％ 0.7％

過年度法人税等 0.0％ 2.4％

その他 0.8％ 1.6％

実際負担税率 29.2％ 32.8％

 

 

(3）グローバル・ミニマム課税

当社が所在する日本において、第2の柱モデルルールに則したグローバル・ミニマム課税制度を導入する

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和5年法律第3号）が2023年3月28日に成立しました。当該法律

は、当社においては2025年1月1日に開始する当連結会計年度から適用されております。また、当社グループ

が事業活動を行う一部の国においてもグローバル・ミニマム課税制度が制定され、当該一部の国に所在する

子会社に対して当連結会計年度から適用されておりますが、当社グループの当期税金費用に重要な影響はあ

りません。

なお、当社グループは、第2の柱モデルルールを導入するために制定又は実質的に制定された税法から生

じる法人所得税に係る繰延税金資産及び繰延税金負債に関して、認識及び情報開示に対する例外を適用して

おり、認識及び開示をしておりません。
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16．借入金

借入金の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 短期借入金
1年内長期
借入金

流動項目
小計

長期借入金
非流動項目
小計

合計

2024年1月1日残高 11,094 3,883 14,977 13,588 13,588 28,565

新規借入 3,562 － 3,562 2,901 2,901 6,463

振替 － 11,526 11,526 △11,526 △11,526 －

返済 △9,139 △1,213 △10,352 － － △10,352

為替変動による影響 783 499 1,282 893 893 2,175

2024年12月31日残高 6,300 14,694 20,994 5,857 5,857 26,851

新規借入 4,482 － 4,482 1,813 1,813 6,295

振替 － － － － － －

返済 △6,918 △13,667 △20,585 △225 △225 △20,810

為替変動による影響 △375 △1,027 △1,402 121 121 △1,281

2025年12月31日残高 3,488 － 3,488 7,567 7,567 11,055

平均利率（注）1 6.33 － － 6.10 － －

返済期限（注）2 － － －
2027年

～2028年
－ －

（注）1．平均利率は、当連結会計年度末の残高に対する加重平均利率を記載しております。

2．返済期限は、当連結会計年度末の残高に対する返済期限を記載しております。

 

17．リース負債

当社グループは、複数の事務所及び車両等を賃借しております。

前連結会計年度末及び当連結会計年度末において、支払われていないリース料は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2024年12月31日）
当連結会計年度
（2025年12月31日）

1年以内 7,430 7,552

1年超5年以内 18,417 18,019

5年超 9,129 7,062

合計 34,976 32,633

将来財務費用 3,520 3,059

リース負債の現在価値 31,456 29,575

平均利率（注） 2.66％ 2.54％

（注）平均利率は、期末残高に対する加重平均利率を記載しております。
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リースに係る損益の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

短期リース料 265 281

少額リース料 317 298

使用権資産の減価償却費及び使用権資産の増加額並びに使用権資産の帳簿価額については、注記「12．使用

権資産」、リース負債に係る金利費用については、注記「27．金融収益及び金融費用」、リースに係るキャッ

シュ・アウトフローの合計額については、連結キャッシュ・フロー計算書に記載しております。

また、当連結会計年度末において契約を締結しているものの、まだ開始していない重要なリース契約はあり

ません。

 

18．仕入債務及びその他の債務

仕入債務及びその他の債務の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2024年12月31日）
当連結会計年度
（2025年12月31日）

支払手形及び買掛金 131,333 122,657

未払金及び未払費用 100,066 98,925

合計 231,399 221,583

 

19．従業員給付

(1）採用している退職後給付制度の概要

当社及び一部の子会社は確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度(積立型及

び非積立型)を設けております。給付額は勤続年数、職能・職務等級、役職などの評価要素に基づき決定し

ております。

当社の確定給付企業年金制度は、法令に従い、当社と法的に分離されたユニ・チャーム企業年金基金（以

下「年金基金」という。）が運営しております。年金基金の理事会及び年金運用受託機関は、制度加入者の

利益を最優先にして行動することが法令により求められており、所定の方針に基づき制度資産の運用を行う

責任を負っております。事業主は、基金への掛金拠出の義務を負っております。

年金基金は、金融機関に制度資産の運用を委託し、退職給付企業年金制度による支払いを将来にわたり確

実に実施するため、許容されるリスクのもとで安定的な収益を確保することを目的としてポートフォリオを

策定しております。このポートフォリオは策定時の前提条件等に大きな変化が生じた場合に、必要に応じて

見直しを行うこととしております。

当社の退職一時金制度は、主に退職給付信託契約に基づき、退職金支払額を信託財産より支払うことがで

きます。債券を中心とした流動性が高い低リスク運用を金融機関に委託し、将来の退職一時金支払の資金需

要に応じて、支払うことができるようにしております。

なお、制度資産は金融商品に係る投資リスクに晒されており、確定給付制度債務は割引率等の様々な年金

数理計算上の仮定に基づき測定されているため、それらの仮定の変動によるリスクに晒されております。

また、当社及び一部の子会社は、確定給付制度のほか、確定拠出制度を設けております。

 

EDINET提出書類

ユニ・チャーム株式会社(E00678)

有価証券報告書

111/167



(2）確定給付制度

①　連結財政状態計算書上の認識額

確定給付制度債務及び制度資産と連結財政状態計算書上の認識額との関係は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2024年12月31日）
当連結会計年度
（2025年12月31日）

積立型確定給付制度債務の現在価値 45,141 40,104

制度資産の公正価値 △60,739 △64,245

小計 △15,598 △24,141

資産上限額の影響（注）1 18,006 29,172

非積立型確定給付制度債務の現在価値 9,379 10,202

退職給付に係る負債（資産）の純額 11,787 15,233

連結財政状態計算書上の金額   

退職給付に係る負債 13,490 15,942

退職給付に係る資産（注）2 △1,703 △709

（注）1．最低積立要件を考慮し、制度への将来掛金の減額の形で利用可能な経済的便益の現在価値に基づき、資産上

限額を算定しております。

2．連結財政状態計算書上、その他の非流動資産に含めております。

 

②　確定給付制度債務の現在価値の調整表

確定給付制度債務の現在価値の変動は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

確定給付制度債務の現在価値の期首残高 54,975 54,520

当期勤務費用 3,163 3,081

利息費用 1,243 1,496

再測定   

人口統計上の仮定の変更により生じた数理計算

上の差異
308 373

財務上の仮定の変更により生じた数理計算上の

差異
△3,447 △6,587

実績修正により生じた数理計算上の差異 206 238

過去勤務費用 29 18

退職給付の支払額 △2,808 △2,863

為替変動による影響 850 22

その他 0 8

確定給付制度債務の現在価値の期末残高 54,520 50,306

（注）確定給付制度債務の加重平均デュレーションは、前連結会計年度及び当連結会計年度において、それぞれ13.8年

及び12.7年であります。
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③　制度資産の公正価値の調整表

制度資産の公正価値の変動は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

制度資産の公正価値の期首残高 55,997 60,739

利息収益 1,006 1,421

再測定   

制度資産に係る収益 2,752 1,799

事業主からの拠出額 2,092 1,736

退職給付の支払額 △1,198 △1,281

為替変動による影響 90 △174

その他 － 5

制度資産の公正価値の期末残高 60,739 64,245

（注）確定給付制度への事業主からの翌年度の予想拠出額は1,694百万円であります。

 

④　資産上限額の影響の調整表

資産上限額の影響の変動は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

資産上限額の影響の期首残高 9,585 18,006

利息収益の制限 172 415

再測定   

資産上限額の影響の変動 8,248 10,751

資産上限額の影響の期末残高 18,006 29,172

 

⑤　制度資産の内訳

制度資産の内訳は以下のとおりであります。

前連結会計年度（2024年12月31日）

（単位：百万円）
 

 
活発な市場における
公表市場価格があるもの

活発な市場における
公表市場価格がないもの

合計

負債性金融商品 － 24,770 24,770

資本性金融商品 － 16,635 16,635

現金及び現金同等物 － 1,129 1,129

生保一般勘定 0 5,215 5,215

その他 － 12,989 12,989

制度資産合計 0 60,739 60,739

（注）1．負債性金融商品は、全て合同運用信託であります。合同運用信託の投資先は、主に国内債券及び債券投資信

託であります。

2．資本性金融商品は、全て合同運用信託であります。合同運用信託の投資先は、主に国内及び海外の上場株式

であります。

3．現金及び現金同等物は、主に合同運用信託で保有しております。

4．その他に分類される制度資産は、全て合同運用信託であります。
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当連結会計年度（2025年12月31日）

（単位：百万円）
 

 
活発な市場における
公表市場価格があるもの

活発な市場における
公表市場価格がないもの

合計

負債性金融商品 － 23,339 23,339

資本性金融商品 － 19,511 19,511

現金及び現金同等物 － 1,081 1,081

生保一般勘定 － 6,312 6,312

その他 － 14,002 14,002

制度資産合計 － 64,245 64,245

（注）1．負債性金融商品は、全て合同運用信託であります。合同運用信託の投資先は、主に国内債券及び債券投資信

託であります。

2．資本性金融商品は、全て合同運用信託であります。合同運用信託の投資先は、主に国内及び海外の上場株式

であります。

3．現金及び現金同等物は、主に合同運用信託で保有しております。

4．その他に分類される制度資産は、全て合同運用信託であります。

 

⑥　数理計算上の仮定

数理計算のために使用した主要な仮定（加重平均）は以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2024年12月31日）
当連結会計年度
（2025年12月31日）

割引率 2.9％ 3.7％

 

⑦　感応度分析

数理計算上の仮定が変動した場合の確定給付制度債務の現在価値に与える影響は以下のとおりでありま

す。なお、本分析においては、その他全ての変数は一定のものと仮定しております。また、前連結会計年

度の感応度分析の作成に使用した方法及び仮定からの変更はありません。

 変動
前連結会計年度

（2024年12月31日）
当連結会計年度
（2025年12月31日）

割引率
0.5％の上昇 3,210百万円の減少 2,666百万円の減少

0.5％の低下 3,624百万円の増加 2,999百万円の増加

 

(3）確定拠出制度

確定拠出制度に係る費用は、従業員がサービスを提供した期間に費用として認識し、未払拠出額を債務と

して認識しております。確定拠出制度に係る費用は、前連結会計年度及び当連結会計年度において、それぞ

れ5,891百万円及び6,054百万円であります。
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20．その他の流動負債

その他の流動負債の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2024年12月31日）
当連結会計年度
（2025年12月31日）

未払賞与 7,826 8,680

未払消費税等 6,630 3,486

未払有給休暇 3,341 3,875

その他 7,010 3,560

合計 24,806 19,602

 

21．資本

(1）資本金及び資本剰余金

授権株式総数及び発行済株式数の増減は以下のとおりであります。

 
授権株式総数
（千株）

発行済株式数
（千株）

2024年1月1日残高 827,779 620,834

期中増加 － －

期中減少 － －

2024年12月31日残高 827,779 620,834

期中増加（注） 1,655,558 1,241,669

期中減少 － －

2025年12月31日残高 2,483,337 1,862,503

（注）授権株式総数及び発行済株式数の期中増加は、2025年1月1日を効力発生日として、普通株式1株につき3株の割合

で株式分割を行っていることによるものです。

 

当社が発行する株式は全て無額面の普通株式であります。全ての発行済株式は全額が払い込まれておりま

す。

資本剰余金は、資本準備金及びその他の資本剰余金から構成されております。日本における会社法の規定

上、株式の発行に対しての払込みまたは給付に係る額の2分の1以上を資本金に組み入れ、資本金として計上

しないこととした金額は資本準備金に組み入れることが規定されております。

また、会社法の規定上、資本準備金の額は株主総会の決議により、資本金に組み入れることができます。

なお、子会社株式の追加取得持分と追加投資額との間に生じた差額により資本剰余金が負の値になる場合

には、資本剰余金をゼロとし、残額は利益剰余金から減額しております。

 

(2）利益剰余金

　利益剰余金は利益準備金及びその他の利益剰余金から構成されております。会社法の規定上、剰余金の配

当として支出する金額の10分の1を、資本準備金と利益準備金の合計額が資本金の4分の1に達するまで、資本

準備金または利益準備金として積み立てることとされております。

　積み立てられた利益準備金は、欠損填補に充当できます。また、株主総会の決議により、利益準備金を取

り崩すことができることとされております。
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(3）自己株式

　自己株式の増減は以下のとおりであります。

 
株数
（千株）

金額
（百万円）

2024年1月1日残高 30,606 100,572

取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加 3,898 19,000

単元未満株式の買取による増加 0 1

譲渡制限付株式報酬制度による取得 44 115

譲渡制限付株式報酬としての処分による減少 △84 △275

2024年12月31日残高 34,465 119,412

株式分割による増加 68,929 －

取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加 20,020 22,000

単元未満株式の買取による増加 1 2

譲渡制限付株式報酬制度による取得 61 54

譲渡制限付株式報酬としての処分による減少 △248 △287

第三者割当による自己株式の処分による減少 △650 △753

2025年12月31日残高 122,578 140,428

（注）当社は、2025年1月1日を効力発生日として、普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っております。

 

(4）その他の資本の構成要素

　その他の資本の構成要素の増減は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 

その他の
包括利益を通
じて公正価値
で測定する資
本性金融資産
の純変動

その他の
包括利益を通
じて公正価値
で測定する負
債性金融資産
の純変動

キャッシュ
・フロー・
ヘッジの
公正価値
変動

在外営業
活動体の
為替換算
差額

退職給付に
係る負債
（資産）の
純額に係る
再測定

持分法適用会
社における持
分相当額

合計

2024年1月1日残高 4,277 △94 △6 54,261 － 809 59,246

その他の包括利益 2,191 △131 0 36,177 △1,844 1,507 37,901

非支配持分との資本取

引
－ － － － － － －

その他の資本の構成要

素から利益剰余金への

振替

△257 － － － 1,844 － 1,587

2024年12月31日残高 6,211 △224 △6 90,438 － 2,316 98,734

その他の包括利益 4,307 48 △4 4,441 △2,000 577 7,370

非支配持分との資本取

引
－ － － △1,452 － － △1,452

その他の資本の構成要

素から利益剰余金への

振替

△461 － － － 2,000 － 1,539

2025年12月31日残高 10,057 △176 △10 93,427 － 2,893 106,191
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22．配当

前連結会計年度（自　2024年1月1日　至　2024年12月31日）

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2024年2月7日

取締役会
普通株式 11,805 20.0 2023年12月31日 2024年3月7日

2024年8月6日

取締役会
普通株式 12,901 22.0 2024年6月30日 2024年9月3日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年2月13日

取締役会
普通株式 12,900 22.0 2024年12月31日 2025年2月27日

（注）当社は、2025年1月1日を効力発生日として、普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っておりますが、上記

の事項は、当該株式分割前の株式数で記載しております。

 

当連結会計年度（自　2025年1月1日　至　2025年12月31日）

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年2月13日

取締役会
普通株式 12,900 22.0 2024年12月31日 2025年2月27日

2025年8月5日

取締役会
普通株式 15,749 9.0 2025年6月30日 2025年9月2日

（注）当社は、2025年1月1日を効力発生日として普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っておりますが、2024年

12月31日を基準日とする配当につきましては、当該株式分割前の1株当たり配当額で記載しております。

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2026年2月12日

取締役会
普通株式 15,659 9.0 2025年12月31日 2026年3月3日
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23．収益

（1）収益の分解

当社グループの売上高は、一時点で顧客に移転される財から生じる収益で構成されております。また、各報

告セグメントの売上高は、連結会社の所在地に基づき分解しております。これらの分解した売上高は以下のと

おりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

パーソナルケア   

日本 246,388 248,253

中国 106,586 76,889

アジア 333,536 308,332

その他 139,591 140,954

小計 826,100 774,428

ペットケア（注）1 148,673 156,084

その他（注）2 14,208 14,755

合計 988,981 945,268

（注）1．ペットケア事業は、主に日本及び北米地域（その他に区分される地域）における売上高であります。

2．その他は、主に日本及び中東地域（その他に区分される地域）における売上高であります。

 

（2）顧客との契約から生じた債権、契約負債

顧客との契約から生じた債権は、「売上債権及びその他の債権」に含まれている受取手形及び売掛金が該当

します。前連結会計年度末及び当連結会計年度において、契約負債の額、並びに、過去の期間に充足した履行

義務から認識した収益の額に重要性はありません。なお、契約負債は「その他の流動負債」に含めておりま

す。

 

（3）残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、個別の予想契約期間が1年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を使用

し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に取引価

格に含まれていない重要な金額はありません。

 

（4）顧客との契約の獲得又は履行のためのコストから認識した資産

前連結会計年度末及び当連結会計年度において、顧客との契約の獲得又は履行のためのコストから認識した

資産の額に重要性はありません。なお、認識すべき資産の償却期間が1年以内である場合には、実務上の便法

を使用し、契約の獲得の増分コストを発生時に費用として認識しております。
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24．販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費の内訳は以下のとおりであります。

  （単位：百万円）

 
　前連結会計年度
（自　2024年 1月 1日
　　至　2024年12月31日）

　当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
　　至　2025年12月31日）

販売運賃諸掛 67,884 67,564

販売促進費 33,408 36,374

広告宣伝費 36,300 36,505

従業員給付費用 53,852 53,585

減価償却費及び償却費 13,525 13,707

研究開発費 10,304 13,611

その他 36,175 39,327

合計 251,446 260,674

（注）当連結会計年度より、当社の事業活動における研究開発体制の実態をより適切に反映するため、研究開発費とし

て計上する減価償却費・人件費等の範囲を見直しました。当連結会計年度の区分変更に基づいた前連結会計年度

の各費目に含まれる当該見直しによる影響額は、従業員給付費用1,235百万円、減価償却費及び償却費1,003百万

円、その他35百万円であります。

 

25．従業員給付費用

売上原価並びに販売費及び一般管理費に含めている従業員給付費用の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

給与及び賞与 71,845 72,486

厚生費及び法定福利費 6,905 6,820

退職給付費用 9,432 9,690

株式報酬費用 1,029 472

その他 1,497 801

合計 90,708 90,268
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26．その他の収益及びその他の費用

その他の収益及びその他の費用の内訳は以下のとおりであります。

  （単位：百万円）

 
　前連結会計年度
（自　2024年 1月 1日
　　至　2024年12月31日）

　当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
　　至　2025年12月31日）

その他の収益   

補助金収入 559 410

スクラップ売却益 490 626

火災保険金（注）1 － 6,871

その他 823 1,598

その他の収益合計 1,872 9,505

その他の費用   

固定資産処分損 855 1,210

減損損失（注）2 912 6,015

EPCG関連費用（注）3 1,848 93

GST評価損失（注）4 － 6,920

その他 1,957 2,171

その他の費用合計 5,572 16,410

（注）1．2020年6月24日に当社子会社である、Unicharm India Private Ltd. アーメダバード工場にて発生した火災事

故に関して、当連結会計年度において、火災保険金6,871百万円を受領しており、連結損益計算書の「その他

の収益」に含めております。

2．減損損失は、注記「13．非金融資産の減損」に記載しております。

3．当社子会社であるUnicharm India Private Ltd.は、インド政府の外国貿易政策において定められるExport

Promotion Capital Goods（EPCG）スキームを適用し、輸入関税の免除を受けておりましたが、販売戦略の変

更により、EPCGスキームの適用を一部中止いたしました。中止に伴い支払う関税の減免額等の費用につい

て、連結損益計算書の「その他の費用」に含めております。

4．当社子会社であるUnicharm India Private Ltd.において、2025年9月にインドで行われたGST（物品・サービ

ス税）の制度改正に伴い計上した評価損失を含めております。当該改正により、「その他の非流動資産」に

含めて資産計上していた支払済GSTの一部について、将来的に税額控除又は還付が見込まれなくなったため、

回収可能性の見直しを行い、6,920百万円を評価損失として、連結損益計算書の「その他の費用」に含めてお

ります。
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27．金融収益及び金融費用

金融収益及び金融費用の内訳は以下のとおりであります。

  （単位：百万円）

 
　前連結会計年度
（自　2024年 1月 1日
　　至　2024年12月31日）

　当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
　　至　2025年12月31日）

金融収益   

受取利息（注）1 8,768 5,714

受取配当金（注）2 948 1,018

為替差益 － 536

その他 － 67

金融収益合計 9,716 7,335

金融費用   

支払利息   

償却原価で測定する金融負債（注）3 2,864 2,282

為替差損 6,518 －

デリバティブ評価損 183 1,468

その他 377 177

金融費用合計 9,942 3,928

（注）1．受取利息は償却原価で測定する金融資産、現金及び現金同等物、貸付金及び債権から発生しております。

2．受取配当金はその他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産から発生しております。

3．償却原価で測定する金融負債に係る支払利息には、リース負債に係る金利費用を含めており、前連結会計年

度及び当連結会計年度において、それぞれ929百万円及び828百万円であります。
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28．その他の包括利益

その他の包括利益に係る当期発生額、組替調整額及び税効果の影響は以下のとおりであります。

前連結会計年度（自　2024年1月1日　至　2024年12月31日）

（単位：百万円）
 

 当期発生額 組替調整額 税効果調整前 税効果 税効果調整後

純損益に組み替えられること

のない項目
     

その他の包括利益を通じて

公正価値で測定する資本性

金融資産の純変動

3,207 － 3,207 △1,015 2,191

退職給付に係る負債（資

産）の純額に係る再測定
△2,564 － △2,564 758 △1,806

小計 643 － 643 △258 385

      

純損益に組み替えられる可能

性のある項目
     

その他の包括利益を通じて

公正価値で測定する負債性

金融資産の純変動

△188 － △188 58 △131

キャッシュ・フロー・ヘッ

ジの公正価値変動
99 △99 △0 0 0

在外営業活動体の為替換算

差額
42,759 － 42,759 － 42,759

持分法によるその他の包括

利益
1,507 － 1,507 － 1,507

小計 44,177 △99 44,078 58 44,136

その他の包括利益合計額 44,820 △99 44,721 △200 44,521
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当連結会計年度（自　2025年1月1日　至　2025年12月31日）

（単位：百万円）
 

 当期発生額 組替調整額 税効果調整前 税効果 税効果調整後

純損益に組み替えられること

のない項目
     

その他の包括利益を通じて

公正価値で測定する資本性

金融資産の純変動

6,252 － 6,252 △1,945 4,307

退職給付に係る負債（資

産）の純額に係る再測定
△2,977 － △2,977 1,060 △1,917

小計 3,275 － 3,275 △885 2,390

      

純損益に組み替えられる可能

性のある項目
     

その他の包括利益を通じて

公正価値で測定する負債性

金融資産の純変動

70 － 70 △21 48

キャッシュ・フロー・ヘッ

ジの公正価値変動
△7 － △7 － △7

在外営業活動体の為替換算

差額
4,397 － 4,397 － 4,397

持分法によるその他の包括

利益
577 － 577 － 577

小計 5,037 － 5,037 △21 5,016

その他の包括利益合計額 8,312 － 8,312 △906 7,406
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29．1株当たり利益

(1）基本的1株当たり当期利益

基本的1株当たり当期利益及びその算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

親会社の所有者に帰属する当期利益（百万円） 81,842 65,212

親会社の普通株主に帰属しない当期利益（百万円） － －

基本的1株当たり当期利益の計算に使用する当期利

益（百万円）
81,842 65,212

普通株式の加重平均株式数（千株） 1,763,570 1,748,127

基本的1株当たり当期利益（円） 46.41 37.30

（注）1．当社は、2025年1月1日を効力発生日として、普通株式1株につき3株の割合で株式分割を実施しました。当該

株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定して、基本的1株当たり当期利益を算定しております。

2．希薄化後1株当たり当期利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

30．キャッシュ・フロー情報

重要な非資金取引（現金及び現金同等物の使用を必要としない投資及び財務取引）は以下のとおりでありま

す。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

リース取引に係る使用権資産の増加 7,799 5,394
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31．株式報酬

(1）譲渡制限付株式報酬制度

①譲渡制限付株式報酬制度の概要

当社グループは、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブの付与及び株主価値の共有を目的とし

て、譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。

本制度は、当社の社外取締役及び監査等委員である取締役を除く取締役、取締役を兼務しない執行役員及

び理事（以下「対象取締役等」といいます。）並びに当社グループの従業員（以下「対象従業員」といいま

す。）に対して、譲渡制限付株式を割り当てるために金銭報酬債権を付与し、当該金銭報酬債権の現物出資

により対象取締役等及び対象従業員に当社の普通株式を発行又は処分し、これを保有させるものでありま

す。

当社は、対象取締役等及び対象従業員との間で、対象取締役等及び対象従業員は当該割当契約によって交

付された当社普通株式（以下「本割当株式」といいます。）を当該割当契約に定める譲渡制限期間に譲渡、

担保権の設定その他の処分をすることができないこと及び一定の事由が生じた場合には、当社が本割当株式

を無償で取得すること等を含む譲渡制限付株式割当契約を締結しております。

対象取締役が本処分期日からその後最初に到来する定時株主総会終結時点の直前時までの期間（以下「役

務提供期間」といいます。）中、継続して、当社の取締役の地位にあることを条件として、本割当株式の全

部について、譲渡制限期間の満了時点で譲渡制限が解除されます。対象執行役員及び理事が、本処分期日が

属する事業年度に係る委任契約期間中、継続して、当社の取締役、取締役を兼務しない執行役員及び理事の

地位にあることを条件として、本割当株式の全部について、譲渡制限期間の満了時点で譲渡制限が解除され

ます。対象従業員が譲渡制限期間中、継続して、当社又は当社子会社の使用人又はその他これに準ずる地位

のいずれかの地位にあることを条件として、本割当株式の全部について、譲渡制限期間の満了時点で譲渡制

限が解除されます。

他方で、譲渡制限期間が満了した時点において、譲渡制限が解除されていない株式については、当社が無

償で取得することとなります。

 

②期中に付与された株式数と公正価値

 

前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日

至　2024年12月31日）

当連結会計年度

（自　2025年 1月 1日

至　2025年12月31日）

付与日 2024年3月27日 2025年3月19日

付与数（株） 83,840（注4） 248,400

譲渡制限期間

譲渡制限付株式の割当数のうち、

72,540株は割当日から2027年4月23日

まで、11,300株は割当日から2025年

7月1日まで（注1）（注3）（注4）

割当日から2028年4月14日まで（注

2）（注3）

付与日の公正価値（円） 4,773 1,201.5

（注）1．原則として、対象取締役等が、当社の取締役等の地位から、役務提供期間の満了、任期満了又

は定年その他正当な事由（ただし、死亡による退任又は退職の場合を除く）により退任又は退

職した場合には、対象取締役等の退任又は退職の直後の時点又は2025年4月1日のいずれか遅い

時点をもって、譲渡制限が解除されます。死亡による退任又は退職の場合は、対象取締役等の

死亡後、取締役会が別途決定した時点をもって、譲渡制限が解除されます。ただし、上記の定

めにかかわらず、対象取締役等が2025年4月1日の直前時点までに、死亡により退任又は退職し

た場合には、当社は当然に、その時点の保有する本割当株式の全部を無償で取得することとな

ります。

2．原則として、対象取締役等が、当社の取締役等の地位から、役務提供期間の満了、任期満了又

は定年その他正当な事由（ただし、死亡による退任又は退職の場合を除く）により退任又は退

職した場合には、対象取締役等の退任又は退職の直後の時点又は2026年4月1日のいずれか遅い

時点をもって、譲渡制限が解除されます。死亡による退任又は退職の場合は、対象取締役等の

死亡後、取締役会が別途決定した時点をもって、譲渡制限が解除されます。ただし、上記の定

めにかかわらず、対象取締役等が2026年4月1日の直前時点までに、死亡により退任又は退職し

た場合には、当社は当然に、その時点の保有する本割当株式の全部を無償で取得することとな

ります。

3．対象従業員が、当社又は当社子会社の使用人又はその他これに準ずる地位からも定年その他正

当な事由により退職（死亡による退職を含む）した場合には、本割当株式の全部について、対

象従業員の退職の直後の時点をもって、譲渡制限が解除されます。
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4．当社は、2025年1月1日付で普通株式１株につき3株の割合で株式分割を行っております。当該株

式分割により、前連結会計年度の付与株式数は251,520株となっております。

 

(2）株式報酬費用

株式報酬費用の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 

前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日

至　2024年12月31日）

当連結会計年度

（自　2025年 1月 1日

至　2025年12月31日）

持分決済型 1,357 756

現金決済型 77 △140

合計 1,435 616

（注）現金決済型株式報酬は、海外居住者となる対象取締役等及び対象従業員に対して、所定の株数に権

利確定日の株価を乗じた金額を現金で支払うものであります。現金決済型報酬制度から生じた負債

の帳簿価額は、前連結会計年度末及び当連結会計年度末において、それぞれ920百万円及び123百万

円であります。

 

(3）期中に付与したストック・オプションの公正価値の算定方法

該当事項はありません。
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32．金融商品

(1）金融商品の分類

金融商品の分類ごとの内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度
（2024年12月31日）

当連結会計年度
（2025年12月31日）

＜金融資産＞   

償却原価で測定する金融資産   

現金及び現金同等物 261,054 253,092

売上債権及びその他の債権 168,631 154,762

その他の金融資産（流動） 94,992 92,818

その他の金融資産（非流動） 13,629 17,495

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産   

その他の金融資産（流動） 12,703 7,460

その他の金融資産（非流動） 7,395 15,555

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産   

その他の金融資産（非流動） 38,914 44,396

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産   

その他の金融資産（非流動） 57,632 83,143

合計 654,950 668,722

＜金融負債＞   

償却原価で測定する金融負債   

仕入債務及びその他の債務 231,399 221,583

借入金 26,851 11,055

その他の金融負債（流動）（注）1 6,701 6,938

その他の金融負債（非流動）（注）2 25,765 23,368

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債   

その他の金融負債（流動） 666 2,055

合計 291,382 264,999
  

（注）1．その他の金融負債（流動）には、リース負債（流動）を含めており、前連結会計年度末及び当連結会計年度

末において、それぞれ6,701百万円及び6,901百万円であります。

2．その他の金融負債（非流動）には、リース負債（非流動）を含めており、前連結会計年度末及び当連結会計

年度末において、それぞれ24,754百万円及び22,674百万円であります。

 

(2）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産

当社グループが保有する資本性金融商品は、主に取引先企業との業務または資本提携等に関連する株式、

並びに、低金利下における余資運用の一環としての株式取得であり、短期売買目的で保有するものではない

ことから、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産に指定しております。
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①　主な銘柄ごとの公正価値

主な銘柄ごとの公正価値は以下のとおりであります。

前連結会計年度（2024年12月31日）

 （単位：百万円）
 

銘柄 公正価値

花王㈱ 17,826

住友不動産㈱ 6,022

ピジョン㈱ 3,884

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,669

㈱いよぎんホールディングス 1,562

その他 7,951

合計 38,914

 

当連結会計年度（2025年12月31日）

 （単位：百万円）
 

銘柄 公正価値

花王㈱ 17,472

住友不動産㈱ 9,586

ピジョン㈱ 4,299

㈱いよぎんホールディングス 2,597

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 2,254

その他 8,189

合計 44,396

 

②　認識を中止したその他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産

当社グループは、取引先企業との関係の見直し等により、その他の包括利益を通じて公正価値で測定す

る資本性金融資産を売却により処分し、認識を中止しております。期中で認識を中止した、その他の包括

利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産の認識中止時点の公正価値、累積利得は以下のとおりで

あります。

 （単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

公正価値 813 880

累積利得 529 745

当社グループでは、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産の公正価値の変動に

よる累積利得は、認識を中止した場合にその他の資本の構成要素から利益剰余金に直接振り替えておりま

す。利益剰余金へ直接振り替えたその他の包括利益の累積利得は、前連結会計年度及び当連結会計年度に

おいて、それぞれ529百万円及び745百万円であります。
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③　受取配当金

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産に関する受取配当金の内訳は以下のとお

りであります。

 （単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

期中に認識を中止した金融資産 34 32

期末日現在で保有している金融資産 913 986

合計 948 1,018

 

(3）資本管理

資本管理における当社グループの基本的な方針は、持続的な企業価値の向上と、それを通じて親会社の所

有者に対し安定的な剰余金の配当を実施するために、資本効率を向上させつつ、財務の健全性・柔軟性も確

保された、最適な資本構成を維持することとしております。

当社グループは、親会社の所有者に帰属する持分及び親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE）を、収益

性や事業における投下資本の運用効率を示す経営上の重要な指針とし、適宜モニタリングしております。

 
前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

親会社の所有者に帰属する持分（百万円） 773,062 794,705

親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE）（％） 11.1 8.3

 

(4）財務リスク管理

当社グループの活動は、市場リスク（外国為替リスク、価格リスク、金利リスクを含む）、信用リスク及

び流動性リスクなどの様々な財務リスクに晒されております。当社グループは外国為替リスクをヘッジする

ためにデリバティブ取引を利用しております。デリバティブ取引は、外貨建ての債権債務に係る為替の変動

リスクに対するヘッジ取引を目的とした為替予約取引、直物為替先渡取引、先物取引であります。執行・管

理については、内規に従って行われており、実需に基づくものに限定しております。

なお、当社グループは、金融商品に関して重大な集中リスクには晒されておりません。

 

①　市場リスク

(a）外国為替リスク

当社グループは、海外で商品を製造・販売しており、資材・商品の輸入や商品の輸出に関して外貨建

取引を行っております。海外における事業展開により、外国為替リスクに晒されております。外国為替

リスクは先物為替取引、認識されている資産及び負債から発生しております。

当社グループは、通貨別に把握された為替変動リスクを軽減するため、為替予約取引、直物為替先渡

取引を利用してキャッシュ・フローの変動をヘッジしております。

 

デリバティブ

当社グループの実施している為替の変動リスクを抑制するための主なデリバティブの概要は以下の

とおりであります。なお、連結財政状態計算書上、デリバティブ資産または負債はその他の金融資産

またはその他の金融負債に含めて表示しております。
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ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

（単位：百万円）
 

 

前連結会計年度
（2024年12月31日）

当連結会計年度
（2025年12月31日）

契約額等
公正価値

契約額等
公正価値

 内1年超  内1年超

為替予約取引

　売建

　　米ドル

10,818 － △589 13,746 － △840

為替予約取引

　買建

　　米ドル

3,330 － 89 4,814 － △32

為替予約取引

　売建

　　ユーロ

－ － － 392 － △7

為替予約取引

　買建

　　ユーロ

8 － 0 － － －

為替予約取引

　買建

　　円

10 － △0 500 － △5

為替予約取引

　売建

　　円

46 － 1 138 － △1

為替予約取引

　売建

　　豪ドル

528 － △1 1,593 － △3

為替予約取引

　売建

　　中国元

－ － － 12,890 － △1,155

為替予約取引

　売建

　　シンガポールドル

－ － － 244 － 1

直物為替先渡取引

　買建

　　米ドル

4,765 － △71 2,225 － △12

先物取引

　買建

　　米ドル

13 － 1 22 － 1

合計 19,518 － △570 36,564 － △2,054
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ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

（単位：百万円）
 

 
主なヘッジ
対象

前連結会計年度
（2024年12月31日）

当連結会計年度
（2025年12月31日）

契約額等
公正価値 平均レート

契約額等
公正価値 平均レート

 内1年超  内1年超

為替予取引

　買建

　　円

外貨建予

定取引
－ － －

－

ユーロ

/円

1,063 － △7

182.38

ユーロ

/円

合計 － － － － 1,063 － △7  

 

為替感応度分析

為替感応度分析は、報告日現在における為替リスクエクスポージャー（純額）に対して、日本円が

10％円高となった場合に連結損益計算書の当期利益に与える影響を示しております。本分析において

は、その他全ての変数は一定のものと仮定しております。また、主なエクスポージャーがあるのは米

ドル及び中国元となっております。なお、日本円が10％円安となった場合は以下の表と同額で反対の

影響があります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

米ドル 791 581

中国元 10 4

合計 802 585

 

(b）価格リスク

当社グループが保有する資本性金融商品は、主に取引先企業との業務または資本提携等に関連する株

式、並びに、低金利下における余資運用の一環としての株式取得であり、短期売買目的で保有するもの

はありません。資本性金融商品には、上場株式と非上場株式を含んでおり、市場価格の変動リスクに晒

されております。定期的に公正価値や発行体の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保

有状況を見直すことにより管理しております。

 

感応度分析

当社グループが保有する上場株式について株価が10％下落した場合における連結包括利益計算書のそ

の他の包括利益(税効果考慮後)の影響は以下のとおりであります。

なお、本分析は、その他全ての変数が一定であることを前提としております。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

その他の包括利益（税効果考慮後） △2,590 △2,948
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(c）金利リスク

当社グループは、事業活動を進める上で、運転資金及び設備投資等に必要となる資金を調達すること

に伴い発生する利息を支払っており、そのうちの一部は、変動金利であるため、金利の変動リスクに晒

されておりますが、有利子負債を超える現金及び現金同等物を維持しております。現状においても利息

の支払いが当社グループに与える影響は小さいため、金利リスクは僅少であります。

 

②　信用リスク

信用リスクとは、顧客または金融商品の取引相手が契約上の義務を果たすことができなかった場合に当

社グループが負う財務上の損失リスクであります。

信用リスクが著しく増加しているか否かは、債務不履行発生リスクの変動に基づいて判断しており、そ

の判断にあたっては、取引先の経営成績の悪化や期日経過情報等を考慮しております。

現金及び現金同等物、デリバティブ、償却原価で測定する金融資産及びその他の包括利益を通じて公正

価値で測定する負債性金融資産等については、信用力が高いと当社が判断した金融機関のみと取引を行っ

ているため、信用リスクは僅少であります。

売上債権及びその他の債権については、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、販売管理規程に従い、営業管理部門が、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごと

の回収期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。なお、特定の取引先に対して、信用リスクが集中していることはありません。

これらの金融資産について、返済期日を大幅に経過している場合など債務不履行と認識される場合に

は、信用減損金融資産と判断しております。

当社グループは、金融資産の全部又は一部が回収不能と評価され、信用調査の結果償却することが適切

であると判断した場合、当該金融資産の帳簿価額を直接償却しております。

連結財務諸表で表示している金融資産の減損控除後の帳簿価額は、獲得した担保の評価額を考慮にいれ

ない場合の、当社の信用リスクに対するエクスポージャーの最大値であります。
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(a）信用リスク・エクスポージャー

売上債権及びその他の債権、その他の金融資産並びにこれらに対する貸倒引当金の期日別分析は以下

のとおりであります。

 

前連結会計年度（2024年12月31日）

（単位：百万円）
 

 合計 期日経過前

期日経過額

30日以内
30日超

60日以内

60日超

90日以内

90日超

120日以内
120日超

売上債権及びその他

の債権（総額）
172,122 154,852 9,572 1,766 744 237 4,951

貸倒引当額 △3,491 △301 △32 △2 △384 △2 △2,771

売上債権及びその他

の債権（純額）
168,631 154,551 9,541 1,763 360 235 2,180

その他の金融資産

（総額）
166,254 166,254 － － － － －

貸倒引当額 － － － － － － －

その他の金融資産

（純額）
166,254 166,254 － － － － －

 

当連結会計年度（2025年12月31日）

（単位：百万円）
 

 合計 期日経過前

期日経過額

30日以内
30日超

60日以内

60日超

90日以内

90日超

120日以内
120日超

売上債権及びその他

の債権（総額）
159,084 133,171 17,267 1,877 2,094 84 4,591

貸倒引当額 △4,322 △361 △28 △8 △377 － △3,549

売上債権及びその他

の債権（純額）
154,762 132,811 17,240 1,869 1,717 84 1,043

その他の金融資産

（総額）
193,456 193,456 － － － － －

貸倒引当額 － － － － － － －

その他の金融資産

（純額）
193,456 193,456 － － － － －
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(b）貸倒引当金の増減分析

 

前連結会計年度（2024年12月31日）

（単位：百万円）
 

 

12か月の予想信用

損失に等しい

金額で測定した

貸倒引当金

全期間の予想損失に等しい金額で測定した貸倒引当金

合計
信用減損ではない

金融資産

信用減損している

金融資産

売上債権及び

その他の債権

2024年1月1日時点の

残高
－ － － 3,000 3,000

期中増加額 － － － 363 363

期中減少額

（目的使用）
－ － － △62 △62

期中減少額（戻入れ） － － － △19 △19

その他

（外貨換算差額等）
－ － － 209 209

2024年12月31日時点の

残高
－ － － 3,491 3,491

 

当連結会計年度（2025年12月31日）

（単位：百万円）
 

 

12か月の予想信用

損失に等しい

金額で測定した

貸倒引当金

全期間の予想損失に等しい金額で測定した貸倒引当金

合計
信用減損ではない

金融資産

信用減損している

金融資産

売上債権及び

その他の債権

2025年1月1日時点の

残高
－ － － 3,491 3,491

期中増加額 － － － 2,047 2,047

期中減少額

（目的使用）
－ － － △1,128 △1,128

期中減少額（戻入れ） － － － △47 △47

その他

（外貨換算差額等）
－ － － △42 △42

2025年12月31日時点の

残高
－ － － 4,322 4,322
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③　流動性リスク

流動性リスクとは、当社グループが、仕入債務や借入金等の金融負債に関連する債務を履行できなくな

るリスクであります。

この流動性リスクに対応するため、当社グループは、資金運用については、一時的な余資を安全性の高

い金融資産で運用しております。資金調達については、財務状況、市場環境を踏まえ、資金調達の手段を

選定し実施しております。また、各部署からの報告等に基づき経理財務本部が適時に資金繰計画を作成・

更新をするとともに、手元流動性を維持すること等により、流動性リスクを管理しております。

 

金融負債の期日別残高は以下のとおりであります。なお、金額は契約上の割引前キャッシュ・フローで

記載しております。

 

前連結会計年度（2024年12月31日）

（単位：百万円）
 

 1年以内
1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内

5年超 合計

仕入債務及びその他の債務 230,597 636 149 3 0 14 231,399

借入金 22,208 236 5,993 － － － 28,438

リース負債（注） 7,430 6,434 5,236 3,902 2,844 9,129 34,976

その他の金融負債 － － － － － 1,011 1,011

デリバティブ負債        

キャッシュ・アウトフロー 666 － － － － － 666

合計 260,900 7,306 11,379 3,905 2,844 10,154 296,489

（注）当連結会計年度のリース負債の返済期限は、最長で2041年であります。なお、リース負債は連結財政状態計算書

上、「その他の金融負債」に含めて表示しております。

 

当連結会計年度（2025年12月31日）

（単位：百万円）
 

 1年以内
1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内

5年超 合計

仕入債務及びその他の債務 221,389 120 60 0 － 13 221,583

借入金 4,147 6,071 1,909 － － － 12,127

リース負債（注） 7,552 6,923 4,608 3,538 2,950 7,062 32,633

その他の金融負債 － － － － － 694 694

デリバティブ負債        

キャッシュ・アウトフロー 2,055 － － － － － 2,055

合計 235,143 13,115 6,577 3,538 2,950 7,770 269,092

（注）当連結会計年度のリース負債の返済期限は、最長で2043年であります。なお、リース負債は連結財政状態計算書

上、「その他の金融負債」に含めて表示しております。
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(5）金融商品の公正価値

①　公正価値で測定する金融資産及び金融負債

当社グループは、公正価値の測定に使用されるインプットの市場における観察可能性に応じて、公正価

値のヒエラルキーを、以下の3つのレベルに区分しております。

レベル1：活発な市場における同一資産または同一負債の無調整の公表価格

レベル2：レベル1に属さない、直接的または間接的に観察可能なインプット

レベル3：観察不能なインプット

 

当社グループが経常的に公正価値で測定している金融資産及び金融負債は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度（2024年12月31日）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

＜金融資産＞     

純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産
    

債券 － － 18,057 18,057

デリバティブ資産 － 96 － 96

その他 － 109 1,835 1,945

その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する資本性金融資産
    

株式 37,333 － 1,557 38,890

その他 － － 23 23

その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する負債性金融資産
    

債券 － 57,632 － 57,632

合計 37,333 57,838 21,473 116,644

＜金融負債＞     

純損益を通じて公正価値で測定する

金融負債
    

デリバティブ負債 － 666 － 666

合計 － 666 － 666
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（単位：百万円）

 

 
当連結会計年度（2025年12月31日）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

＜金融資産＞     

純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産
    

債券 － － 20,947 20,947

デリバティブ資産 － 1 － 1

その他 － 111 1,957 2,067

その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する資本性金融資産
    

株式 43,047 － 1,325 44,373

その他 － － 23 23

その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する負債性金融資産
    

債券 － 83,143 － 83,143

合計 43,047 83,255 24,252 150,555

＜金融負債＞     

純損益を通じて公正価値で測定する

金融負債
    

デリバティブ負債 － 2,055 － 2,055

合計 － 2,055 － 2,055

 

当社グループは、振替の原因となった事象または状況の変化が認められた時点で、公正価値のヒエラル

キーをレベル間で振り替えております。

なお、前連結会計年度、当連結会計年度において、レベル1、2及び3の間の振替はありません。

 

公正価値の算定方法は以下のとおりであります。

 

債券

債券の公正価値は、取引先金融機関から提示された評価額を用いて算定しております。

提示された評価額は、市場金利及びクレジットスプレッドを加味した割引率のインプットを用いた割

引キャッシュ・フロー法により算定しております。

 

デリバティブ資産、デリバティブ負債

為替予約及び直物為替先渡取引は、期末日の先物為替相場に基づき算定しております。

 

株式

市場性のある株式の公正価値は、期末日の市場価格を用いて算定しております。非上場株式は、類似

企業比較法等、適切な評価技法を用いて公正価値を算定しております。

 

EDINET提出書類

ユニ・チャーム株式会社(E00678)

有価証券報告書

137/167



レベル3に分類された金融商品の連結会計期間中の増減は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

期首残高 35,263 21,473

利得または損失合計 283 △291

純損益（注）1 △26 △59

その他の包括利益（注）2 309 △232

購入 10,327 16,412

売却・決済 △24,400 △13,341

期末残高 21,473 24,252

（注）1．純損益に含めている利得または損失は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に関するものです。こ

れらの損益は「金融収益」及び「金融費用」に含めております。

2．その他の包括利益に含めている利得または損失は、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金

融資産に関するものであり、連結包括利益計算書の「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性

金融資産の純変動」及び「在外営業活動体の為替換算差額」に含めております。

 

レベル3に分類されている金融商品は、主に債券及び非上場株式により構成されております。

レベル3に分類される金融商品の重要な観察可能でないインプットは、主に信用リスクや非流動性ディ

スカウントであり、公正価値は信用リスクや非流動性ディスカウントの上昇（低下）により減少（増加）

します。なお、観察可能でないインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に変更した場合の公正価値の

増減は重要ではありません。

担当部門が公正価値測定の評価方針及び手続きに従い、各対象資産の評価方法を決定し、公正価値を測

定しております。また、公正価値の測定結果については適切な責任者が承認しております。
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②　償却原価で測定する金融資産及び金融負債の帳簿価額及び公正価値

各決算日における償却原価で測定する金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。な

お、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっている金融商品（主として売上債権及びその他の債権、

3ヶ月超の定期預金、仕入債務及びその他の債務等）については、次表には含めておりません。

 

（単位：百万円）
 

 

前連結会計年度
（2024年12月31日）

当連結会計年度
（2025年12月31日）

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

＜金融資産＞     

債券 7,002 6,984 19,006 18,968

＜金融負債＞     

借入金 26,851 26,851 11,055 11,055

（注）債券及び借入金の公正価値のレベルはレベル2であります。

 

公正価値の算定方法は以下のとおりであります。

 

債券

債券の公正価値は、取引先金融機関から提示された評価額を用いて算定しております。

提示された評価額は、市場金利及びクレジットスプレッドを加味した割引率のインプットを用いた割

引キャッシュ・フロー法により算定しております。

 

借入金

借入金の公正価値は、類似した負債を当社グループが新たに借入れる場合に適用される利率を用い

て、将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引くことにより見積もっております。なお、変動金利に

よるものは一定期間ごとに金利の改定が行われているため、帳簿価額と公正価値は近似しております。
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33．主要な子会社

当連結会計年度末の当社グループの主要な子会社の状況は以下のとおりであります。

会社名 所在地 報告セグメント
議決権の所有割合

（％）

ユニ・チャームプロダクツ㈱ 愛媛県四国中央市 パーソナルケア 100.0

嬌聯股份有限公司 台湾-大中華圏 パーソナルケア 52.6

Uni.Charm (Thailand) Co., Ltd. タイ王国 パーソナルケア 100.0

LG Unicharm Co., Ltd． 大韓民国 パーソナルケア 51.0

尤妮佳生活用品（中国）有限公司（注） 中華人民共和国 パーソナルケア
75.0

（75.0）

PT UNI-CHARM INDONESIA Tbk インドネシア共和国 パーソナルケア 59.2

Unicharm Gulf Hygienic Industries Co.

Ltd.
サウジアラビア王国 パーソナルケア 75.0

Unicharm India Private Ltd. インド共和国 パーソナルケア 100.0

Unicharm Australasia Holding Pty Ltd. オーストラリア連邦 パーソナルケア 100.0

Unicharm Middle East & North Africa

Hygienic Industries Company S.A.E.
エジプト・アラブ共和国 パーソナルケア 95.0

The Hartz Mountain Corporation アメリカ合衆国 ペットケア 51.0

尤妮佳（中国）投資有限公司 中華人民共和国 パーソナルケア 100.0

UNICHARM DO BRASIL INDÚSTRIA E COMÉRCIO

DE PRODUTOS DE HIGIENE LTDA.
ブラジル連邦共和国 パーソナルケア 80.1

DSG International（Thailand）

Public Co., Ltd.（注）
タイ王国 パーソナルケア

99.3

（99.3）

Uni-Charm Corporation Sdn. Bhd. マレーシア パーソナルケア 100.0

Diana Unicharm Joint Stock Company ベトナム社会主義共和国 パーソナルケア 95.0

（注）1. 議決権の所有割合欄の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。

　　　2. 主要な子会社及び議決権の所有割合に重要な変動はありません。
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34．関連当事者

（1）関連当事者との取引

当社グループと関連当事者との取引は以下のとおりであります。

前連結会計年度（自　2024年1月1日　至　2024年12月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2025年1月1日　至　2025年12月31日）

該当事項はありません。

 

（2）経営幹部に対する報酬

経営幹部に対する報酬は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

基本報酬及び業績連動報酬 416 397

譲渡制限付株式報酬 170 166

合計 586 564

 

35．コミットメント

各連結会計年度の末日現在、契約しているが発生していない資本的支出は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2024年12月31日）
当連結会計年度
（2025年12月31日）

有形固定資産 3,745 3,514

無形資産 213 304

合計 3,958 3,818

 

36．後発事象

（自己株式の取得）

当社は、2026年2月12日開催の取締役会において、会社法第459条第1項第1号の規定による定款の定めに基づ

き、以下のとおり自己株式の取得を行うことを決議いたしました。

 

（1）自己株式の取得を行う理由

株主の皆様への一層の利益還元と経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため

であります。

 

（2）取得の内容

①取得する株式の種類　　　　当社普通株式

②取得する株式の総数　　　　30,000,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合1.72％）

③株式の取得価額の総額　　　19,000百万円（上限）

④取得する期間　　　　　　　2026年2月13日から2026年12月17日まで

⑤取得の方法　　　　　　　　東京証券取引所における自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）を含む

市場買付
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(2) 【その他】

当連結会計年度における半期情報等

 中間連結会計期間 当連結会計年度

売上高 （百万円） 464,170 945,268

税引前中間（当期）

利益
（百万円） 62,496 105,386

親会社の所有者に

帰属する中間（当期）

利益

（百万円） 41,813 65,212

基本的1株当たり

中間（当期）利益
（円） 23.84 37.30
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2【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2024年12月31日)
当事業年度

(2025年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 106,600 73,818

受取手形及び売掛金 51,950 54,443

有価証券 18,648 44,472

貯蔵品 2,855 2,120

短期貸付金 2,092 6,666

その他 21,317 26,924

貸倒引当金 △9 △14

流動資産合計 ※1 203,454 ※1 208,429

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,883 3,696

機械装置及び運搬具 3,044 2,551

工具、器具及び備品 1,204 1,067

土地 1,111 1,081

建設仮勘定 958 1,035

その他 23 22

有形固定資産合計 10,223 9,451

無形固定資産   

のれん 15,299 12,523

商標権 2,371 1,845

ソフトウエア 13,236 11,401

その他 1,128 1,621

無形固定資産合計 32,035 27,390

投資その他の資産   

投資有価証券 107,787 152,059

関係会社株式・出資金 191,572 200,094

長期貸付金 12,628 11,040

前払年金費用 7,487 8,783

繰延税金資産 3,449 －

その他 1,588 1,580

貸倒引当金 △2,049 △695

投資その他の資産合計 ※1 322,463 ※1 372,861

固定資産合計 364,721 409,703

資産合計 568,175 618,132
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2024年12月31日)
当事業年度

(2025年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 32,730 33,736

短期借入金 31,440 35,940

未払金 21,184 21,881

未払法人税等 8,810 1,072

賞与引当金 2,023 2,165

その他 5,962 4,209

流動負債合計 ※1 102,148 ※1 99,004

固定負債   

繰延税金負債 － 16

退職給付引当金 1,094 1,114

その他 1,450 1,755

固定負債合計 2,544 ※1 2,885

負債合計 104,692 101,889

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,993 15,993

資本剰余金   

資本準備金 18,591 18,591

その他資本剰余金 40,472 39,703

資本剰余金合計 59,063 58,294

利益剰余金   

利益準備金 1,992 1,992

その他利益剰余金   

オープンイノベーション促進積立金 200 200

繰越利益剰余金 500,724 571,281

利益剰余金合計 502,916 573,473

自己株式 △119,412 △140,428

株主資本合計 458,560 507,332

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 5,080 9,069

土地再評価差額金 △157 △157

評価・換算差額等合計 4,923 8,912

純資産合計 463,483 516,243

負債純資産合計 568,175 618,132
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2024年 1月 1日
　至　2024年12月31日)

当事業年度
(自　2025年 1月 1日
　至　2025年12月31日)

売上高 ※2 369,638 ※2 369,227

売上原価 ※2 256,799 ※2 264,125

売上総利益 112,839 105,102

販売費及び一般管理費 ※1,※2 64,959 ※1,※2 66,061

営業利益 47,880 39,042

営業外収益   

受取利息 688 681

受取配当金 95,486 74,583

その他 707 479

営業外収益合計 ※2 96,881 ※2 75,743

営業外費用   

支払利息 158 289

デリバティブ費用 344 1,349

為替差損 258 1,005

その他 38 32

営業外費用合計 ※2 798 ※2 2,675

経常利益 143,962 112,110

特別利益   

固定資産売却益 － 8

投資有価証券売却益 529 745

貸倒引当金戻入額 － 1,354

特別利益合計 529 2,107

特別損失   

固定資産除却損 159 446

貸倒引当金繰入額 1,973 －

関係会社株式売却損 － 2

関係会社株式・出資金評価損 1,487 2,171

投資有価証券評価損 109 56

関係会社債権放棄損 203 －

特別損失合計 3,931 2,675

税引前当期純利益 140,560 111,541

法人税、住民税及び事業税 22,522 10,791

法人税等調整額 △482 1,545

法人税等合計 22,040 12,336

当期純利益 118,520 99,206
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2024年1月1日　至　2024年12月31日）

         (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本
準備金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益
準備金

その他利益剰余金

利益剰余
金合計

 

オープン
イノベー
ション促
進積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 15,993 18,591 40,408 58,999 1,992 200 404,655 406,847 △100,572 381,266

当期変動額           

剰余金の配当       △24,705 △24,705  △24,705

当期純利益       118,520 118,520  118,520

自己株式の取得         △19,001 △19,001

会社分割による増加       2,254 2,254  2,254

株式報酬取引   64 64     160 224

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

          

当期変動額合計 － － 64 64 － － 96,069 96,069 △18,840 77,293

当期末残高 15,993 18,591 40,472 59,063 1,992 200 500,724 502,916 △119,412 458,560

 

     

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

土地再評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 3,567 △157 3,410 384,676

当期変動額     

剰余金の配当    △24,705

当期純利益    118,520

自己株式の取得    △19,001

会社分割による増加    2,254

株式報酬取引    224

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

1,513 － 1,513 1,513

当期変動額合計 1,513 － 1,513 78,806

当期末残高 5,080 △157 4,923 463,483
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当事業年度（自　2025年1月1日　至　2025年12月31日）

         (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本
準備金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益
準備金

その他利益剰余金

利益剰余
金合計

 

オープン
イノベー
ション促
進積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 15,993 18,591 40,472 59,063 1,992 200 500,724 502,916 △119,412 458,560

当期変動額           

剰余金の配当       △28,649 △28,649  △28,649

当期純利益       99,206 99,206  99,206

自己株式の取得         △22,002 △22,002

自己株式の処分   △752 △752     753 1

株式報酬取引   △17 △17     233 216

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

          

当期変動額合計 － － △769 △769 － － 70,557 70,557 △21,016 48,772

当期末残高 15,993 18,591 39,703 58,294 1,992 200 571,281 573,473 △140,428 507,332

 

     

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

土地再評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 5,080 △157 4,923 463,483

当期変動額     

剰余金の配当    △28,649

当期純利益    99,206

自己株式の取得    △22,002

自己株式の処分    1

株式報酬取引    216

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

3,989 － 3,989 3,989

当期変動額合計 3,989 － 3,989 52,761

当期末残高 9,069 △157 8,912 516,243
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【注記事項】

（重要な会計方針）

1．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

(2）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(3）その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

 

2．デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

 

3．棚卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有する棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(1）貯蔵品

個別法

 

4．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 2～50年

機械装置及び運搬具 2～16年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、主な耐用年数として、のれんは発生日以後20年以内、商標権は10年、ソフトウェア（自社利用

分）は社内における見込利用可能期間（5年）によっております。

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

 

5．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。
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6．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による見積額を、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）関係会社投資評価損引当金

　関係会社に対する投資価値の低落に備えるため、実質価額の低下に応じた金額を計上しております。

(3）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上してお

ります。

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法により

按分した額を費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

 

7．収益及び費用の計上基準

当社は、ウェルネスケア関連商品、フェミニンケア関連商品、ベビーケア関連商品のパーソナルケア関

連商品やペットケア関連商品の販売を主な事業としており、このような商品販売については、商品の引渡

時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得することから、履行義務が充足されると判断しており、

当該商品の引渡時点で収益を認識しております。

また、収益は顧客への財の移転と交換に企業が権利を得ると見込んでいる対価の金額で認識しており、

値引、割戻し及び売上割引を控除後の金額で測定しております。値引、割戻し及び売上割引の変動対価

は、当該変動対価に関する不確実性がその後に解消される際に、認識した収益の累計額の重大な戻入れが

生じない可能性が非常に高い範囲でのみ取引価格に含めております。なお、履行義務の対価は、履行義務

を充足してから1年以内に受領しており、重大な金融要素を含んでおりません。

 

8．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結

財務諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。
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（重要な会計上の見積り）

関係会社株式・出資金の評価

（1）財務諸表に計上した金額

（単位：百万円）

 前事業年度 当事業年度

関係会社株式・出資金 191,572 200,094

関係会社株式・出資金評価損 1,487 2,171

 

上記のうち前事業年度に計上した関係会社株式・出資金評価損は次のとおりです。

（単位：百万円）

 金額

Unicharm Middle East & North Africa

Hygienic Industries Company S.A.E.株式評価

損

1,487

 

エジプト国内において主にパーソナルケア製品の製造販売を行う子会社であるUnicharm Middle East &

North Africa Hygienic Industries Company S.A.E.の株式1,487百万円については、実質価額が著しく低

下しており、将来の事業計画によって回復可能性が認められないことから、1株当たり純資産額を基礎とし

た金額を実質価額として関係会社株式・出資金評価損を1,487百万円計上しております。

 

上記のうち当事業年度に計上した主な関係会社株式・出資金評価損は次のとおりです。

（単位：百万円）

 金額

ワンドット株式会社 株式評価損 1,096

Uni-Charm (Philippines) Corporation

株式評価損
737

 

中国及び日本市場を中心に、ペットO2Oプラットフォームや育児メディアの提供、企業向けのデジタル戦

略・マーケティング支援事業等を行う関連会社であるワンドット株式会社の株式1,096百万円については、

実質価額が著しく低下しており、将来の事業計画によって回復可能性が認められないことから、1株当たり

純資産額を基礎とした金額を実質価額として関係会社株式・出資金評価損を1,096百万円計上しておりま

す。

 

フィリピン国内において主にパーソナルケア製品の販売を行う子会社であるUni-Charm (Philippines)

Corporationの株式1,348百万円については、実質価額が著しく低下しており、将来の事業計画によって回

復可能性が認められないことから、1株当たり純資産額を基礎とした金額を実質価額として関係会社株式・

出資金評価損を737百万円計上しております。

 

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

市場価格のない関係会社株式・出資金は、取得原価をもって貸借対照表価額としておりますが、当該株

式の発行会社の財政状態の悪化により純資産を基礎として算定した実質価額が著しく低下したときには、

回復可能性が事業計画等の十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて、相当の減額を行い、評価差額

を当期の損失として認識しております。超過収益力を反映して財務諸表から得られる1株当たり純資産額に

比べて高い価額で取得した株式については、超過収益力が減少したと判断される場合には、実質価額に当

該減少を反映しております。

なお、実質価額が著しく低下している状況には至っていないものの実質価額がある程度低下したとき及

び実質価額が著しく低下したものの回復可能性が見込めると判断して減損処理を行わなかったときには、

低下に相当する額を関係会社投資評価損引当金として処理しております。

関係会社株式・出資金の評価にあたって、事業計画等の見積りについて売上高成長率等一定の仮定を設

定しております。

関係会社株式・出資金の評価については、実質価額の回復可能性の判断と超過収益力の評価は事業計画

と実績との比較に基づく分析に基づいて行われ、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受け

る可能性があり、予測不能な事態により関係会社の経営環境が悪化した場合、翌事業年度の財務諸表にお
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いて、関係会社株式・出資金及び関係会社投資評価損引当金の金額に重要な影響を与える可能性がありま

す。

 

（会計方針の変更）

（グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46

号 2024年3月22日）を当事業年度の期首から適用しております。なお、当該会計方針の変更による財務諸表へ

の影響は軽微であります。

 

（貸借対照表関係）

※1　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（2024年12月31日）
当事業年度

（2025年12月31日）

短期金銭債権 30,937百万円 41,774百万円

長期金銭債権 10,702百万円 9,885百万円

短期金銭債務 60,178百万円 66,551百万円

長期金銭債務 － 641百万円

 

 

　2　保証債務

以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

前事業年度
（2024年12月31日）

当事業年度
（2025年12月31日）

Uni.Charm Molnlycke B.V. 1,356百万円 Uni.Charm Molnlycke B.V. 1,515百万円

ワンドット㈱ 400百万円 ワンドット㈱ 400百万円

Unicharm India Private Ltd. 13,764百万円 Unicharm India Private Ltd. 264百万円

UcM Inco USA, Inc. 380百万円 UcM Inco USA, Inc. 235百万円

計 15,899百万円 計 2,414百万円

 

（損益計算書関係）

※1　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2024年 1月 1日
　　至　2024年12月31日）

当事業年度
（自　2025年 1月 1日
　　至　2025年12月31日）

販売促進費 4,548百万円 3,776百万円

広告宣伝費 8,942百万円 10,181百万円

諸手数料 6,785百万円 7,246百万円

従業員給与・賞与 7,284百万円 6,690百万円

賞与引当金繰入額 1,402百万円 1,561百万円

減価償却費 8,144百万円 8,111百万円

研究開発費 9,681百万円 12,815百万円

 

販売費及び一般管理費のうち販売費割合 34％ 31％

 

（注）当事業年度より、当社の事業活動における研究開発体制の実態をより適切に反映するため、研究開発費として計上

する減価償却費・人件費等の範囲を見直しました。当事業年度の区分変更に基づいた前事業年度の各費目に含まれ

る当該見直しによる影響額は、減価償却費1,003百万円、従業員給与・賞与836百万円であります。
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※2　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　2024年 1月 1日
至　2024年12月31日）

当事業年度
（自　2025年 1月 1日
至　2025年12月31日）

営業取引による取引高 282,322百万円 305,709百万円

営業取引以外の取引による取引高 95,219百万円 74,372百万円

 

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式

前事業年度（2024年12月31日）

（単位：百万円）
 

区分 貸借対照表計上額 時価 差額

子会社株式 3,088 18,327 15,239

 

（注）上記に含まれない市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

（単位：百万円）
 

区分
前事業年度

（2024年12月31日）

子会社株式 152,524

子会社出資金 34,827

関連会社株式 1,133

 

当事業年度（2025年12月31日）

（単位：百万円）
 

区分 貸借対照表計上額 時価 差額

子会社株式 3,088 9,715 6,627

 

（注）上記に含まれない市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

（単位：百万円）
 

区分
当事業年度

（2025年12月31日）

子会社株式 162,465

子会社出資金 34,522

関連会社株式 19
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（税効果会計関係）

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2024年12月31日）
当事業年度

（2025年12月31日）

（繰延税金資産）   

賞与引当金 619百万円 663百万円

関係会社株式・出資金評価損 37,877百万円 39,674百万円

販促未払金 3,226百万円 3,035百万円

退職給付引当金 1,644百万円 1,701百万円

株式報酬費用 1,130百万円 266百万円

貸倒引当金 630百万円 223百万円

その他 3,425百万円 3,342百万円

繰延税金資産小計 48,551百万円 48,905百万円

評価性引当額 △40,434百万円 △41,875百万円

繰延税金資産合計 8,117百万円 7,030百万円

（繰延税金負債）   

前払年金費用 △2,293百万円 △2,769百万円

その他有価証券評価差額金 △2,123百万円 △4,043百万円

その他 △253百万円 △235百万円

繰延税金負債合計 △4,668百万円 △7,046百万円

繰延税金資産（負債）の純額 3,449百万円 △16百万円

 

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

（2024年12月31日）

当事業年度

（2025年12月31日）

法定実効税率 30.6％ 30.6％

（調整）   

受取配当金等永久に益金算入されない項目 △19.7％ △19.4％

のれん等償却 0.6％ 0.8％

評価性引当額 0.7％ 0.2％

税率変更による影響 － 0.0％

税額控除 △1.1％ △2.4％

減資に伴う子会社株式譲渡損 △0.3％ －

外国子会社配当金源泉税 5.0％ 2.0％

その他 △0.2％ △0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 15.7％ 11.1％

 

3．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律（令和7年法律第13号）が2025年3月31日に公布され、2026年4月1日

以後に開始する事業年度から防衛特別法人税の課税が行われることとなりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の30.6％から、2027

年1月1日以後に開始する事業年度より、31.5％となります。

なお、この税率変更による財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

（重要な後発事象）

（自己株式の取得）

連結財務諸表に対する注記「36．後発事象」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

(単位：百万円)

区分 資産の種類
当期首
残高

当期
増加額

当期
減少額

当期
償却額

当期末
残高

減価償却
累計額

有

形

固

定

資

産

建 物 及 び 構 築 物 3,883 126 8 305 3,696 4,525

機械装置及び運搬具 3,044 1,231 384 1,340 2,551 3,710

工具、器具及び備品 1,204 137 12 262 1,067 2,659

土 地
1,111

(△157)
－ 31 －

1,081

(△157)
124

建 設 仮 勘 定 958 573 496 － 1,035 －

そ の 他 23 8 － 9 22 33

有形固定資産計 10,223 2,075 931 1,916 9,451 11,052

無

形

固

定

資

産

の れ ん 15,299 － － 2,776 12,523 －

商 標 権 2,371 － － 526 1,845 －

ソ フ ト ウ ェ ア 13,236 2,450 86 4,199 11,401 －

ソフトウェア仮勘定 1,113 2,551 2,595 － 1,069 －

そ の 他 15 786 － 249 552 －

無形固定資産計 32,035 5,787 2,681 7,750 27,390 －

（注）1．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 ペットケア関連製品開発機 118百万円

機械装置及び運搬具 ベビーケア関連製品開発機 326百万円

機械装置及び運搬具 フェミニンケア関連製品開発機 199百万円

機械装置及び運搬具 ウェルネスケア関連製品開発機 549百万円

ソフトウェア ソフィBeアプリ等のDX開発関連 2,450百万円

その他 物流管理システムのリース資産 786百万円

2．( )内は、土地の再評価に関する法律(1998年法律第34号)により行った土地に係る土地再評価差額金でありま

す。

3．減価償却累計額には減損損失累計額を含めております。
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【引当金明細表】

(単位：百万円)

区 分 当 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高

貸倒引当金 2,058 14 1,363 709

賞与引当金 2,023 2,165 2,023 2,165
 

（注）引当金の計上の理由及び額の算定方法については、「重要な会計方針　6．引当金の計上基準」に記載して

おります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第6【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 1月1日から12月31日まで

定時株主総会 3月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日 6月30日(中間配当)、12月31日(期末配当)

1単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

 

 

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

 

 

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ──────────

買取手数料 無料

公告掲載方法

当社の公告は電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電

子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

https://www.unicharm.co.jp/ja/ir/e-announcement

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

(1）会社法第189条第2項各号に掲げる権利

(2）会社法第166条第1項の規定による請求をする権利

(3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第7【提出会社の参考情報】

1【提出会社の親会社等の情報】

　当社には親会社等はありません。

 

2【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第65期（自　2024年1月1日　　至　2024年12月31日）

2025年3月21日関東財務局長に提出。

 

(2）内部統制報告書及びその添付書類

2025年3月21日関東財務局長に提出。

 

(3）半期報告書及び確認書

第66期中（自　2025年1月1日　　至　2025年6月30日）

2025年8月6日関東財務局長に提出。

 

(4）臨時報告書

金融商品取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第12号の規定に基づく臨時

報告書

2025年2月3日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第2号の2の規定に基づく臨

時報告書

2025年3月19日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号の2の規定に基づく臨

時報告書

2025年3月21日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第3号の規定に基づく臨時

報告書

2025年6月18日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第3号の規定に基づく臨時

報告書

2025年6月23日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第12号の規定に基づく臨時

報告書

2025年9月2日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第2号の2の規定に基づく臨

時報告書

2026年3月19日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号の2の規定に基づく臨

時報告書

2026年3月23日関東財務局長に提出。

 

(5）自己株券買付状況報告書

2025年4月14日、2025年5月13日、2025年6月13日、2025年7月11日、2025年8月13日、2025年9月12日、2025年10

月14日、2025年11月13日、2025年12月12日、2026年1月14日、2026年3月13日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 2026年3月19日
 

ユニ・チャーム株式会社
 

 取　締　役　会　御中 

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 東京事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 近　　藤　　　　　敬

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 東　　　　　大　　夏

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　　川　　大　　輔

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るユニ・チャーム株式会社の2025年1月1日から2025年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結財政

状態計算書、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結持分変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第312条により規定

された国際会計基準に準拠して、ユニ・チャーム株式会社及び連結子会社の2025年12月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子

会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と

なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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パーソナルケアセグメントのマレーシアのれんの評価の妥当性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

連結財務諸表注記「13．非金融資産の減損」に記載のと

おり、会社は、2025年12月31日現在、連結財政状態計算書

上、のれんを50,449百万円計上している。会社は、企業結

合で生じたのれんを、各資金生成単位グループに配分し

ており、当連結会計年度に、パーソナルケアセグメントに

含まれる資金生成単位グループであるマレーシアのれんに

ついて、帳簿価額の全額に相当する1,780百万円の減損損

失を計上している。なお、当該資金生成単位グループは、

マレーシア子会社のUni-Charm Corporation Sdn. Bhd.、

DSG Malaysia Sdn. Bhd.及びUNI-CHARM MALAYSIA TRADING

SDN. BHD.等で構成されている。

連結財務諸表注記「3．重要性がある会計方針（10）非

金融資産の減損」に記載のとおり、のれんについては、毎

期一定の時期、さらには減損の兆候が存在する場合にはそ

の都度、資産の回収可能価額を見積り、その帳簿価額と比

較している。回収可能価額は、資産の売却費用控除後の公

正価値と、使用価値のいずれか高い金額としている。

また、連結財務諸表注記「4．重要な会計上の見積り及

び判断（1）のれん及び耐用年数が確定できない無形資産

の評価」に記載のとおり、使用価値は、見積将来キャッ

シュ・フローの現在価値として算定しており、見積将来

キャッシュ・フローは、経営者によって承認された3年分

の事業計画を基礎とし、その後の期間については、市場に

おいて予想される平均成長率を勘案して一定の成長率で逓

増すると仮定して見積っている。

経営者が承認した事業計画には、市場予測データや販売

拡大の見込みが含まれる。それらの予測及び効果の測定に

は高い不確実性を伴うため、経営者による判断が将来

キャッシュ・フローの見積りに重要な影響を及ぼす。加え

て、使用価値の算定に用いる割引率の算出においては、計

算手法やインプットデータの選択に当たり、評価に関する

高度な専門知識を必要とする。

以上から、当監査法人は、パーソナルケアセグメントの

マレーシアのれんの評価の妥当性が、当連結会計年度の連

結財務諸表監査において特に重要であり、監査上の主要な

検討事項に該当すると判断した。

当監査法人は、パーソナルケアセグメントのマレーシア

のれんの評価の妥当性を検討するため、主に以下の手続を

実施した。

 

（1）内部統制の評価

経営者による事業計画の作成及び承認プロセスを理

解・評価するとともに、のれんの減損テストのプロセ

ス及び内部統制を理解し、関連する内部統制の整備状

況及び運用状況の有効性を評価した。

 

（2）使用価値の見積りの合理性の評価

使用価値の見積りの合理性を評価するため、主に以下

の手続を実施した。

 

・　経営者が資金生成単位グループを適切に識別している

か評価するために、内部管理目的でモニターされてい

る経営管理資料の閲覧、及び会社の経営者へ質問を

行った。

 

・　使用価値の基礎となる、事業計画の期間におけるマ

レーシア子会社の将来キャッシュ・フローについて、

以下の手続を実施した。

－　会社及び子会社の経営者への質問を実施し、事業

計画における施策を理解し、その合理性を評価し

た。

－　過年度における事業計画とその実績を比較し、将

来キャッシュ・フローの見積りに与える影響を評

価した。

－　会社及び子会社の経営者によって承認された事業

計画との整合性を検討した。

－　将来キャッシュ・フローの見積りに使用される市

場予測データについて、外部機関が公表している

市場予測データとの整合性の確認を行うととも

に、販売拡大の見込みについては、過去の販売実

績等を踏まえて、仮定の適切性を検討した。

 

・　当監査法人が属する国内ネットワークファームの評価

の専門家を利用し、割引率について、当該専門家が外

部情報等に基づき独自に見積った割引率との比較によ

り合理性を評価した。

 

 
 

EDINET提出書類

ユニ・チャーム株式会社(E00678)

有価証券報告書

161/167



 
 
 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、国際会計基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運

用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、国際会計基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が

ある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連

結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを

評価する。

・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査閲に

関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止され

ている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると

合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、ユニ・チャーム株式会社の2025

年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、ユニ・チャーム株式会社が2025年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監

査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上

の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、内

部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。

監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別した

内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等（3）【監査

の状況】に記載されている。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）1．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

2．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 2026年3月19日
 

ユニ・チャーム株式会社
 

 取　締　役　会　御中 

 

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 東京事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 近　　藤　　　　　敬

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 東　　　　　大　　夏

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　　川　　大　　輔

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るユニ・チャーム株式会社の2025年1月1日から2025年12月31日までの第66期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ユニ・

チャーム株式会社の2025年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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市場価格のない関係会社株式・出資金の評価の合理性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

当事業年度の貸借対照表において、関係会社株式・出資

金200,094百万円が計上されている。注記事項(有価証券関

係)に記載されているとおり、これには企業会計基準第10

号「金融商品に関する会計基準」における市場価格のない

株式等である関係会社株式・出資金197,006百万円が含ま

れており、総資産618,132百万円に占める割合は31.9％で

ある。また、損益計算書上、関係会社株式・出資金評価損

2,171百万円を計上している。

注記事項(重要な会計上の見積り)に記載のとおり、市場

価格のない関係会社株式・出資金について、実質価額が著

しく低下したときには、回復可能性が事業計画等の十分な

証拠によって裏付けられる場合を除いて、評価損の認識が

必要となる。また、超過収益力等を反映して財務諸表から

得られる1株当たり純資産額に比べて高い価額で取得した

株式については、超過収益力が減少したと判断される場合

には、実質価額に当該減少を反映している。

市場価格のない関係会社株式・出資金は、財務諸表にお

ける金額的重要性が高く、実質価額の著しい低下により減

額処理が行われると、財務諸表全体に与える金額的影響が

大きくなる可能性がある。

以上から、当監査法人は、市場価格のない関係会社株

式・出資金の評価の合理性が、当事業年度の財務諸表監査

において特に重要であり、監査上の主要な検討事項に該当

すると判断した。

当監査法人は、市場価格のない関係会社株式・出資金の

評価の合理性を検討するため、主に以下の手続を実施し

た。

 

（1）内部統制の評価

投資先の実質価額の著しい低下の有無の判定を含む、

関係会社株式・出資金の評価に関連する内部統制の整

備状況及び運用状況の有効性を評価した。

 

（2）市場価格のない関係会社株式・出資金の評価の合理性

市場価格のない関係会社株式・出資金の評価の合理性

を検討するため、主に以下の手続を実施した。

 

・　経営者により内部管理目的でモニターされている経営

管理資料の閲覧及び会社の経営者への質問を通じて、

子会社及び関連会社の経営環境を理解するとともに、

財政状態の悪化の兆候が示唆される子会社及び関連会

社の有無を確認した。また、重要な子会社について

は、子会社の経営者等とディスカッションを実施し経

営環境を理解した。

・　実質価額の算定の基礎となる、重要な子会社の財務数

値については、子会社の監査人が実施した監査手続と

その結果により、当該財務情報の信頼性を評価した。

それ以外の子会社及び関連会社の財務数値について

は、総括的な分析を実施し財務情報の信頼性を評価し

た。

・　帳簿価額との比較に際して用いた実質価額の正確性を

確かめるため、子会社及び関連会社の純資産額につい

て各社の財務数値と突合し、株式等の所有割合に基づ

き再計算を行った。

・　関係会社株式・出資金の帳簿価額を子会社及び関連会

社の純資産額を基礎とした実質価額と比較検討するこ

とにより、実質価額の著しい低下の有無の判定が正し

く行われているかどうかを確認した。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査

上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場

合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に

見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

EDINET提出書類

ユニ・チャーム株式会社(E00678)

有価証券報告書

166/167



利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）1．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

2．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

ユニ・チャーム株式会社(E00678)

有価証券報告書

167/167


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第1企業の概況
	1主要な経営指標等の推移
	2沿革
	3事業の内容
	4関係会社の状況
	5従業員の状況

	第2事業の状況
	1経営方針、経営環境及び対処すべき課題等
	2サステナビリティに関する考え方及び取組
	3事業等のリスク
	4経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	5重要な契約等
	6研究開発活動

	第3設備の状況
	1設備投資等の概要
	2主要な設備の状況
	3設備の新設、除却等の計画

	第4提出会社の状況
	1株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②ライツプランの内容
	③その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)所有者別状況
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	2自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	(1)株主総会決議による取得の状況
	(2)取締役会決議による取得の状況
	(3)株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	(4)取得自己株式の処理状況及び保有状況


	3配当政策
	4コーポレート・ガバナンスの状況等
	(1)コーポレート・ガバナンスの概要
	(2)役員の状況
	(3)監査の状況
	(4)役員の報酬等
	(5)株式の保有状況


	第5経理の状況
	1連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	①連結財政状態計算書
	②連結損益計算書及び連結包括利益計算書
	連結損益計算書
	連結包括利益計算書

	③連結持分変動計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	連結財務諸表に対する注記


	(2)その他

	2財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	注記事項

	④附属明細表
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表


	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第6提出会社の株式事務の概要
	第7提出会社の参考情報
	1提出会社の親会社等の情報
	2その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

